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はじめに 

 

地震調査研究推進本部は、地震による被害の軽減に資するための施策として、平成９年

８月に「地震に関する基盤的調査観測計画」を策定し、調査観測計画の一項目として活断

層調査を挙げた。調査対象となる活断層は全国で 98 断層帯にわたり、地方公共団体や研究

機関などによる調査が行われてきた。平成 17 年８月には「今後の重点的調査観測について

（－活断層で発生する地震及び海溝型地震を対象とした重点的調査観測、活断層の今後の

基盤的調査観測の進め方－）」がとりまとめられ、新たに 12 断層帯が調査対象に追加され

るとともに、補完調査の必要性が指摘された。また、98 断層帯の評価が一通り終了したこ

とを機に、98 断層帯の評価結果を整理した「基盤的調査観測対象活断層の評価手法」が公

表された。 

活断層の長期評価手法は、調査・観測技術の進歩やデータの増加、研究の進展、あるい

は社会的要請にこたえる形で常に見直しが図られてきた。このため、継続的に評価手法の

見直しや新たな評価手法の導入を図り、長期評価手法の高度化を実施するという観点から、

「活断層評価手法等検討分科会（以下、「検討分科会」という。）」が平成 17 年 1 月に長期

評価部会の下に設置され、現行の評価手法を改良し、予測精度・信頼度を向上させるため

の検討を進めてきた。 

検討分科会においては、長期評価手法の高度化に向けて、①新たな評価手法の導入、②

必要とされる活断層調査に関する提言、③これまで活用されてこなかったデータの取り込

み、を実現するため、作業グループ形式の検討作業を行ってきた。このうち、今後の活断

層長期評価の実施にあたって必要とされる調査観測に関しては、平成 20 年 6 月 17 日に「今

後の活断層評価に向けて推進すべき調査観測について」としてとりまとめられ、調査観測

計画部会に報告されている。本報告書は、検討分科会設置以降、平成 22 年 11 月に至るま

での検討の結果を取りまとめたものである。 

なお、平成 21 年４月 21 日に策定された、将来を展望した新たな地震調査研究の方針を

示す「新たな地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推

進についての総合的かつ基本的な施策－（以下、「新総合基本施策」という。）」においては、

当面 10 年間に重点的に実施する調査研究として、活断層等に関連する調査研究による情報

の体系的収集・整備及び評価の高度化が挙げられており、活断層評価の高度化が基本目標

に設定されている。 

 

本報告書の第１章では、現行の長期評価における問題点を提示し、それを解決するため

に必要な検討課題を整理している。第２章では、前章で示したそれぞれの課題について検

討した内容を詳細に記述するとともに、今後の長期評価に反映すべき知見を示した。第３

章では、第２章に示した検討結果を踏まえて構築した新しい活断層評価の手法について、

従来との相違点がわかるように「基盤調査観測対象活断層の評価手法」の体裁を踏襲した

形式で新しい評価手法の流れを示した。第４章では、高度化された評価を実現するために

1



 

必要となる活断層調査について、その内容と具体的な調査手法について整理した。 

なお、付録資料として、新手法に則って試行した地域評価の体裁（付録１－１）と単位

区間の評価の体裁（付録１－２）及び委員会名簿と会議開催記録（付録２）を付している。

報告書本文と併せて参照頂きたい。 

2



 

１．活断層長期評価の高度化に向けた検討課題 

平成 7年に長期評価部会が設置されて以降、100 を超える基盤的調査観測対象活断層（以

下、「主要活断層帯」）について長期評価が行なわれてきた。初期に実施された評価におい

ては、時間をかけて試行錯誤的に様々な試みがなされたが、現在では標準的な評価手法が

確立し、その内容は「基盤的調査観測対象活断層の評価手法」報告書（地震調査研究推進

本部地震調査委員会長期評価部会，2005）にとりまとめられている。 

このように、統一された基準に沿って全国の主要活断層帯は評価されてきた。しかし、

それらの中には、共通の手法では評価が困難なため断層パラメータを示すことができなか

った事例も存在する。今後は、これまでの調査によって蓄積されたデータの解析や近年発

生した内陸地殻内地震の調査から得られた新たな知見などを活用し、評価手法を高度化す

ることが重要である。本章では、現行の長期評価手法の概要とそれに対して指摘されてき

た問題点を整理し、その解決に向けて検討すべき課題を明らかにする。 

 

１．１ 評価対象の設定に関する課題－評価対象とする活断層・地震と地域評価－ 

現行の長期評価では、その活動が社会的、経済的に大きな影響を与えると考えられる地

震が発生する場所と地震の規模，ならびに将来地震が発生する可能性を全国的に明らかに

することを目的としてきた。評価にあたっては、松田（1990）が示した定義に従って起震

断層として断層を括った上で、長さ 20km 以上かつ活動度 B 級以上（平均変位速度 0.1ｍ／

千年以上）の起震断層を主要活断層帯として基盤的調査観測の対象に選択し、起震断層ご

とに評価を実施してきた。また、過去に分かれて活動した明確な証拠がない場合は、断層

帯全体が同時に活動して発生する地震の規模が評価されてきた。 

主要活断層帯は、おおむね M7 級かそれ以上の地震を引き起こすことが想定される主とし

て陸域に分布する活断層である。しかし、近年発生した地殻内地震とそれらによる被害と

の関係をみると、平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震（M6.8）（以下では、「中越地震」と

いう）や平成 19 年（2007 年）能登半島地震（M6.9）（以下「能登半島地震」という。）のよ

うに、地震規模が M7 に満たない地震によっても震源域近傍では震度７や震度６強が記録さ

れ、被害が発生している。また、平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震（M7.2）では、

断続的な地表地震断層が確認されたが、その範囲は全長数 km 程度であった。このような状

況を踏まえ、今後は長さが 20km 未満の活断層で発生する地震についても、活断層評価の枠

組みに取り込まれることが望ましい。 

また、2005 年福岡県西方沖の地震（M7.0）、能登半島地震及び平成 19 年（2007 年）新潟

県中越沖地震（M6.8）（以下、「中越沖地震」という。）などの震源域は海域であったが、近

接する沿岸地域で被害が発生した。したがって、沿岸海域に分布する活断層についても、

陸域の活断層と同様の詳細な評価の実施が望まれる。しかし、海域は陸域と比較して断層

調査の実施が難しく、調査成果の蓄積がまだ十分とは言えない。そのため、今後新たな調

査を実施していくとともに、他分野で使われている既存の資料についても適宜収集・参照

していくことが望まれる。 
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現行の長期評価においては、地質調査などにより過去に分かれて活動した明確な証拠が

ない場合は、起震断層全体が一括して活動して固有規模の地震を起こすものと考えてきた。

防災上の観点で見た場合、起震断層全体が同時に活動するという考え方は、地震規模とい

う面では安全側の評価であるといえる。しかし、平均活動間隔を平均変位速度から間接的

に推定し、かつ１回の変位量を断層長から推定している場合には、地震の規模が大きくな

ると１回の変位量も大きくなることから、平均活動間隔は長めとなり、結果的に今後の地

震発生確率を適切に評価していない可能性がある（鈴木・熊木、2004）。 

現行の長期評価においても活動履歴に基づき起震断層を活動区間に分割してきたが、信

頼度の高い活動履歴を複数地点で得るのは困難なことが多く、起震断層を活動区間に分割

した事例は限られている。今後は、長大な起震断層について、活動履歴以外の情報に基づ

いて起震断層を分割する方法を検討することが必要である。 

さらに、現行の長期評価では起震断層ごとに評価が行われ、その結果が公表されてきた。

断層帯に近接する自治体等は、今後 30 年間の地震発生確率などの評価内容をみて地震防災

対応を講じてきたと思われる。しかし、実際には活断層の分布には地域ごとに粗密があり、

活断層が多く分布する地域では、それらを震源として地震が発生する可能性も当然高くな

る。利便性の観点からは、地域における活断層の分布状況やそれらを総合的に評価したと

きの地域における地震発生確率などに関する情報が提供されることが望まれる。 

 

 

年 地震名 規模 (Mj) 深さ (km) 関連する主要断層帯・活断層 

2000 鳥取県西部 7.3 10 推定活断層 

2004 新潟県中越 6.8 13 六日町断層帯／北部 

2005 福岡県西方沖 7.0 9 警固断層帯／北西部 

2007 能登半島 6.9 11 笹波沖断層帯（東部） 

2007 新潟県中越沖 6.8 17 佐渡海盆東縁断層帯 

2008 岩手・宮城内陸 7.2 8  

 

 

１．２ 地表での位置・形状評価に関する課題－活断層位置情報の精緻化－ 

現行の長期評価では、断層の位置・形状のうち、地震規模を評価する際に用いられる断

層の長さの評価が重要な指標であった。評価に当たっては、地表における断層線に関する

既存の資料が適宜用いられているが、多くの場合、断層線などの認定根拠が必ずしも明確

となっていない。また、資料ごとに活断層の認定精度にばらつきがあり、断層末端部や断

層ごとの細部のつながりや形状は十分に判読されていない場合があった。さらに、詳細な

調査が行われている場合であっても、断層帯の一部が地図の表示域外の場合がある。この

ため、従来の評価では、断層の位置・形状は縮尺 20 万分の１の概略図に示すにとどまり、

断層の連続性に関する検討や、詳細な分布形状の検討はあまり行われてこなかった。 

今後は、地表における断層の長さをより的確に評価するため、詳細な位置・形状の情報

が必要となるが、主要活断層帯の中には、いまだ高精度な位置・形状に関する調査が充分

表１－１ 2000 年以降に発生した主な内陸地震（M6.8 以上） 
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に行われておらず、必要な精度での位置・形状データが不足している断層がある。このた

め、統一された基準に基づいて作成された情報を整備することが望ましい。その際は、端

点の認定についても、それ以上地表における断層が延びることがないかどうか、その信頼

性と根拠を示すことが求められる。 

活断層の位置・形状については、詳細さだけでなく、その信頼性も明らかにされるべき

である。これまで、評価に際しては、「新編日本の活断層」（活断層研究会編,1991）や「都

市圏活断層図」（国土地理院によって順次刊行中）などが用いられてきた。これらの資料は

作成目的や縮尺などが異なるほか、資料によっては地域ごとに情報の精粗があった。今後

は、統一的な基準に基づいて写真判読した位置・形状を示すことに加え、活断層であると

判断あるいは推定した根拠に関する説明を示すことが望まれる。 

また、最近の研究においては、断層の位置・形状に基づくセグメント区分や破壊開始点

の推定などの可能性が指摘されている。これらの知見を長期評価に反映させるためには、

断層線の連続性、屈曲や分岐形状など、地表における断層の位置・形状に関する情報を、

従来よりも詳細に示すことが求められる。 

さらに、断層活動による地表の「ずれ」の想定も重要な課題である。従来の長期評価で

は地震時における「ずれ」の量は断層ごとにその代表値が示されていた。しかし、過去に

観察された地表地震断層の変位量分布をみると地点ごとに変位量が異なる。したがって、

将来的には断層活動時の地表変形予測が行われることを見越して、断層上における変位量

の空間的分布を明らかにし、地表における変形帯の幅及びずれ量分布についても評価に含

めておくことが望ましい。また、断層の「ずれ」について、現在の評価文に添付されてい

る断層分布図では断層線すべてが実線として表されているが、逆断層については変形が幅

を持って現れることがあり、断層変位地形としても急崖ではなく緩やかな斜面（撓曲）と

して現れていることがある。現在の評価文に示されている位置図には断層の位置が 20 万分

の１の縮尺ですべて実線として示されているが、今後、詳細な位置図を作成するにあたっ

ては、変形帯の幅がわかるような表記が必要となるであろう。 

 

１．３ 震源断層の推定に関する課題－強震動予測への貢献－ 

現行の長期評価においては、地下の断層形状に関して参照できる資料が乏しかったこと

もあり、地下における震源断層の位置・形状等について十分に検討することができなかっ

た。活断層で発生する地震についての強震動予測においては、震源となる断層面の地下深

部形状に関するパラメータは非常に重要である。これまでの強震動予測においては、地表

の断層長から推定される地震規模をパラメータとして、地震発生層の厚さ等のデータを参

照しながら、そこから推定される断層形状等を決定する標準手法を作成し、それにしたが

って評価を実施してきた。しかし、現状では強震動評価で必要となる震源断層の位置・面

積・形状や地震時に大きなずれを生じる場所の数や位置などに関する情報が不足している。 

今後は長期評価から強震動予測に対して地下における震源断層の位置・形状についてさ

らに情報を提供していくことが望ましい。このため、地震波探査や地震波トモグラフィー
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などの地球物理学的調査結果や、地質調査結果から断層の地下構造を推定することが望ま

しい。また、地表面の変形から地下における震源断層の形状がある程度推定できることか

ら、断層線の詳細な位置・形状や断層近傍におけるずれの大きさ、断層の運動に関連した

褶曲、傾動、隆起、沈降など地表面の変形を評価する必要がある。 

 

１．４ 過去の断層活動に関する課題－イベント認定の信頼度向上に向けて－ 

現行の長期評価では、ボーリング調査やトレンチ調査による過去の活動時期の認定にお

いて、断層活動の証拠が認められた地層（活動層準）もしくは直下の地層の形成年代とそ

れを覆う地層の形成年代で挟まれた期間を活動時期とし、それらの上限値と下限値の推定

幅の間に活動があったとしている。この方法では、断層活動の発生時期の上下限を確実に

把握することが出来るが、年代測定を実施した試料を採取した位置に大きく依存するため、

年代試料や地層そのものが活動層準の近傍に存在しない場合には、推定幅をある一定の幅

以内に狭めることは困難で推定幅が非常に幅広くなってしまう。 

確率値の幅が広い断層帯に対しては、この幅を狭めることを主な目的とした補完調査が

順次実施されており、一定の成果を収めつつある。しかし、活動時期の精度を向上させる

ためには、個々のトレンチ調査において年代測定をできるだけ多く実施して地質学的な情

報を増やすだけでなく、地層の堆積状態を詳細に記述し、各調査地点での堆積速度推定や

不整合による地層欠損期間の明記による的確な活動時期の絞り込みを行うなど、その評価

方法についても検討が必要である。 

また、従来の評価においては、地質学的証拠の判断が困難なことも多く、証拠不十分と

して認定されなかった断層活動イベントも数多くあった。その結果、断層活動イベントの

回数が少なく見積もられ、将来における地震発生確率が過小評価されている可能性がある。

地質学的調査結果の評価においては、地震イベントの有無の判断が活動間隔や最新活動時

期の評価に大きく影響するため、判断の妥当性の評価が課題となっている。このため、認

定根拠の信頼性を区別した上で、可能性の低い断層活動イベントについても考慮できるよ

うにすることが望ましい。 

 

１．５ 地震規模の評価に関する課題－長い断層、短い断層、連動した活動－ 

現行の長期評価では、地表における活断層の長さもしくは１回のずれの量を指標とし、

松田（1975）が提案した経験式を用いて、活断層で発生する地震の規模を評価してきた。

しかし、この経験式は長さがほぼ 20km から 80km の地表地震断層や震源断層の事例に基づ

き設定されているものなので、長さが 100km を超えるような長大な断層に対しては、その

適用性について確認が必要である。また、20km 未満の短い断層のうち、長さ 10km 以上の活

断層は、確率論的地震動予測地図において震源断層をある程度特定できる地震として簡便

な形で取り入れられているが、地震動予測地図の高度化を図る意味でも地表では短い断層

の地下の断層の長さやそこで生じる地震規模の評価手法の確立は重要である。 

また、過去に発生した内陸地震のなかには、地震規模に見合った明瞭な地表地震断層を
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伴っていない場合があった。平成 12 年（2000 年）鳥取県西部地震（M7.3）（以下、「鳥取県

西部地震」という）では、余震分布に基づく震源断層の長さに相当する活断層は知られて

いなかった。平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震（M7.2）では、断続的な地表地震断

層が確認されたが、その範囲は全長数 km 程度であり、余震分布や SAR 干渉解析によって示

唆される約 30km の震源断層と比較すると著しく短かった。過去にこのような地震が発生し

たことを踏まえ、地表に短い活断層のみが分布する際にどの程度の地震の規模を想定する

のが適当であるかについて検討する必要がある。 

さらに、複数の断層が連動して活動する可能性については、いわゆる「５km ルール」な

ど、隔離距離に基づく基準に基づき判断を行ってきた、しかし、断層の走向が異なってい

ても、互いに共役な場合には、ひとまとまりで活動する可能性を考慮しなければならない。

このため、今後は、複数の断層が周辺部の地質構造などから連動して活動する可能性を総

合的に判断する方法について検討する必要がある。 

 

１．６ 将来の断層活動の評価に関する課題－多様な地震発生の予測への対応－ 

活断層で地震が発生する可能性については、従来は最新活動時期と平均活動間隔の情報

に基づき、断層全体が同時に活動して発生する地震を対象とした BPT モデルによる更新過

程あるいはポアソン過程を用いた確率論的評価（地震調査研究推進本部地震調査委員会，

2001）が実施されている。 

現行の確率算出方法では、平均活動間隔が長い場合には確率値の上限が数％にしかなら

ないこともある。しかし、経過時間が想定される活動間隔を超えている場合には近い将来

に活動することが十分考えられるため、その切迫度を理解しやすい評価方法について検討

すべきである。 

また、複数の断層が連動して発生する地震を想定する場合には、その組合せについて複

数のシナリオを想定し、それぞれの確率を算出する必要があるため、その方法に関する検

討が必要である。 

さらに、中越地震では、既存の活断層（小平尾断層）に沿って 10～15cm の変位が生じた

が、それ以外には明瞭な地表地震断層は現れず、将来トレンチ調査を実施しても中越地震

の痕跡を認定することは難しいと考えられる。また、1948 年の福井地震においても、地殻

変動データから推定される断層位置で明瞭な地表地震断層は認められなかった。従って、

特に堆積層が厚い地域に分布する活断層では、地表まで大きな変位が到達せず、地表地質

調査では痕跡が認められない地震が発生している可能性があり、このような地震を評価す

る方法について検討することが必要である。 

BPT モデルでは、事象発生のばらつきを表す係数としてα＝0.24 が用いられているが、

この値は活動度が高い断層の事例に基づいて算出されたものであるため、活動度 B 級まで

を含めたすべての活断層に適用することの妥当性については、今までに蓄積された活断層

の活動特性に関する情報に基づいて検討すべきである。 
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１．７ その他の課題 

１．７．１ データの集約的活用 

上記の課題を考慮した今後の活断層評価は従来よりもはるかに多くの情報を必要とし，

手法が煩雑になることが想定される。これらのデータの活用性を向上させるために、各種

データを位置情報と併せてデータベース化しておくことが望ましい。 

「新総合基本施策」では、活断層調査に関連する基本目標の１つとして、活断層の詳細

位置図に各種調査・評価結果を記した「活断層基本図（仮称）」の作成が掲げられている。

また、「新総合基本施策」と同時に、基本目標実現のために新たに必要とされる活断層調査

に関する基本方針や実施方法等について取りまとめた「新たな活断層調査について」（地震

調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会,2009）が策定されている。この中では、我

が国の陸域及び沿岸海域に分布する活断層について、位置・形状等に関するデータベース

を、関係機関との連携の下、整備することとしており、このうち、既存の活断層の詳細な

位置・形状については、今後 10 年程度で整備することとしている。このため、活断層の評

価に必要となるデータの種類や、「活断層基本図（仮称）」に取り込むべき評価結果などに

ついて検討することが必要である。 

１．７．２ 断層活動に伴う事象への考慮 

活断層で地震が発生した場合、断層周辺の斜面では「ゆれ」や「ずれ」によって斜面崩

壊や地すべりなどが発生し、沖積低地では液状化現象が発生することがある。また、沿岸

域に分布する断層が活動したときには、海岸で隆起・沈降などの地殻変動が発生する。今

後の長期評価では、断層周辺の地形や地質的に記録されたこれらの情報についても活用さ

れるように、それらの評価方法の検討が続けられることが望ましい。 

また、内湾域や沿岸域に分布する活断層が活動した際には海底面に変位が生じて津波が

発生する場合も想定されるが、現行の長期評価では津波は考慮されていない。沿岸域に活

断層が分布する場合には、津波を発生させる断層運動をするかどうかを検討することが望

ましい。 
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２．検討内容と今後の評価手法への反映事項 

本章では、前章で示したそれぞれの課題のうち、新しい活断層評価の手法に反映される

べき事項について、検討した内容を詳細に記述するとともに、今後の長期評価に反映すべ

き知見を示した。 

２．１ 評価対象の設定 

２．１．１ 対象とする活断層 

長期評価の対象断層については、確実度Ⅱ以上で長さ 20 km 以上かつ活動度 B 級以上で

あることが選定の基準とされてきた。当初選定された 98 主要活断層帯の評価が一通り終わ

った段階で、上記の基準を満たすことが新たに確認された 12 断層帯が調査対象に追加され

た。活断層の評価にあたっては、活断層研究会編（1991）に示された位置・形状の情報の

ほか、その後に公表された論文や活断層図（中田・今泉編，2002 など）に示された位置・

形状の情報が参照されてきた。 

今後の長期評価では、長さが 20km 未満の活断層や活動度 C級の活断層なども評価対象と

する。その理由としては、①マグニチュードが７未満の地震や明瞭な地表地震断層を伴わ

ない地震の評価への取り入れ、②起震断層をセグメントに区分することの導入、③地域単

位での地震発生の評価の導入、などに対応するためである。ただし、地表で確認できる長

さが短い断層については、地質構造や重力異常分布等も踏まえた上で、地下の震源断層の

位置・形状を推定し、これに基づいた地震規模などの評価を行う。また、地表における断

層の長さや活動度の判断に用いられる活断層の基礎的なデータは、今後作成される予定の

「活断層基本図（仮称）」に示される情報を参照する。 

さらに、最近発生したいくつかの被害地震は、震源断層が海域に位置していることを鑑

み、沿岸海域に分布する活断層についても今まで以上に積極的に評価対象に加えることに

する。沿岸海域に分布する活断層については、「新たな活断層調査について」（地震調査研

究推進本部政策委員会調査観測計画部会，2009）に示された沿岸海域活断層の選定基準に

基づき、主要活断層帯と同等として位置づけられる断層を評価対象とする。 

 

２．１．２ 活断層の評価単位 

現行の長期評価では、地表での断層線の隔離距離など地表における断層の分布形状に基

づき区分された「起震断層」（松田，1990）を設定し、それらについて断層の位置・形状、

過去の活動及び将来の活動を評価してきた。さらに、断層の活動履歴調査の結果に基づい

て、将来地震を発生させる可能性がある「活動区間」を設定し、地震の規模や地震発生確

率などを算出してきた。「活動区間」に分割する証拠がない場合には、起震断層全体を同時

に活動する範囲とみなし、「起震断層」全体が活動する固有規模の地震（固有地震）の評価

を行ってきた。 

起震断層全体の活動を将来発生する地震の基本とする考え方は、防災の観点で見た場合、

地震規模においては安全側に立った評価方法であるともいえるが地震の発生頻度に対して

は過少評価になっている可能性があることが指摘された。その結果、ある程度以上の長さ
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を有する長大な「起震断層」については固有の地震活動を繰り返し発生させる最小の単位

である「単位区間」に分割することが提案され、その分割方法について議論を行った。 

また、「起震断層」の設定に関して、地表だけでなく、地下における断層の位置・形状も

考慮する必要があることが指摘された。例えば、地表では大きく離れていても、断層面の

傾斜によっては、地下で近接する場合がある。そのほか、断層の走向が異なっていても、

互いに共役な場合には、ひとまとまりで活動する可能性に留意する必要があることが指摘

された。 

新手法においては、長大な「起震断層」について、活動履歴以外の情報も参照して「単

位区間」に分割することも検討する。「起震断層」の設定方法については、基本的に従来の

考え方を踏襲し、松田（1990）の「５km ルール」に従う。ただし、このルールを機械的に

適用することなく、断層の特性や判読精度、断層間の相互作用の程度、あるいは地球物理

学的データなどによって総合的に判断することとし、「起震断層」の範囲を設定した根拠を

評価文に記述する。これらの情報に関して定量的な評価基準が示されることが理想ではあ

るが、現段階においては定性的な基準のみを検討することとする。また、地下における断

層面の位置・形状に関する情報を評価し、地下において断層面が収斂する場合には一つの

「起震断層」とすべきかどうか検討する。 

「単位区間」の設定について、「起震断層」を分割するかどうかの目安は、「起震断層」

の長さが断層面の幅の２倍を超える場合（断層面の幅が不明な場合には、断層の長さが 40km

を超える場合）とする。「単位区間」に分割する際の分割場所については、活断層の活動履

歴、分布形状、ずれ量分布，及び地質構造や重力異常分布などの地球物理学的データを参

照して決定する。活断層の分布形状については、「活断層基本図（仮称）」に示される予定

の縮尺２万５千分の１程度の活断層図と相互に参照できるようにする。なお、吉岡ほか

(2005)は、同様の考え方に基づき固有規模の地震を発生させる単位として「活動セグメン

ト」を定義し、具体的な区分基準を提案しているが、その区分基準は「単位区間」の区分

基準と完全に同一ではないことに留意する必要がある。 

将来地震が発生する際に断層が活動する範囲については、「単位区間」の組み合わせによ

る「活動範囲」を設定し、「活動範囲」ごとに地震の規模や地震発生確率などの評価を行う。

想定する「活動範囲」の設定にあたっては、活断層の分布形状や活動度及び過去の地震発

生状況などを考慮してこれを決める。 

 

２．１．３ 近接する断層の相互関係 

現行の長期評価においては起震断層ごとに評価を行っているため、起震断層相互の関係

はあまり考慮されていなかった。その結果、地震調査研究推進本部地震調査委員会が発表

している「全国地震動予測地図」（以下、「地震動予測地図」とよぶ）の作成作業において

断層モデルを設定する際に、地下の震源断層の三次元形状を考える段階において断層面が

交差してしまうなどの問題が生じていた。 

検討分科会では、琵琶湖西岸断層帯と花折断層帯との関係を主に取り上げ、
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slip-partitioning の可能性について検討した。琵琶湖西岸断層帯は地表における変動地形

の特徴から西傾斜の逆断層であると考えられている。平成 15 年６月公表の長期評価におい

ては、その西側に位置する花折断層帯と地下で交差することがないように傾斜角がやや高

角な断層面を想定していた。一方、平成 18 年度に大都市大震災軽減化特別プロジェクトの

一部として実施された近畿圏地殻構造探査（近江測線）の結果からは、花折断層帯の地下

直下を横切って西傾斜の構造境界（反射面）が連続している断面が描かれており、これが

琵琶湖西岸断層帯の断層面であると解釈されている（文部科学省ほか, 2007）。この構造に

ついて、石原（2006MS）の検討例や京都大学防災研究所における微小地震観測網のデータ

による震源メカニズム解析結果を参照して、この付近における地下の主たる断層が低角な

逆断層と高角な横ずれ断層のどちらである可能性が高いのかを検討した。また、

slip-partitioning のモデルに基づく地下の断層活動に関して、カリフォルニア州の San 

Andreas 断層（Jones and Wesnouskey, 1992）やイランで発生した 1998 年 Fandoqa 地震の

地震断層などの事例（Berberian et al., 2001）を検討した。この結果、現行の長期評価

（平成 21 年８月公表）で述べられているように、琵琶湖西岸断層帯南部と花折断層は地下

で収斂すると判断されたものの、収斂部よりも深部の断層面が西傾斜の低角な断層面なの

か、それとも高角な断層面なのか結論付けるまでには至らなかった。したがって、

slip-partitioning をしていると思われる近接する断層の評価方法について、具体的な考え

方や定量的な判断基準を決めることは今後の課題とされた。 

新手法においては、後述するように地域単位での長期評価を行う必要もあり、近接する

起震断層の地下での位置関係を、地質構造や地球物理学的なデータに基づき判断すること

が、地表の活断層の位置・形状の判断と並んで評価上必要な課題となってくる。ただし、

その共通的な評価手法の確立については今後の検討課題である。 

 

２．１．４ 地域評価の導入 

現行の長期評価では、起震断層ごとに評価が行われ、主要活断層帯ごとに長期評価結果

が公表されてきた。しかし、地震防災の観点からは、個々の起震断層を評価するだけでな

く、地域の周辺に分布している活断層で発生する地震を総合的に評価することが望ましい。 

今後の長期評価では、起震断層ごとではなく、ある地域に分布する複数の断層の活動を

考慮した地域評価を行う。評価対象となる地域を「評価地域」と呼び、その範囲に分布す

る活断層及び活断層の可能性が高い断層について、長さや活動度に関係なく評価対象に含

めることにする。「評価地域」については、過去の地体構造区分に関する研究などを基に、

地質や活断層分布などを考慮して決定する。「評価地域」の境界については、近接する地域

と重複する領域が存在しても構わないこととする。また、評価の公表にあたっては評価し

た範囲に関わらず、都道府県など行政区分単位で公表することも考えられる。 

 

２．１．５ 広域テクトニクスに関する情報の活用 

現行の長期評価では、断層周辺における地殻変動及び地震活動に関する情報が記述され
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ている。地殻変動に関しては、過去約 100 年間の測量結果に基づくひずみの分布やその方

向、あるいは最近約 10 年間における GPS 観測結果から推定される地殻変動の特徴などにつ

いて評価文の説明に記述されている。しかし、いずれも活断層の分布範囲に対して観測点

の間隔が広いため、断層を挟んでの地殻変動の違いを示すことは困難である。地震活動に

ついては、過去に発生した大地震の分布や過去約 10 年間の微小地震活動の特徴が記され、

これらの情報を利用して地震発生層の下限の深度と断層面の傾斜との関係から断層の幅を

推定することが行われている。しかし、これらの情報については個々の活断層の長期評価

に対して、十分に活用されているとはいえない。 

今後の活断層の長期評価においては、断層周辺における地殻変動及び地震活動を評価す

るだけでなく、評価対象となる地域における地殻変動様式や地震活動の特徴に関する情報、

活断層の分布との関係などを相互に関連づけて評価していく。また、評価地域における地

質構造発達史や地形発達史に関する研究成果を参照し、評価地域内に分布する活断層が形

成された経緯や現在の地質・地形の分布と断層活動との関係について記述を行う。さらに

広域な観点から、評価地域周辺におけるプレート運動様式と評価地域内の活断層の分布や

活動性、あるいは地震の発生状況との関係などの地域特性を評価していく。このことによ

り、活断層で発生する地震の発生メカニズム等の解釈が進むことが期待される。 

 

  

 

図２－１ 九州におけるひずみ速度（Sagiya, 2004）と応力軸の向きの分布（左）および微小地震活

動（気象庁一元化震源を使用）と宇佐美（2003）による歴史地震の分布の比較（右）（検

討分科会資料より抜粋） 
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２．２ 地表における位置・形状評価 

２．２．１ 位置・形状評価の改善 

現行の長期評価では、活断層の位置・形状については既存の活断層図の情報に基づき断

層の両端の位置を決定し、分単位でその位置を示してきた。断層の長さ及び走向について

は、これらの端点間の距離と方向を 20 万分の１程度の地図上で計測してきた。断層線につ

いては、評価で認定したものを 20 万分の１程度の地図上に表現が可能な限り、信頼度にか

かわらずすべて実線で示してきた。 

活断層で発生する地震の評価において、地表における活断層の位置・形状情報は、地震

規模の算出、起震断層と活動範囲の決定、強震動評価の基本情報、断層活動時におけるず

れの出現位置など、重要な評価要素を決定する基本的な情報である。これらの情報は、累

積性を含めて面的に把握が可能であるため、情報量の多さという点で他の情報による評価

よりも有利である。近年は、航空レーザー測量などによる高解像度地形モデルなど、情報

技術の進展によって地表情報の有効性はさらに増している。 

新手法で導入される単位区間・活動範囲で発生する地震の評価においては、活断層の位

置・形状評価の正確さが将来の地震規模や発生確率評価を大きく左右することになる。こ

のため、今まで以上に活断層の位置・形状評価に精度と信頼性が要求される。今後の評価

では、断層の両端や屈曲点の位置については 0.1 分単位（十分特定できない場合には１分

単位）で記述し、走向については１度刻みで表現する。 

また、地域評価にあたっては、地質や地下構造、地震活動や地殻変動との融合も視野に

入れていくことから、断層線の位置だけではなく、変動地形の分布に関する情報や平均変

位速度の面的把握などが重要となる。詳細な位置・形状情報の作成には、１）既存の活断

層図の比較、２）縮尺１万分の１程度の空中写真による断層変位地形の判読、３）ずれ量

の分布に関する調査、４）断層線ごとの情報整理（認定の確実度、マッピングの位置精度、

平均変位速度、ずれの向き、断層認定に関する専門家の意見）といった作業が必要である。 

なお、これらの詳細位置情報の作成に当たっては、上述した多様な情報を地理情報シス

テム（GIS）で融合して活用可能なように縮尺を統一してデジタル化し、「活断層基本図（仮

称）」の形でも公開する予定である。 

 

２．２．２ 端点の認定とその信頼度 

現行の長期評価では、断層帯の端点について、20 万分の１の地図に示された活断層図に

基づき、分単位でその位置座標を示してきた。断層帯の長さ及び走向は、このようにして

決められた断層両側の端点を結んだ線分の長さと向きに基づいて評価されている。また、

それぞれの端点については、信頼度が示されている。 

活断層の端点の認定において信頼度が低くなるのは、断層の延長が海域や沖積低地にな

っている場合である。これに関しては、平均変位速度の分布の特徴から断層が延長される

可能性を推定することができる。すなわち、変位地形で確認される断層端部であるのに大

きな変位量や平均変位速度が認められるケースなどがある。また、断層をクラックと考え
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るとずれ量は中央部で大きく、両端にいくにつれて小さくなることが想定される。したが

って、地表で確認される断層の端部において平均変位速度が小さくならない場合には、そ

の先にも地下では断層が続いている可能性が指摘できる。また、別の見方として、断層の

末端形状に着目し、発散的な分岐がみられる箇所までは断層が続いていると判断すること

ができる（中田ほか，1998）。この考え方に基づき、それまで断層が認識されていなかった

区間において詳細な検討を行い、トレンチ調査等によって断層の存在が確認されている事

例がいくつか紹介されている（中田ほか，1998）。 

今後の長期評価においては詳細な活断層図が添付されるため、端点の位置については 0.1

分単位でその位置座標を示すこととする。また、その地点を端点としたことに関する信頼

度を表記するとともに、その根拠及び留意すべき点について記述を行うこととする。 

 

２．２．３ 信頼度に応じた断層線の表現 

現行の長期評価においては、活断層の位置は 20 万分の１程度の地図上に実線で示されて

きた。これは、評価に採用した範囲を明確に示す役割を持っていた。 

今後は、詳細な活断層図が添付され、その位置情報に基づき、分岐形状や隔離距離など

を判断材料として「単位区間」を設定する。また、「評価地域」に分布するすべての活断層

を図示することもあり、断層であることが明白な区間と断層であることあるいは断層が通

過する位置について信頼度が落ちる区間を区別することが望まれる。 

したがって、今後の長期評価では、断層線の信頼度に関する情報を表示するために、断

層線の種類を変えて地図上に示すこととする。その分類方法について、確実に断層である

区間のほかに、推定区間や位置不明瞭な区間などを設定しておくことが考えられるが、詳

細については今後検討が必要である。 

なお、これらの活断層の位置・形状に関する詳細情報は、「活断層基本図（仮称）」が作

成される際に十分考慮されるものであり、「活断層基本図（仮称）」が完成した後は長期評

価においてはその成果を活用することを想定している。 

 

２．２．４ 「ずれ」と「たわみ」を生じる範囲の評価 

現行の長期評価では、地震が発生した際に、断層を境にどの程度の（何ｍ程度の）「ずれ」

が生じるかの評価を行っている。断層の位置は 20 万分の１の地図上に実線で記載されてい

るが、どの範囲で想定されたずれが生じるのかは示されていない。 

逆断層などでは、地表での変形が幅をもった「たわみ」として現れることがある。その

ため、断層が通過すると想定される位置からどれくらいの範囲（幅）で地表が変形するの

かについても事前に予測しておくことが必要である。 

新手法においては、「活断層基本図（仮称）」による位置・形状評価を活用し、「ずれ」が

生じる位置や「たわみ」が生じる範囲とその量を評価する。具体的評価手法は位置・形状

評価の精度に依存すると考えられるが、「たわみ」を生じる可能性がある範囲を評価する手

法については、表層地質や地下構造との関連を考慮して評価する。 
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２．３ 地下の震源断層の推定 

２．３．１ 地下における断層の長さ 

現行の長期評価では、地下の断層の長さは地表で確認される断層の長さと同じと評価さ

れてきた。一方、現状の強震動予測においては、長期評価で用いられた地震規模（マグニ

チュード）から地震モーメント（M0）を求め、経験則を用いて断層面積を算出した後、断層

の傾斜角と地震発生層の厚さに基づき、断層面の幅を決め、断層モデルに用いる断層の長

さを設定している。 

地震発生時に余震分布や地殻変動などから推定される地下の断層の長さが、地表で確認

される断層（地表地震断層・活断層）の長さと異なる事例については、松田（1975）をは

じめとして古くから指摘がある。これらについて、数多くの事例に基づいて両者の関係を

定量的に評価した研究が Wells and Coppersmith (1994) によって行われている（図２－２）。

これらの成果を活用することにより、地表と地下の断層の長さの関係を明らかにしていく

ことが一つの方法として考えられる。 

地質学的な調査手法としては、沖積層に覆われているために断層の存在を認定できない

断層延長部において、ボーリング調査やジオスライサー調査を実施して、地下浅部におけ

る断層の有無を確認することができる。また、広域的な地質構造に基づき、断層が連続す

る範囲を想定することも可能と思われる。 

地表における情報を用いる地形地質学的な調査によって地下の断層長を推定することに

は限界がある。したがって、新手法においては、重力異常分布など面的に得られる地球物

理学的な情報から地下深部構造を推定し、地下の断層の長さを検討する。特に、地表で認

められる長さが短い断層については、地質構造との関係や重力異常分布から推定される地

下構造などの情報を活用し、地下の断層の長さを評価する。 

 

図２－２ 地表地震断層と地下の断層の長さの比較（左）と地震規模別にみたそれらの比

（右）（Wells and Coppersmith, 1994） 
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２．３．２ 断層面の三次元形状の推定 

現行の長期評価では、断層面の上下端の深さと傾斜から計算によって断層面の幅を求め

ることとしている。算出の根拠としている２つのパラメータのうち断層面の下端の深さに

ついては、地震観測結果によって推定される地震発生層の下限の深さに基づいている。こ

れまでに行われた評価をみると、地震発生層の下限の深さはほぼ全ての断層帯について評

価されているが、断層面の幅が評価されているのは半数以下に限られており、それらの中

においてもとくに逆断層については評価値に大きな幅を伴うことが多い。 

強震動予測においては、地表で認められる活断層の長さとそこから推定される地震の規

模を用いて地下の断層の長さを設定している。すなわち、経験式を用いて地震モーメント

から断層面積を求め、地震発生層の厚さと断層面の傾斜から断層面の幅を決めることによ

り、地下の断層の長さを設定している。 

断層面の上端の深さについては、断層のずれ、ないし断層によるたわみが地表まで達し

ている場合には０km として評価している。ただし、堆積層が厚く分布する地域では、震源

断層は地表には達せず、その上盤内に発生した副次的な断層が地表を変位させていること

も考えられるので、今後の評価においては褶曲を含めた地下構造を踏まえて、断層面の位

置形状を評価することとそれに資するデータを取得することが重要な課題である。 

断層面の傾斜については、従来の長期評価では、トレンチ、ボーリング等で確認された

断層面の傾斜角もしくは反射法地震探査から得られた構造断面から推定される断層面の傾

斜角を用いている。強震動予測においては、長期評価において具体的な断層面の傾斜角が

示されている場合にはその値を用いるが、具体的な角度が評価されていない場合には、横

ずれ断層は 90 度、正断層及び逆断層は 45 度と設定している。また、「高角」と評価されて

いる場合は 60 度～90 度、「低角」と評価されている断層は０度～30 度の範囲内で設定し、

断層モデルを構築している。断層面の傾斜角は、強震動予測において、断層の幅の決定や

断層の上盤における強震動の強さと発生する地域の範囲等に大きく影響を与えることから、

より信頼性の高いデータが必要とされている。 

堆積層が厚く分布する地域では、しばしば逆断層の上盤で地層の変形が認められる。ま

た、堆積層を貫いていない伏在断層の先端部では、断層によるずれの進展に伴ってその上

位の地層が褶曲変形することがある。これらのような断層について、地表付近における地

層の変形構造から、地下に伏在する断層の位置や形状を推定する手法が提案されている。

例えば、中越地震や中越沖地震では、バランス断面モデルにより、地下浅部の褶曲構造と

余震分布に基づき、地下の震源断層の形状が推定されている。 

また、沿岸で上下ずれ成分が卓越する断層が活動した場合には隆起側で海岸隆起するこ

とが過去の地震の例から知られており、能登半島地震においては、観測された海岸隆起の

隆起量分布様式と地下の断層面の形状から推定される地殻変動とが調和的であった。過去

の海岸隆起の証拠である海成段丘の旧汀線高度変化も海岸隆起量と類似した分布を示すこ

とが指摘されている。上記のような地形・地質の情報から断層の地下形状や活動度を推定

する手法について、今後研究が進展することが望まれる。 
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２．３．３ アスペリティ分布及び破壊開始点の推定への情報提供 

強震動予測において断層の破壊開始点及びアスペリティの位置は重要なパラメータであ

るが、地震発生前にそれらを特定することは現状では難しいとされている。浅部のアスペ

リティと地表変位分布は、第一次近似的には整合していると推定されていることから、活

断層の平均変位速度の分布を明らかにすることにより、アスペリティ分布を推定できる可

能性がある。また、地表の断層線の分岐形状に基づいて、破壊開始点や破壊伝播方向を推

定できる可能性も指摘されている（図２－３：中田・後藤，1998）。 

将来的に、地表の活断層情報から得られるこれらのデータに基づき、地下の震源断層に

おける破壊特性の予測が可能となることを想定し、新手法においては、平均変位速度の空

間的分布及び地表の断層線の分岐形状の調査結果が存在する場合には、評価において明記

することとする。 

 

 

図２－３ 断層の分岐形態とセグメント（中田・後藤，1998） 

A：断層の両端が分岐し、セグメントを認識できる例 

B：断層分岐形態が対置し、セグメント境界を認識できる例 

17



 

２．４ 過去の断層活動について 

２．４．１ データの空間的代表性と適用範囲 

現行の長期評価では、評価に利用できるデータの数が少ないこともあり、１つの起震断

層を構成するある断層の平均変位速度や１回のずれの量などのデータが得られた場合、他

にそれと矛盾するデータがない限りは、その値が断層帯を代表するデータであるとみなし

て、起震断層全体を評価している。また、複数の箇所で平均変位速度が得られた場合であ

っても、基本的には、それらの信頼性などを総合的に判断して、１つの平均変位速度を導

き出している。 

しかし、平均変位速度や１回のずれの量は、本質的に、同一の起震断層の中はもとより、

同一の活動範囲の中であっても地点毎に異なる値を持つことが知られている。これらの分

布を詳細に調べて、破壊開始点やアスペリティを推定（「２．３．３ アスペリティ分布及

び破壊開始点の推定への情報提供」を参照）するためには、単純に特定位置のデータで全

体を代表させるだけでは不十分である。また、地表において複数の断層線が並走している

箇所でのトレンチ調査結果のデータなどは、その区間で発生した地震活動を全て反映して

いるとは言い難い。このようなことから、各地点で得られたデータの断層帯全体における

位置づけに関する考え方の整理が必要である。 

検討分科会では、イベント年代推定作業グループにおいて、楮原ほか（2007）により紹

介されているデータベース情報を用いて、布田川・日奈久断層帯のトレンチ掘削地点と断

層トレースとの関係を検討した。特に、並走するトレースの数やその距離を考慮して、３

つのレベル（Ⅰ：トレースが１条の場所で掘削、Ⅱ：トレースが２条以上でかつ 500ｍ以上

離れた場所で掘削、Ⅲ：トレースが２条以上で 500ｍ以内の場所で掘削）に分類した。また、

掘削地点の走向方向での空間代表性（ある掘削地点で得られたデータが断層帯全体に沿っ

て代表的なものであると見なせるかどうか）について、断層中央付近か断層端付近かによ

って地表地震断層の出現率や変位量の代表性が異なる可能性があることの検討の必要性が

指摘された。 

新手法では、個別のデータは断層帯全体を代表するとは限らないという基本概念をより

尊重し、これまで棄却してきた信頼度が低いデータも活用することによって、可能な限り

多くのデータによる評価を進める。 

将来的には、平均変位速度や１回のずれの量の空間分布を明らかにすることによって、

相似則や他のデータとの整合性を総合的に検討し、個々のデータの信頼性による重み付け

の方法や、データが代表しうる範囲の基準などを検討する必要がある。このことは、活断

層の補完調査が必要な箇所・項目の客観的な選定にもつながることが期待される。 

 

２．４．２ 断層活動認定の信頼度 

従来の長期評価では、過去の地震活動（イベント）の信頼度が４段階（◎：高い，○：

中程度，△：低い，▲：非常に低い）で記されていたが、その根拠は明示されていなかっ

た。そのこともあり、断層帯ごとあるいは公表年次によって、信頼度の評価基準にはばら
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つきがみられる。 

検討分科会では、イベント年代推定作業グループにおいて、トレンチ調査等で確認され

ている活動層準を認定する際に用いられてきた根拠を収集・整理し、断層活動認定の標準

化と信頼度の格付けについて検討した。また、これらの評価を評価文の表や図に記号化・

模式化して明示する方法を考案した。さらに、信頼度に応じて断層活動を点数化して、定

量的に評価することを試みた（図２－４，図２－５）。しかし、検討分科会における議論の

結果、信頼度をこの方法で定量化するにはなお問題があるとして、定性的な評価に留める

こととなった。 

新手法では、認定した断層活動についてはその根拠を明記するとともに、今まで信頼度

が低いことから評価に採用されてこなかった地層の変形構造についても、その信頼度を付

したうえで評価に取り上げることとした。ただし、確実度を評価する際には、トレンチ内

で観察される地層の変形に加え、変位地形との位置関係や地層の堆積環境等を加味して総

合的に検討して判断する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－４ 地層の変形構造の種類の違いに基づく断層活動の確実度 

Allen（1986）、岡田（1990）をもとに加筆・分類して、イベント年代推定作業グループが作成 
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地震イベント時空間分布

図２－５　各調査地点における活動時期認定の信頼度を示した時空間ダイアグラムの例
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２．４．３ 断層活動の発生時期の絞り込み 

従来の長期評価では、トレンチ調査で認められたイベント層準の上下の層で確認された

試料の年代値によって、断層活動の発生時期を推定している。この手法では、断層活動時

期の推定幅をある一定の幅以内に狭めることは困難である。特に、堆積速度の小さな地点

で実施されたトレンチやボーリングのデータを用いる場合ほど活動時期の推定幅が広くな

り、補完調査によって新たな年代データが取得できても、ほとんどその推定幅が縮まらな

いケースも生じている。 

しかし、地層は本来、その層厚と年代によって堆積速度を推定できるため、年代測定を

行った層準から堆積速度による重み付けを行うことにより、活動層準の堆積時期をある程

度絞り込むことができる事例もある。 

新手法では、トレンチ・ボーリング調査の成果を用いる場合に、イベントの年代幅を単

純に上下の層の年代測定値の間とせず、他の誤差要因についても考慮しつつ、可能な限り

堆積速度による重み付けの概念を導入して活動時期を絞り込む。また、年代測定試料が豊

富な例を用いて、この手法による絞り込み結果の誤差を推定する。同一の断層活動が他の

調査地点では異なる活動年代のものと判断されてしまう可能性も考えられるが、それぞれ

の推定値の誤差を考慮して、同一イベントであるかどうかを適切に判断する。同時に、こ

の手法の適用限界についても具体的に事例検討を行う。また、イベントの読み過ぎの可能

性も踏まえ、各データの信頼度を考慮した評価を行う。 

さらに、断層間の評価の差を少なくするため、一つの断層の活動履歴評価に必要なデー

タ数や断層上におけるデータ密度についても評価する必要がある。調査におけるばらつき

を小さくするため、年代測定結果の確率分布にも着目してイベント発生時期を評価するこ

とも検討すべきである。 

 

２．４．４ イベント欠損を考慮した平均活動間隔の算出 

従来の長期評価では、トレンチ調査において断層活動が認められた場合、それ以外の期

間には活動がなかったものと仮定して活動回数を推定している。言い換えると、トレンチ

で地層として観察される期間内の断層活動は全てが記録されているという前提に立って評

価を行っている。 

しかし、現実には、トレンチの最下部から最上部まで間隙なく地層が堆積していること

はごく稀であり、時間的な欠損がある方が一般的である。地層の堆積を欠く時期が長期間

に及んでいる場合、その間に断層活動があったとしてもそれが記録されないこともあり、

結果として活動間隔を実際よりも長く評価することが起こりうる。 

この問題を可能な限り排除するため、新手法では、断層活動があったことの記録に加え

て、トレンチにおける地層が欠損している期間を明らかにし、断層活動の記録が欠如して

いる可能性を含めて活動履歴の評価を行う。特に、地層の欠損が著しい時代（最終氷期以

前など）が認められる場合には、トレンチによる断層活動の認定にはこだわらず、一回の

ずれ量や平均変位速度などとの調和を優先させることも検討する。具体的には、間接的な
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手法（平均変位速度と 1 回のずれの量から推定する等）によって得られる値やベイズ理論

のような統計学的なモデルに基づいて算出される値との比較などにより、平均活動間隔の

精度と信頼度を向上させていくことが考えられる。 

なお、堆積物に時間的欠損がなくても、トレンチ調査では確認できない断層活動が存在

する可能性も考えられるが、そのような可能性については、２．６．４で示すように、「地

表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震」として考慮することとする。 

 

２．４．５ オフフォールト古地震情報の活用 

大地震が発生すると、震源域及びその周辺では強震動によって液状化現象や地すべりと

いった地盤変状が発生する場合もある。これらの情報は断層活動の直接的な証拠にはなら

ないが、断層活動時期を推定する際に参考にすることは可能である。 

また、海域に分布する活断層が活動した場合には津波が発生する可能性がある。津波発

生時に沿岸に残された津波堆積物を調査し、その堆積時期や遡上高、分布範囲を明らかに

することは、海域に分布する活断層の活動時期や位置・形状の評価に役立つと思われる。 

今後の評価では、評価地域内においてこれらの情報が見つかっている場合には、それら

を整理し、その周辺の沿岸海域の活断層との関係を明らかにしていく必要がある。 

 

２．４．６ 海岸の地震性隆起・沈降に関する情報の活用 

沿岸で大地震が発生した際には海岸の隆起や沈降が発生する場合もあることが知られて

いる。西津軽にみられる「千畳敷」といった地形は、過去の大地震に伴って隆起した海岸

の典型である。最近では能登半島地震や中越沖地震の際に震源域周辺の海岸で数十 cm 程度

の隆起が生じたことが報告されている。 

今後の長期評価においては、海岸隆起に関する情報についても検討を行い、沿岸海域に

分布する活断層の活動時期や平均変位速度の評価に活用していくことが望まれる。ただし、

沿岸海域の調査が行われていない場合、位置・形状が直接わからない断層に対して評価を

行うことになるので、その評価方法についても引き続き検討が必要である。 
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図２－６ 1793 年の地震時に隆起した西津軽の千畳敷（青森県西津軽郡深浦町） 
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２．５ 地震規模の評価 

２．５．１ 想定すべき地震 

現行の長期評価では、想定することが最も適切と思われる地震像として、近接する複数

の断層線を松田（1990）の基準に基づいて断層帯（起震断層）に括った上で、活動履歴に

より断層帯を区分する証拠がない場合、「起震断層において全体が活動する最大規模の地震

が発生すること」を想定してきた。その意味では「起震断層の範囲を超えて活動するより

規模の大きな地震、もしくは起震断層の一部のみが活動するより規模の小さな地震が起き

る」ということについてはこれまで評価を行ってこなかった。 

しかし、実際にはさまざまな規模の地震を活断層は起こしうる。特に、長大な断層帯で

は、固有の地震活動を繰り返し発生する複数の区間から構成される場合があり、それぞれ

の区間が単独で活動した場合には、起震断層全体が活動する最大規模の地震に比べると規

模は小さいものの社会的、経済的に大きな影響を与える地震が発生する可能性もある。そ

のような地震について推定される発生頻度は、起震断層全体について評価された値よりも

高くなることがあるため、注意が必要である。 

また、現行の長期評価では、M7.0 以上の規模の地震が発生すると想定される長さ 20km 以

上の活断層を対象としてきた。しかし、内陸や沿岸海域の活断層で発生する地震であれば、

M7 に満たない地震であっても、中越地震（M6.8）や中越沖地震（M6.8）のように、震源近

傍では大きな被害を引き起こす非常に強い揺れが発生することが知られており、そのよう

な地震を事前に評価しておくことは地震防災上意義のあることである。 

これらの課題に対して、新手法では、地震を発生させる最小の断層の単位として、起震

断層を位置・形状及び活動履歴に基づいて分割した「単位区間」を考え、単位区間ごとに

過去の断層活動を評価することにした。さらに、単位区間全体が破壊せずに、評価した規

模よりも小さい地震が発生する可能性についても、地表では活動の証拠を認めにくい地震

として評価することで対応していく。 

さらに、２．５．２で述べるように、分割された単位区間が連動して発生する地震につ

いても評価する。また、地震とは地殻歪の蓄積によって生じるものであることを考慮する

と、地下構造を含む断層帯の位置形態はあるまとまりをもって評価されるべきものである。

このため、活断層帯相互の関係を考慮した上で、必要に応じて起震断層を超えた範囲に及

ぶ断層活動を評価する。 

また、２．１．１で述べたように、今後の長期評価では、長さが 20 km 未満の活断層や

活動度 C級の活断層なども評価対象とし、発生する地震の規模について評価する。 

この際、過去に日本で発生した地震の記録からは、1847 年善光寺地震以降に発生した被

害地震（死者・行方不明者 50 人以上）の規模は、全て M6.8 以上であることから、本報告

書では活断層で発生し、その活動が社会的、経済的に大きな影響を与えると考えられる M6.8

以上の地震を評価することにする。ただし、「起震断層」の一部が活動し、M6.8 未満の地震

が起こる可能性は否定されていないことに注意が必要である。また、M6.8 を下回る地震に

ついては、上記の理由に加え、地表における調査ではその存在を明らかにすることができ
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ない可能性が高いことから、現時点では震源断層を予め特定できない地震として考慮する

ことが適切であると考えられる。 

 

２．５．２ 複数の断層が連動して発生する地震の規模 

従来の長期評価では、「起震断層」を「活動区間」に分けた場合のそれら全体が同時に活

動した際の地震規模を評価していることになる。その規模の算出にあたっては、松田（1975）

の経験式が用いられている。 

起震断層を複数の「単位区間」に区分し、それらが連動して地震が発生することを想定

した時には、連動した場合の地震規模を評価する方法を定めておかなければならない。ま

た、複数の単位区間が直線的に連続して分布する場合と、並行あるいは分岐して分布する

場合など、異なる連動様式が想定される。 

日本で発生した過去の地震の事例をみると、直線的に連続して分布する断層が連動して

破壊したケースに近い例として 1891 年濃尾地震（M8.0）が挙げられる。濃尾断層帯は完全

に直線状の配列ではないが、温見断層、根尾谷断層、梅原断層をつなぐように長さ約 80 km

にわたる地表地震断層が出現した（図２－７）。活断層で発生する地震の規模を評価する際

に従来から用いられている松田（1975）の M-L 式には、濃尾地震の時に出現した地表地震

断層の長さと地震規模の関係が取り込まれている。したがって、少なくともこの程度の長

さまでは、複数の単位区間が連動して発生した地震についても松田（1975）の M-L 式を用

いることには問題はないと考えられる。 

断層が並行もしくは分岐して分布する事例としては、1896 年陸羽地震（M7.2）や 1927 年

北丹後地震（M7.3）が事例として挙げられる。松田（1975）は、これらのように面的な広

がりを持って地表地震断層が出現した場合には、その範囲を含む円を描き、その直径をも

って長さ L の代わりとしている。今回の検討では、並走する断層や分岐する断層の規模評

価に関して議論できなかったため、直線的に連続して分布する場合と同様に、全体の長さ

（もしくは１回のずれの量）に基づいて地震規模を推定することとする。 
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２．５．３ 長大な活断層で発生する地震の規模 

主要活断層帯の大半を占める長さ 100km 以下の断層帯については、現時点でも松田（1975）

が主に 20km から 80km の断層長の地震データから経験的に得た推定式（図２－８）を用い

て地震規模を評価することが最も確からしいと考えられる。このため、歴史地震など直接

的な観察記録がある場合を除いて、従来通り、この経験式を用いて地震規模を推定するこ

とには大きな問題はないと考える。 

ただし、長さが 100km を超えるような長大な活断層については、活動時のずれの量が飽

和する可能性（図２－９）が指摘されているため、複数の断層が連動して地震を発生させ

ると考えるカスケードモデルの採用について検討した。しかし、ずれの量の算出方法につ

いては今後も検討する必要があることから、新手法においては、W.G.C.E.P（1995）の定義

によるカスケードモデルを採用することは見合わせ、長さが断層面の幅の４倍に満たない

場合には松田（1975）の L-M 式に基づき地震規模を想定し、それを超える場合には長さが

４倍を超えないように区分した区間が連動するモデルを設定した。地震規模の算出には、

モーメントマグニチュードを使用し、後に気象庁マグニチュードへ変換する。 

 

図２－７ 複数の単位区間が連動して活動した例（1891 年濃尾地震） 
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図２－８ 地震の規模と，断層の長さ（a）及び地震時のずれ量（b）との関係式（松田，

1975） 

図２－９ 長大な断層の事例を含む地表地震断層の長さと地震時のずれ量の

関係。記号の大きさは精度を表す。D-L の関係は、断層の成熟度

により異なり、すべり量が飽和する長さでいくつかの群に区分され

る（Manighetti et al, 2007）。 
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２．５．４ 短い活断層で発生する地震の規模 

従来の長期評価においては、活断層で発生する地震の規模は、原則として松田（1975）

の経験式を用いて断層の長さもしくは１回のずれの量に基づき算出されている。しかし、

この経験式は、過去に生じた地表地震断層などのデータを基本とした断層長とマグニチュ

ードの関係式であるが、長さ 20km（M7.0 に相当）から 80km（M8.0 に相当）の範囲のデー

タから導かれたものであり、20km 未満の活断層に適用する際には、その他の情報をも含め

て地震規模を想定する必要がある。 

現行の主要活断層帯の長期評価は、基本的に長さが 20km 以上の断層帯を対象としている

が、過去の活動履歴に基づいて単位区間に区分した場合には、長さが 20km に満たない区間

が生じることもある。従来の長期評価では、そのような短い単位区間が単独で活動する場

合にも、その長さに基づき松田（1975）の経験式を用いて地震の規模を評価している。し

かし、それらについては、松田（1975）の経験式の適用範囲から外れていて、地震の規模

を過小評価している可能性がある。また、過去の記録によると、火山地域など地震発生層

の下限が浅い地域を除き、地表地震断層が生じるのは概ね M6.8 程度以上であり、活断層で

生じる最大級の地震規模を M6.8 未満と評価すると、矛盾が生じる。したがって、現在地震

動予測地図でモデル化されている長さ 10km 以上 20km 以下の活断層についても、地震の規

模が実態よりも小さく見積もられている可能性がある。 

新手法では、地表で確認される長さが断層の幅よりも短い活断層を含む全ての活断層に

ついて、発生する地震の規模を次のように評価する。まず、地質構造、重力異常分布、微

小地震活動等のデータを十分に検討したうえで、地下の震源断層の長さを評価する。断層

の長さが断層の幅よりも短く、かつ断層であることの確実度が低く、かつ地下構造等の情

報によっても断層の存在を推定できない断層を除き、全ての活断層について検討の対象と

することが望まれる。また、地表に変位が現れている活断層については、最低限考慮すべ

き地震の規模として M6.8 を設定する。この際、地表に断層が現れる地震の規模には、地域

性があると推定されることから、その規模の想定には当該地域で過去に発生した地震のう

ち、活断層との関係を特定できない地震の最大規模（図２－10）も必要に応じて参考にす

べきである。 

なお、島崎（2008）によれば、過去の地震発生状況を参照すると、地表の長さが短い活

断層で発生する地震の上限値は最大 M7.4 程度と考えられる。 

 

２．５．５  地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震の規模 

地下で断層が活動して地震が発生する点では大地震も中小規模の地震も同じであるが、

規模の小さな地震では地表に断層が現れることはない。地表に断層が現れる地震の規模の

最小値は、地下で大きなすべりが発生している場所（アスペリティ）の深さやすべり量の

大きさ、あるいは地表付近の堆積層の厚さなどによって様々である。したがって、地表の

証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震の規模は地域ごとに異なる。しかし、地表の証拠

からはそのような地震の活動を推定できないため、例え断層上で発生した地震であるとし

28



ても、活断層の情報を用いてそれらの地震を評価することは困難である。武村（1998）に

よると、地表地震断層を生じた地震ないしは、その地震では地表地震断層ははっきりしな

くても、過去に発生した同種の地震によってその痕跡が地形に残されていると判断される

ものが、M6.8 以上では急激に増加するとされている。また、２．５．１で述べたように、

被害を生じる地震を評価するという観点からは、M6.8 以上の地震について評価を実施する

ことが適切であると考えられる。武村（1998）は、M6.7 以下の地震と M6.8 以上の地震では

スケーリングが不連続を伴って変わること、M6.6 と M6.7 の地震の数はその上下に比べて極

めて少ないことを指摘している。 

これらの知見に基づき、新手法では、単位区間で発生する地表の証拠からは活動の痕跡

を認めにくい地震として考慮すべき地震規模の下限値として M6.8 を設定し、更に、上限値

として当該単位区間が単独で活動した際に発生する地震の規模を設定し、両方の値に基づ

き幅を持たせて評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－10 陸域の震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード 
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２．６ 将来の断層活動の評価 

２．６．１ ばらつきαの再検討 

現行の長期評価においては、最新活動時期と平均活動間隔の値に基づき更新過程による

地震発生確率算定が行われており、そこでは事象の発生が周囲の影響によって左右される

ことを考慮した BPT モデルが採用されている。このモデルで用いられているばらつきαは、

全ての地震発生確率を左右する重要なパラメータである。現行の活断層の長期評価におい

ては、複数の活動時期が比較的よくわかっている５つの活断層の事例に基づき、α＝0.24

を採用している（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2001）。全国の主要活断層帯の長

期評価が順次行われ、活断層の最新活動時期及び平均活動間隔に関するデータも蓄積され

てきた現在、より適切な値への改訂が求められている。 

この値について、検討分科会では Kumamoto and Hamada（2005）の成果や長期評価結果を

用いて検討を行った。その結果としてα＝0.4～0.5 程度の値が得られたが、元々の活動履

歴データにおけるばらつきが大きく、さらに、調査手法の限界によって生じているばらつ

きや地層の欠損の問題なども含まれているため、検討分科会では得られた値に対する信頼

性にはまだ問題があると判断された。 

これらの検討結果を受けて、新手法においてはα=0.24 のままとするが、将来はより適切

な値に修正すべきである。 

将来的には、複数のイベント年代の精度良い年代値を求めることに主眼をおいた活断層

調査を推進するとともに、トレンチ・ボーリング調査の成果に対して「２．４．３ 断層活動の

発生時期の絞り込み」及び「２．４．４ イベント欠損を考慮した平均活動間隔の算出」の課題を考

慮して得られたイベント年代の新しい推定値に基づいて、αを再計算する必要がある。基

となるデータをトレンチ単位で精度をあげて再検討するとともに、地域特性やずれの種類

（正断層・逆断層・横ずれ断層）などによるαの設定を検討し、断層ごとにより適切な値

を設定することが望ましい。 

 

２．６．２ 近接する断層の活動による影響評価 

 従来の長期評価においては、ある断層の将来の活動に周辺の断層活動が及ぼす影響を

評価した事例はほとんどない。唯一、警固断層帯の長期評価（地震調査研究推進本部地震

調査委員会，2007）において、断層帯北西部区間で発生した 2005 年福岡県西方沖の地震に

よって南東部区間の活動性が高まった可能性があることが述べられている。しかし、断層

間の相互作用（断層活動による応力の再配分など）に関する研究が近年進展しており、現

状評価においても地震活動が周辺の断層帯に与える影響が議論されるようになっている。

また、応力変化の考え方は、複数の単位区間が連動する際の目安としても参照が可能であ

ると考えられる（「２．６．４ 連動可能性の評価」を参照）。 

検討分科会では、カリフォルニア州の 1992 年ランダース地震と 1999 年ヘクターマイン

地震との関係に関する事例や 2005 年福岡県西方沖の地震が警固断層帯南東部区間に及ぼす

影響に関する研究例（図２－11）が紹介され、とくに短・中期的に周辺での大地震発生へ
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の影響が大きいことが指摘された。しかしながら、現段階では地震後の応力変化に関する

評価について定量的な手法が確立しているとは言えないことから、具体的な影響評価の導

入を見送ることにした。ただし、警固断層帯の事例のように、応力変化に関する検討を行

い、定性的な評価として付記することは今後も進めていくことが望まれる。 

新手法においては、断層帯周辺において大地震の記録がある場合には、その地震におけ

る震源断層の動きから想定される応力変化について検討し、評価対象の活断層の活動性を

高める方向に働いたのか、低下させる方向に働いたのかについては少なくとも記述するこ

とが望ましい。 

 

  

図２－11 2005 年福岡県西方沖の地震による周辺地域への応力変化（左）と、この地震による警

固断層帯南東部における地震発生確率の変化（右）（（独）産業技術総合研究所 HP よ

り） 

 

 

２．６．３ 地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震の発生確率 

断層帯が起こしうるさまざまな地震の評価には、長大な断層帯を複数の単位区間に分割

するだけでは不十分で、単位区間で発生する、「地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい

地震」に対する評価も必要である。この評価を長期評価の一部として実施するにあたって

は、地震の痕跡が地表で認められにくいことから、トレンチ調査結果等からの活動履歴の

取得といった従来の調査手法に基づく評価ができないことを考慮する必要がある。 

過去におけるこのような地震の発生状況について、島崎（2008）は、主要活断層帯で発

生した M7.0 以上の地震のうち、1894 年庄内地震（M7.0）、1948 年福井地震（M7.1）及び平

成７年（1995 年）兵庫県南部地震（M7.3：神戸側）の３地震は明瞭な地表地震断層を伴っ

ていないことを指摘している。 

検討分科会においては、過去約 160 年間に主要断層帯で発生したとされる M6.8 以上の内

陸地震を対象に、地震発生に伴って明瞭な地表地震断層が現れたかどうか検討した。検討

31



 

にあたっては、①地震、②起震断層、③単位区間のそれぞれを対象として、それぞれの場

合における地表地震断層の出現の有無の数の比について検討した。発生した地震を単位に

数を比較した場合には、明瞭な地表地震断層を伴う地震が８に対して、伴わない地震が４

であった（表２－１）。 

新手法においては、「地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震」の発生頻度につい

て、主要活断層帯における過去の地震の発生状況に基づいて求めた、明瞭な地表地震断層

を伴うケースとそうでない場合の出現傾向（２：１）を参照する。すなわち、トレンチ調

査等で認められる活動間隔に、この比を乗じた値を「地表の証拠からは活動の痕跡を認め

にくい地震」の発生間隔とする。この発生間隔からポアソン過程を用いてこれらの地震の

発生確率を求め、将来の地震発生確率に上乗せすることとする。 

 

 

 

年 地震名 
地震規模 
（M） 

関連する主要断層帯・活断層帯 
地表地震断層の長さ 

（活動範囲） 

1847 善光寺 7.4 長野盆地西縁断層帯 不明 

1854 伊賀上野 7.25 木津川断層帯 なし 

1858 飛越 7.0-7.1 跡津川断層帯 不明 

1891 濃尾 8.0 濃尾断層帯 80 km 

1894 庄内 7.0 庄内平野東縁断層帯（北部） なし 

1896 陸羽 7.2 横手盆地東縁断層帯＋真昼山地東縁断層帯 36 km＋6 km 

1927 北丹後 7.3 山田断層帯（郷村＋主部） 14 km＋8 km 

1930 北伊豆 7.3 北伊豆断層帯 30 km 

1931 西埼玉 6.8 関東平野北西縁断層帯（平井－櫛挽） なし 

1948 福井 7.1 福井平野東縁断層帯（西部） なし 

1995 兵庫県南部 7.3 
六甲・淡路島断層帯（主部：淡路島西岸／六

甲山地南縁－淡路島東岸） 
12 km（淡路島西岸） 

2004 新潟県中越 6.8 六日町断層帯（北部） 1 km（注） 

 

 

 

 

網掛けの欄は、地震発生時に地表地震断層を生じなかった活動区間 

(注) 六日町断層帯の長期評価（地震調査委員会、2009）では、この地震を本断層帯北部区間の

最新活動と認めるかどうかで場合分けを行っているが、ここでは地表地震断層が認められたものと

見なした。 

表２－１ 主要活断層帯で発生した主な内陸浅発地震と地表地震断層との関係 
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２．６．４ 連動可能性の評価 

現行の長期評価においては、活動履歴によって起震断層が活動区間に分割できる場合に

は、活動区間ごとの地震規模と地震発生確率、そして断層帯全体が一度に活動した場合の

地震規模を評価している。その際、起震断層全体が活動する場合の地震発生確率について

は、それぞれの活動区間における地震の発生確率の低い方を超えないとしている。 

検討分科会では、平均変位速度分布、複数の単位区間の三次元的相互位置（距離、走向

差など）、地表トレース、応力分布変化（ΔCFF）、地質構造、微小地震活動などから活動範

囲の関連度を定量化し、過去の活動や経過率、平均変位速度とあわせて連動可能性を評価

することなどを検討したが、これらの情報を定量化して活断層の長期評価に用いることは

現状では困難であるということになった。 

新手法においては、複数の単位区間を含む起震断層で発生する地震を想定する場合、単

位区間同士の間の形状や過去の活動状況などを参照し、専門家からの意見に基づいて活動

範囲を設定することとする。さらに、設定された活動範囲をもとにしてそれぞれの地震規

模による地震が発生するシナリオを想定したロジックツリーを作成し、それぞれのシナリ

オが実現する可能性について専門家の判断による重み付けを行う。重み付けの検討方法に

ついては、隈元ほか（2007）による糸魚川-静岡構造線活断層系の検討例が参考になるもの

と思われる。 

なお、今回の手法には採用されなかったが、平均変位速度に基づく検討や単位区間を乗

り越えて地震が発生する可能性の定量的な評価については、引き続き検討を進めていくこ

とが望まれる。 

 

２．６．５ 複数の可能性を考慮した場合分け 

現行の長期評価では、過去の活動時期など値を絞り込むことが困難な場合には、幅を持

った評価を行っている。その結果、これらのパラメータから導かれる地震発生確率も幅を

持った評価となっている。地震発生確率のような事象については幅を持った予測が妥当で

あるが、例えば活動の有無といった場合分けを要する判断をする場合には、判断の結果如

何によって評価内容が劇的に変化することも少なくない。また、現行の長期評価において

は、データが得られていない場合には、他のデータから経験的に導き出せる場合を除き、

評価を「不明」としている。しかし、データが得られていない場合でも何らかの仮定を与

えることによって、その先の評価が可能となる場合もある。あるいは、評価に関する意見

を一つに絞ることができず、複数の手法やモデルが考えられる場合においても、それぞれ

を用いて評価を進めた後、その妥当性を考察し、最終的に判断する方法も考えられる。 

新手法では、一方の案を採用した場合に最終的な評価がもう一方の案を採用した場合と

比べて大きく異なる場合は、その可能性が低くとも場合分けを行い、複数のシナリオによ

る評価を実施する。これにより、シナリオに応じた複数の「震源断層を特定した地震動予

測地図」の作成と、重み付けによる「確率論的地震動予測地図」への反映が期待できる。
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なお、場合分けによるシナリオ評価を行う基準やシナリオ相互間の重み付けの導入につい

ては、今後事例の蓄積により検討が必要な課題である。 

 

２．６．６ 地震危険度の確率値以外での表現 

従来の長期評価においては、起震断層で発生する将来の地震の可能性について、BPT 分布

を用いた更新過程による確率論的評価が行われている。この手法では、平均活動間隔が千

年を超えるような活断層については、活動間隔のばらつきを考慮すると、どんなに経過率

が高くても算出される地震発生確率の値は一定以上に大きくならない（数％程度）という

問題がある。これらのことが、活断層で発生する地震に対する「安心材料」となってしま

うのではないかという点が懸念される。 

この問題を解決するため、活断層で発生する地震の危険性を確率値以外でも表現する方

法として「地震後経過率」の活用について検討した。現行の長期評価においても最新活動

時期からの経過時間を平均活動間隔で除した「地震後経過率」を示している。しかし、公

表時や確率論的地震動予測地図作成時に利用されるのは確率値であり、「地震後経過率」に

関する情報は活用されているとは言い難い。しかし、例え確率値が同じであっても地震後

経過率が高い場合には、ひずみが十分に蓄積して断層帯として不安定な状態であるため、

近傍の断層帯の活動など他から受ける影響によって地震が誘発されやすいとの指摘もある。 

今後は、「地震後経過率」に基づく活断層のグループ分けやそれらのデータに基づく危険

度の表現を行っていくことが望まれる。将来的には、経過率が高い状態における断層の不

安定度を定量化した適切な地震危険度の表現方法が開発されることが期待される。 
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２．７ その他 

２．７．１ 情報のデータベース化と地理情報システムの活用 

現行の長期評価では、活断層の位置・形状、活動履歴及び地震活動状況に関する情報は、

断層帯ごとに個別に処理されて評価されるのみとなっており、複合的な定量的解釈が困難

なままとなっている。 

近年、情報処理技術は飛躍的に進歩しており、地震防災分野においても地震観測結果や

地殻変動データの取得・解析、あるいは地震動予測地図作成などにおいてその技術が活用

されている。さらに、地理情報システム（GIS）の進歩により、大量の地理空間情報を整理・

解析することが可能となっている。 

平成 21 年４月に策定された「新総合基本施策」では、活断層の位置・形状や過去の活動

等の地震調査研究の成果情報を、広く社会で活用されることを目指し、工学、社会科学研

究のニーズを踏まえた上で整理し、地図上等で分かり易く提供するとしている。また、同

時に取りまとめられた「新たな活断層調査について」の中で、データの提供に際しては、

利用者の利便性を向上させるため、自治体名や活断層名、活動履歴等による検索や、地図

上での検索が実施できるようにするとともに、他の地理空間情報との重ね合わせが可能な

形式でも提供し、整備された地理空間情報の利活用を推進するとしている。 

これらを踏まえ、新手法による評価を実施するにあたっては、詳細な活断層の位置やず

れ等に関する地理空間情報をはじめ、地質情報、広域地殻変動の時系列情報、地震観測情

報などを統合して活用可能な形にデータベース化するとともに、地理情報システムを導入

して、評価作業に活用することが望ましい。将来的な現状評価と長期評価の融合を視野に

入れた場合、データベース化は必須とも言える。なお、維持管理の観点から、既存のデー

タベースを活用した分散型データベースと WebGIS による運用が望ましいと考えられるが、

データの仕様や管理方法については詳細な検討が必要である。 

 

２．７．２ 沿岸海域活断層による津波 

陸上の活断層の長期評価においては、活断層で発生する地震による「ゆれ」と、「２．２ 地

表における位置・形状評価」で示した「ずれ」を評価することで、当面の被害予測対応は十分

であると考えられる。しかし、沿岸海域の活断層で発生する地震については、それらに加

えて津波の発生を考慮することも重要である。 

沿岸海域の活断層で発生する津波は、波源域が陸域に近いため、震源近傍海岸部では津

波到達時間が非常に短くなる可能性がある。すなわち、地震が起こってからその規模や到

達時間の計算結果を待っていたのでは、避難行動に間に合わない場合もある。したがって、

これらの沿岸海域に分布する活断層において津波を発生させる断層運動が起こるかどうか

を予め判断しておき、地震発生と同時に対応が取れるようにしておくことが望ましい。 
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３．新しい活断層評価手法 

 

本章では、第１章、第２章に記述した活断層評価手法等検討分科会における各種課題に関

する検討の成果を踏まえ、活断層から発生する地震の新たな長期評価手法について記述す

る。 

本章の構成は、基本的には平成 17 年に公表された「基盤的調査観測対象断層の評価手法

報告書－これまでの長期評価手法のとりまとめ－」に沿っている。ただし、新たな評価手

法を実施するにあたっては、現行の評価手法とは検討の手順が異なる部分もあるため、一

部においては評価項目及び評価における検討の順序が変更となっている。なお、検討にあ

げられた課題はほぼすべて取り込まれた内容になっているが、現段階ではこれらの中には

すぐに評価に活用できないものも含まれている。 

 

３．１  新しい活断層評価の概要 

３．１．１ 活断層評価の単位 

活断層で発生する地震の長期評価は、「評価地域」ごとに行うこととし、ある地域に分布

する複数の断層の活動を考慮して評価を実施する。 

それぞれの活断層で発生する地震の規模や発生頻度等に関する具体的な評価は、松田

（1990）の起震断層の基準に則って区分された「起震断層」を単位として行う。この際、

長大な起震断層については、「起震断層」全体が一括して活動する場合のほかに、「起震断

層」の一部の「活動範囲」が活動して発生する地震についても評価する。「活動範囲」は、

過去の活動履歴、断層線の連続性や分岐形状、あるいは地下の地質構造などによってその

範囲が決められる「単位区間」の組み合わせである。なお、「単位区間」に関する野外調査

結果や文献調査結果に関する詳細な記述は、「評価地域」及び「起震断層」の評価とは分離

して、別資料にまとめる。 

以下に、活断層評価の単位に関する用語とその説明を示す。 

 

○ 活断層 

①「活断層」は、最近数十万年間にくりかえし活動し、将来も活動することが推定され

る断層とする。 

 

（解説） 

・ 活断層は、最近の地質時代に地下の同じ部分で繰り返し活動が生じ、その都度ほぼ同一の変位様

式の変形が地表に生じ、その変形が累積したものと考えられる。また、地下の同じ部分で繰り返

し同様の活動が生じるのは、広域的な応力場やテクトニクスなど、ほぼ同一の地殻変動様式が継

続しているためであると考えられる。 
 
・ 活断層は、現在も、過去の活動が認められた時期とほぼ同一の地殻変動様式が継続していると考

えられることから、今後も同様の活動をする可能性が高いと考えられる場所である。このため、

活断層の認定は、地質学・地形学・地球物理学的証拠に基づき、最近数十万年間に地震活動によ

り形成された変形を把握することにより行う。 
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・ 岡田・東郷編（2000）では、「西南日本では、第四紀前期と中期（約 50～70 万年前）以降とでは、

地殻変動の様式や応力場が著しく異なるという見解があり、『最近の地質時代』を第四紀後半に限

定して考える研究者も多い。これとは逆に、東北日本では鮮新世初頭（約 500 万年前）以降、現

在も同様な地殻変動様式が継続しているともいわれている。したがって、『最近の地質時代』の定

義は地域によって様々であり、それについての詳細な確定は今後の研究に託されている。」とされ

ている。 
 
・ 「最近の地質時代」について、地表付近の形態は、主として段丘面上での活動の痕跡等から認定

できること、高位段丘面の年代は、地域等により異なるが、最終間氷期（酸素同位体ステージ５）

より前の間氷期（酸素同位体ステージ 7, 9, 11）と対応づけられることが多いことから、約 40 万

年程度を目安とする。 
 
・ 上記の目安について、現在の地殻変動様式や応力場がどれくらい前から継続しているかが、活断

層を定義する上で重要であることから、地質学的にごく最近の時代（例えば最終間氷期以降）の

活動の痕跡が認められないことや、高位段丘面や第四紀前半の地層に累積的な変位がないことの

みをもって活断層ではないと評価するのではなく、広域的な応力場の状況等も含めた検討を行う

必要がある。 
 
・ 第四紀に活動したが、将来活動する可能性は極めて低い断層もあり、これらの断層と活断層は地

形的に区別がつきにくい場合もある。活断層と見なさない断層としては、岡田・東郷編（2000）
にあるように、①第四紀前期の地層を切っているが、最近数十万年程度の地形面や地層を変位さ

せていないもの、②火山地域などに多くみられる、ある時期（たとえば噴火期間）に動き、それ

以降では全く活動していないもの、③日本アルプスの稜線付近にみられるような短い正断層で、

山頂上部の重力性のずれによって生じたと考えられるものがある。 

 

 

○ 起震断層 

① 「起震断層」は、主として地表における断層の分布形状から、同時に活動すると想

定される活断層及び活断層群である。 

② 断層の分布形状の基準としては、松田（1990）の起震断層の基準（5 km ルール）

を採用することとする。 

③ 起震断層を構成する活断層は、活断層であることが確実なもの（活断層研究会編

（1991）の基準で確実度Ⅰ相当）および活断層であると推定されるもの（同確実度

Ⅱ相当）とする。活断層の可能性があるもの（同確実度Ⅲ相当）は、他の活断層と

の位置関係等から起震断層に含めるかどうかを判断する。 

④ 断層崖の連続性のみでなく、ずれの向き、地質構造の連続性、断層同士の地下での

位置関係等の条件を考慮して断層の連続性を総合的に判断した結果、他の括り方が

適当であると評価できる場合は、②に示した以外の条件に基づいて起震断層を設定

することもできる。 

⑤ 「起震断層」の名称について、「起震断層」が複数の「単位区間」を含む場合には「○

○断層帯」、単一の「単位区間」で構成される場合には「○○断層」と呼ぶ。従来の

長期評価において名称が付けられている「起震断層」についてはその名称を、それ

以外は既往の調査研究で命名されている名称を用いる。適切な名称がない場合には

既存の断層帯名や自然地名等に方角等を付して命名する。ただし、「○○断層帯南部」

37



 

のように「断層帯」以下に方角等を付して限定する形の名称は用いない。 

 

（解説） 

・過去に日本で発生した地震の記録からは、1847 年善光寺地震以降に発生した被害地震（死者・行方

不明者 50 人以上）の規模は、全て M6.8 以上である。これに基づき、本報告書では活断層で発生し、

その活動が社会的、経済的に大きな影響を与えると考えられる M6.8 以上の地震を評価するもので

ある。したがって、「起震断層」の一部が活動し、M6.8 未満の地震が起こる可能性は否定されてい

ないことに注意が必要である。また、M6.8 を下回る地震については、上記の理由に加え、地表にお

ける調査ではその存在を明らかにすることができない可能性が高いことから、現時点では震源断層

を予め特定できない地震として考慮することが適切であると考えられる。 
 
・①について、「起震断層」は、地震活動を考える際の基本単位であるが、「起震断層」の一部が活動

して発生する地震や複数の「起震断層」が同時に活動して発生する地震も想定されることに留意す

る。 
 
・③について、起震断層から 5km 以内の距離に分布する確実度Ⅲ相当の断層の扱いは、地震調査研究

推進本部地震調査委員会(2005b)に記載された、「主要 98 断層帯以外の活断層に発生する地震」にお

ける確実度Ⅲ相当の断層の扱いと同様とする。具体的には、ある程度の長さを持つ活断層であれば、

地表で変動地形が確認でき、確実度がⅠ、Ⅱとなると考えられることから、確実度Ⅰ・Ⅱ相当の断

層を繋ぐように長さ 5km 以内の確実度Ⅲ相当の断層が分布する場合は起震断層に含めることとす

る。また、長さ 5km 以内の確実度Ⅲ相当の断層が起震断層の端部に分布する場合は起震断層に含め

ることとする。 
 
・④について、断層崖の連続性のみでなく、段丘面の変形や隆起ベンチの高さなど様々な変動地形を

考慮し、重力や地質など地下の情報も参照して起震断層の連続性を総合的に判断した結果、一連の

起震断層と評価できる場合もしくは異なる起震断層と評価できる場合は、松田（1990）の基準を機

械的に適用することは避け、適切な起震断層を設定する必要がある。 
 
・④のうち「ずれの向き」に関しては、ずれの向きが異なっていても共役な断層として同一の起震断

層の一部として見なした方が良い場合があるので、地質構造及び地下での断層面の位置関係等に留

意して判断する必要がある。 
 
・④のうち「地質構造の連続性」については、古い地質構造を切って現在の活断層が発達しているこ

とがあるので、この情報のみに基づいて起震断層を短く設定することは望ましくない。むしろ、短

い活断層に対して、地表で確認される起震断層の端を越えて地質構造が連続している場合に、地下

では断層面が続いていることがないか検討する際の判断材料とすべきである。 
 
・④のうち「断層同士の地下での位置関係」に関しては、地表では 5km 以上離れていても、地下で近

接あるいは収れんする断層がすべり分割の関係にある時は同一の起震断層の一部として見なした方

が良い場合があるので、断層のずれの種類及び地下での断層面の位置関係等に留意して判断する必

要がある。 
 

 

○ 短い活断層 

① 「起震断層」のうち、地表の断層の長さが当該地域における地震発生層の厚さに

満たない「起震断層」を、地下の断層の長さに比べて地表の断層の長さが短い「短

い活断層」とする。 

② 「短い活断層」については、地表の断層の長さだけでなく、地表の断層の認定根

拠、地質構造や重力異常分布などの情報を参照して、現在活動的だと考えられる地

下の断層の存在の可能性やその長さについて十分に検討する（図３－２）。 
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③ 検討の結果、地下の断層の長さが当該地域における地震発生層の厚さを越えると

判断された「短い活断層」については、地下の断層の長さに基づいて地震規模を評

価するとともに、評価に資する資料がある場合は、過去の活動についても評価する

こととする。 

④ 検討の結果、地下の断層の長さが当該地域における地震発生層の厚さに満たない

と判断された「短い活断層」については、後述する「詳細な評価の対象としない活

断層」に準じて評価することとする。 

 

（解説） 

・島崎(2008)は、「震源断層の一部が地表付近に達し、地表で活断層が認められる場合には、その震源

断層は地震発生層をほぼ断ち切っていると考えられる。」とし、地震発生層全体を破壊した地震の規

模の下限は M6.8～M6.9 程度であるとしている。したがって、地表の活断層の長さが地震発生層全

体の長さより短い断層を「短い活断層」と定義し、地下の断層の全長が地表に表れていない可能性

を考慮して地下の断層の長さを評価するものである。 
 
・①について、地震発生層の厚さは、地域によって異なることが知られている。このため、ここでは、

震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）に示された方法に基づき、地震発生層の上

限深さについては当該起震断層周辺もしくは当該地域周辺の深い地盤構造から Vs=3.0km/s 程度の

層の深さを目安として推定し、下限深さについては当該起震断層周辺もしくは当該地域周辺におけ

る微小地震の深さ分布から推定することとする。地域内に地震発生層の厚さが大きく変化する場所

がある等、推定することが困難な場合、「短い活断層」と判断する「起震断層」の長さは、15～18km
程度を目安とする。 

 
 
・②について、島崎（2009）で、震源断層がある長さ以上となると震源断層長はほぼ活断層の長さと

等しくなるとし、活断層の長さと活断層の累積数の関係から、長さが 40km 未満では活断層の数が

予測より少なく、地下の震源断層の長さより地表の断層の長さが短い活断層で発生する地震の規模

の上限は M7.4 程度であるとしている。このため、地質断層の存在等から地下の震源断層の長さが

延長すると評価する際の、地下の断層の長さの最大値は約 35km とする。 

 

 

○ 詳細な評価の対象としない断層 

① 地域に分布する断層群を起震断層として括った後に残った孤立した活断層のうち、

確実度が低く、地下の構造などを参考にしても地下に断層を想定することが難しいも

のを「詳細な評価の対象としない断層」とする。 

② 「詳細な評価の対象としない断層」を認定するにあたっては、地表の断層の認定根

拠、地質構造や重力異常分布などの情報を参照して、地下の断層の存在の可能性につ

いて十分に検討する。 

③ 「詳細な評価の対象としない断層」については、原則として断層の位置・形状や過

去の活動に関する評価は行わず、地表の位置・形状を地域の活断層の分布図に掲載す

るのみとする。 

 

（解説） 

・①について、「確実度が低い断層」とは活断層研究会編（1991）の区分による「確実度Ⅲ（リニアメ
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ント）」に相当するものがこれに該当する。 
 
・①について、地表では 1、2km 程度の非常に短い活断層であっても、確実に繰り返し活動している

ことが確認できる活断層は、「短い活断層」として評価の対象とする必要がある。 
 
・②について､地表の断層の認定に当たっては、地表の断層トレース以外にも、段丘面の変形や隆起ベ

ンチの高さなど、様々な地形の情報を活用する 
 
・②について､組織地形の可能性がある地形など、存在が確実とはいえない地表の断層トレースが認定

されているものの、地質構造などの既存の資料で地下に地震発生層の厚さを超える震源断層を想定

することが困難な場合などが相当する。 
 
・③について、断層ごとに評価文を作成することはせず、評価された断層の位置・形状は地域の活断

層の図の中に示すとともに、断層の名称や長さなどの評価結果の一覧を作成することとする。 
 
・③について、地表に断層が表れている場合はその震源断層は地震発生層をほぼ断ち切っていると考

えられること、震源断層の長さと幅の比は１より大きいと考えられることから、「詳細な評価の対象

としない活断層」の長さは地震発生層の厚さに等しい可能性があり、この長さに対応する地震が発

生する可能性があることを地域評価において記述することとする。 

 

 

○ 活断層でないと評価された断層 

① 断層を挟んだ地形面の対比や地震探査断面等による地質構造の検討などの結果、断

層周辺で地殻変動の痕跡が確認できず、当該地域の地形・地質を活断層の存在なしに

合理的に説明できると判断された断層を「活断層ではないと評価された断層」とする。 

② ある断層を「活断層ではない」と新たに評価する場合、その断層の名称、位置・形

状や評価の根拠を地域評価に附記することとする。 

③ 「活断層ではない」と既に評価されている断層については、断層の位置・形状を地

域の活断層の分布図に掲載することとする。 

 

（解説） 

・①について、地表の断層の認定根拠、地質構造や重力異常分布などの情報を参照した上で、断層以

外の地形営力により説明が困難な地形や地質構造が現時点では知られていないことを確認する必要

がある。 

 
 

○ 単位区間 

① 「単位区間」は、固有の地震活動を繰り返し発生させる最小の区間であり、「起震断

層」における過去の地震活動を評価する際の基本となる単元区間である。 

② 「起震断層」を「単位区間」に分割するにあたっては、トレンチ調査等により明ら

かにされた過去の活動履歴のほか、断層線の著しい屈曲や不連続、分岐形状、横ず

れ断層における上下変位の向きの急変、平均変位速度の分布様式、過去の地表地震

断層の発生状況あるいは地質構造・重力異常の情報等を参考にする（図３－３）。 

③ 「単位区間」の長さは、断層幅のおおむね２倍までとし、「起震断層」の長さが、こ

れを超える場合には、「起震断層」を「単位区間」に分割することも検討する。 
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④ 分割しない場合は、「起震断層」を 1 つの「単位区間」として扱う。 

⑤ 「単位区間」の名称は「○○断層」とする。「単位区間」の命名は、「起震断層」の

命名基準に準じる。 

 

（解説） 

・「１．１ 評価対象の設定に関する課題」および「２．１．２ 活断層の評価単位」で述べたように、

従来は「起震断層で発生する固有規模の地震（固有地震）」のみを評価対象としていたが、長大な「起

震断層」について地震発生確率を過小評価している可能性が指摘されているため、「単位区間」を評

価の単元区間として設定するものである。 
 
・①において指摘されている「固有の地震活動」とは、地域で蓄積される応力ひずみに応じた断層活

動の繰り返しにおいて、ほぼ一定の活動間隔を持って発生し､1 回の活動で同じ範囲が破壊すること

が想定される地震を意味する。 
 
・①について、「単位区間」では、地表地質調査で把握できた過去の活動に基づき、「固有の地震活動」

を評価するほか、地表地質調査では活動の痕跡が認められない地震についても評価する。 
 
・②について､「単位区間」を分割する際には断層端部の構造を重視する。断層線の不連続部の隔離距

離」として､吉岡ほか（2005）は 2 km を判断基準として提案している。 
 
・②について「分岐形状」とは、断層線の位置・形状に着目したときに、断層破壊が進展する方向に

断層が分岐しており、それと反対の方向に進展する断層破壊は経験的に起こりにくいという事実（中

田ほか，1998、中田・後藤，1998）に基づき、区分するものである。 
 
・②について「過去の地表地震断層の発生状況」とは、固有の地震活動とみなせる地震に伴って過去

に実際に生じた地表地震断層の範囲を示すものであり、その範囲自体を「単位区間」として認める

ものである。 
 
・②および③について､断層の長さが目安に達しない場合でも、②に示した情報から「起震断層」を分

割することが適当な場合は「単位区間」への区分を行うものとする。 
 

 

○ 断層帯 

① 「起震断層」のうち、複数の「単位区間」で構成されるものを「断層帯」と呼ぶ。 

② 「断層帯」における将来の断層活動については、次に述べる「活動範囲」ごとに評

価する。 

 

（解説） 

・「断層帯」とは、従来の長期評価において「起震断層」の名称として用いられていたが、今回の手法

において上記のように定義を明確にして用いることとした。 

 

・「断層帯」については、「評価地域」の長期評価とは別に、「断層帯」で発生する地震のシナリオを想

定し、それぞれについて地震の規模および長期確率を評価する。 

 

 

○ 活動範囲 

① 将来の地震活動において同時に活動する可能性のある区間を「活動範囲」とする。 

② 「活動範囲」は「断層帯」で将来発生することが予想される地震の規模や発生確率
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を評価する単位で、１つないしは複数の「単位区間」の組み合わせで構成される（図

３－３）。 

③ 複数の「単位区間」の組み合わせについては、断層の地表及び地下での位置関係や

それぞれの断層の活動性及び最新活動からの経過時間などを考慮し、近い将来に同

時に活動するとは考えられない組み合わせについては考慮しない。 

④ 「活動範囲」には固有の名称を与えることはせず、「単位区間」の名称あるいは「○

○断層と○○断層が同時に活動した範囲」と表記する。 

 

（解説） 

・「起震断層」で発生する様々な地震を想定したときに、通常の評価で区分できる最小単位として考え

られるものが「単位区間」であり、その組合せが「活動範囲」にあたる。 
 
・「活動範囲」とは、「起震断層」全体が同時に活動する地震のみを評価していた従来の長期評価に対

して、「起震断層」の一部のみが活動し、規模はやや小さいが発生頻度が高い地震が起こりうること

を考慮して想定するものである。 

 

・複数の「単位区間」が同時に活動する「活動範囲」で発生する地震の発生確率については、「活動範

囲」全体が同時に活動した可能性を示す過去の活動の証拠に基づいて評価する。 

 

・単一の「単位区間」からなる「活動範囲」で発生する地震については、地表で明瞭な痕跡が認めら

れない地震についても考慮することとし、その発生確率を評価する。 

 

 

○ 評価地域 

①「評価地域」は、分布する活断層の特徴、地形地質的特徴、微小地震活動及び地震の

発震機構等によって特徴付けられる地域とする。 

②「評価地域」の活断層の長期評価では、「評価地域」内に分布する「起震断層」で発

生することが想定される全ての地震の規模と発生確率を評価したうえで、「評価地

域」内の活断層において一定規模以上の地震が発生する確率を算出する（図３－４）。 

 

（解説） 

・従来の長期評価においては、「主要活断層帯」に含まれる「起震断層」に対してそれぞれ独立した評

価が行われてきたが、新たな長期評価においては、その地域に含まれる「起震断層」で発生する地

震の発生確率を総合的に評価した上で、「評価地域」内の活断層で発生する地震の確率評価を行う。 
 
・１つの「評価地域」の大きさは、小さくとも起震断層を分割しない範囲とし、大きくても２～３都

府県程度を目安とする。 
 
・②について、これまで長期評価の対象としてきた「主要活断層帯」および「全国地震動予測地図」

でモデル化を行ってきた長さ 10km 以上の「その他の活断層」だけでなく、詳細な活断層の分布図

に示された「評価地域」内に含まれる全ての活断層が評価の対象となることに留意する。 
 
・②について、陸域の活断層だけでなく、沿岸海域に分布する活断層についても評価の対象に含める。 
 
・長期評価の結果を公表する際には、「評価地域」ごとに発表するとは限らず、例えば、都道府県単位

で地震の発生確率を発表することも想定される。 
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図３－１ これまでの活断層評価の枠組み（左）と新たな活断層評価の枠組み（右） 

 
図３－２ 地表における長さが「短い活断層」における地下の断層の長さ評価の模式図 
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起震断層

単位区間 

活動範囲 A 

活動範囲 B 

活動範囲 C 

活動範囲 AB 

活動範囲 BC 

活動範囲 BCD 

図３－３ 起震断層・活動範囲・単位区間の概念図と起震断層分割の指標の例

地表の断層形状 

活動範囲 D 

活動範囲 CD 

活動範囲 ABC 

活動範囲 ABCD 

断層線の 
不連続 

ステップ構造 走向変化 指標の例 分岐形状 

A B C D E 

活動範囲 E 

活動範囲 DE 

活動範囲 CDE 

活動範囲 BCDE 

活動範囲 ABCDE 
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A 断層の評価  B 断層の評価  C 断層の評価 

断層の長さ 約○km  断層の長さ 約△km  断層の長さ 約▽km 
過去の活動 ○年～○

年前 
 過去の活動 西暦△年

の地震 
 過去の活動 ▽世紀 

平均活動間隔 ○年程度  平均活動間隔 約△年  平均活動間隔 ▽～▽年 
起震断層の評価 

 

 
断層名 断層の長さ 地震の規模 地震発生確率 
A 断層 約○km M○程度 ○％ 
B 断層 約△km M△程度 △％ 
C 断層 約▽km M▽程度 ▽％ 
Ｄ断層 約◇－◆km M◇－◆程度 不明 

詳細な評価の対象

としない断層 
－ MД程度 － 

☆地域全体 － M※程度（最大） ※％（M７以上の地震） 
☆地域では、M７以上の地震が発生する可能性がある。このような断層として、○断層帯全

体、○断層の活動がある。この地域で、評価された断層を震源として M７以上の地震が発

生する確率は、約※％である。 
地域評価 

 
図３－４ 地域単位の評価と起震断層単位の評価の概念 

Ｂ断層 

Ｃ断層 

活断層Ａ 

活断層Ｂ 

活断層Ｃ 

Ａ断層 

活断層Ｄ 
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３．１．２ 活断層評価の構成 

 新しい活断層の長期評価では、特定された地域において将来活断層で地震が発生する確

率を評価する「評価地域」の長期評価と、個々の活断層で発生する地震の規模や地震が発

生する確率の評価に必要なデータを評価する「起震断層」の評価とを実施する。「起震断層」

の評価では、複数の「単位区間」から構成される「断層帯」については、「活動範囲」で発

生する地震を評価する「断層帯」のシナリオ評価と、個々の「単位区間」の位置・形状や

過去の断層活動を評価する「単位区間」の評価とを分けて記述する。それぞれの評価で記

述する項目は以下の通りである。 
 
（１） 「評価地域」の長期評価 
「評価地域」内に分布する活断層における将来の地震の発生確率を評価するために、以下

に示すパラメータを求める必要がある。 
 ① 評価の対象 ･･･ 「評価地域」及び「起震断層」の設定 
 ② テクトニックセッティング ･･･ 地質構造とテクトニクス、地殻変動、地震活

動の現況、過去の主な地震活動と被害地震 
 ③ 活断層で発生する地震 ･･･ 想定される地震の規模、将来の活動の可能性 
 ④ 「評価地域」における長期評価 ･･･ 「起震断層」で発生する地震、「短い活断層」

で発生する地震 
 
（２） 「断層帯」のシナリオ評価 
複数の「単位区間」からなる「断層帯」における地震の長期的な発生場所、規模、時期な

ど、将来の活動予測を行うために、以下に示すパラメータを求める必要がある。 
① 評価の対象      ･･･ 「起震断層」及び「単位区間」の設定 
② 地震の発生場所    ･･･ 「活動範囲」の設定 
③ 地震の規模      ･･･ 長さ、1 回のずれの量 
④ 地震発生の可能性   ･･･ 「活動範囲」の過去の活動時期、平均活動間隔 

 
（３） 「単位区間」の評価 
「単位区間」における地震の長期的な発生場所、規模、時期など、将来の活動予測を行う

ために、以下に示すパラメータを求める必要がある。 
① 評価の対象      ･･･ 「単位区間」の設定 
② 地震の発生場所    ･･･ 「単位区間」の位置・形態 
③ 地震（ずれ）の特徴  ･･･ 断層面の形態、ずれの向きと種類 
④ 地震の規模      ･･･ 長さ、1 回のずれの量 
⑤ 地震の発生時期    ･･･ 平均変位速度、過去の活動時期、平均活動間隔 

 
 図３－５に新しい長期評価の流れを示す。 
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図３－５ 評価地域における活断層から発生する地震の長期評価の流れ 
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３．２  「評価地域」における活断層の長期評価 

本項では、「起震断層」および「単位区間」の評価に基づき、「評価地域」内（沿岸海域を

含む）に分布する活断層で発生する地震の評価方法について記述する。 
 

本項及び 3.3、3.4 は、基本的に以下に示す 3 項目で構成される。 
(ア) ［方針］では、各手順における評価の方針を記述する。 
(イ) ［説明］では、基本となる評価の手法やルールについて記述する。 
(ウ) （解説）では、［説明］で記述した内容の根拠となる考え方やその出典及び具体

的事例などについて記述する。 
 
３．２．１ 評価対象の設定 

（１） 評価地域 

［方針］ 

長期評価を行う「評価地域」を設定し、その範囲内（沿岸海域を含む）に分布する断層の

うち評価対象とするものを選定する。また、評価対象とする「起震断層」を設定する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

（解説） 
・「活断層の種類」とは、断層面上のずれの向きに基づく「逆断層」、「正断層」及び「横ずれ断層」と

いった区分を指す。 

 

・「地形地質による地域区分」とは、卓越する山地の高さやそれを構成する地質などのほか、大規模な

構造線によって区切られた地域等を指す。 

 

・「地震活動とその発震機構の特徴」に関しては、微小地震が発生する頻度やその分布に基づく地震発

生層の深さ、あるいはやや大きな地震の発震機構から推定される主応力の向き等に基づいた地域区

分を指す。 

 

・「測地観測結果」に関しては、GPS 観測結果等に基づいて明らかにされる地殻変動様式が共通な地域

による区分を指す。 

 

・「断層破壊が連動する可能性がある最大範囲」については、後述する「活動範囲」として認められる

最大の範囲を含むように評価地域を設定することを意味しており、特に長大な活断層についてこの

条件が適用されることを想定している。 

 

○ 「評価地域」の設定 

① 卓越する活断層の種類、地形地質による地域区分、地震活動とその発震機構の特徴、測地観測結

果、あるいは断層破壊が連動する可能性がある最大範囲などの情報に基づき、活断層で発生する

地震の長期評価を行う「評価地域」の範囲を設定する。 
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（２） 起震断層 

［方針］ 

長期評価を行う「評価地域」の範囲内（沿岸海域を含む）に分布する断層のうち、評価対

象とするものを選定し、「起震断層」を設定する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・「評価地域」に分布する全ての活断層を、地形及び主要都市の位置が示されている縮尺 20 万～50 万

分の１程度の地図に示す。 
 
・評価対象断層の設定においては、「３．１．１．活断層の評価の単位」の記述を参照し、検討を行う。 
 
・①について、活断層の分布に関する情報は、従来実施された活断層の長期評価において対象とされ

たものに加え、各種活断層図や文献等に示されているものを網羅的にとりあげる。 
 
・②について、重要構造物の耐震安全性確認等を行う際には、長期評価の対象とならなかった活断層

についても考慮すべきであることを付記する。 
 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

○ 評価対象とする断層の設定 

① 評価対象は、「評価地域」内の陸域及び沿岸海域に分布する全ての活断層、もしくは活断層の

可能性がある断層とする。 

② 活断層であることの確実度が低く、対応する地質構造も認められない「評価の対象としない断

層」については、詳細な評価を行わないこととする。 

③ 従来の「基盤的調査観測の対象活断層」については、これまでに公表された長期評価と、本手

法による評価の違いについて個別に記載するとともに、異なる評価結果となった場合はその理

由を記載する。 

 

○ 起震断層の設定 

① 評価対象とした断層について、地表の位置・形状に基づき「起震断層」にグループ分けする。 

② 「起震断層」の設定ならびにその長さの判断にあたっては、十分精査された地表における位

置・形状の情報を基本とし、必要に応じてずれの向きや地質構造、重力異常分布等の条件も考

慮して総合的に判断する。 

③ 「起震断層」に括った結果、当該地域の地震発生層の厚さに満たない「短い活断層」が生じた

場合には、活褶曲や傾動、隆起・沈降、断層など地表の変形を面的に考慮し、さらに地質や重

力のデータを用いて、地下における断層面のおおよその位置と長さを判断する。 
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（解説） 
・起震断層の設定においては、「３．１．１．活断層の評価の単位」の記述を参照し、地下の断層の存

在及びその長さについて検討を行う。 
 

・①について、松田（1990）に示されている起震断層の定義のうち以下の３つを用いる｡ 

1) 5 km 以内に他の活断層のない孤立した長さ 10 km 以上の活断層 

2) 走向方向に 5 km 以内の分布間隔をもって、ほぼ一線にならぶほぼ同じ走向の複数の断層 

3) 5 km 以内の相互間隔をもって並走する幅 5 km 以内の断層群 
 
・②及び③について、地質構造や重力異常分布等に基づき「起震断層」の地下の長さを判断した場合

には、その説明を「単位区間」の評価の「断層面の形状」の項目に記述する｡ 
 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・広域的な地殻変動の指標としては、同一時代に形成された段丘面の高度分布や類似した環境で形成

された段丘面の比高の分布、あるいは同時間面を示す鍵層の分布データ等が挙げられる。ただし、

それらの指標の形成時における構造が推定できることが必要である。 
 
・河川による開析度の違いや潜入蛇行の存在等の地形発達的な特徴を広域変動の指標とすることも可

能であるが、これらの特徴を定量的な評価に結びつける際には十分な説明をすることが必要となる。 
 
 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・「評価の対象としない断層」の認定においては、「３．１．１．活断層の評価の単位」の記述を参照

し、地下の断層の存在・長さについて検討を行う。 
 

○ 活褶曲等の取り扱い 

① 活断層が地表で明瞭に認識されていない場合であっても、活褶曲などの変形が認められる場

合には、地表地質に基づく地質構造や、その形成を説明できる適切な断層モデルを用いて地

下の断層面の位置と形状を推定する。 

② 地下の断層面の推定にあたっては、広域的な地殻変動、地形面や地層の分布高度からみた変

形様式及び反射法地震探査断面等の資料を用いる。 

○ 「評価の対象としない活断層」や「活断層ではないと評価された断層」の取り扱い 

① 「評価の対象としない断層」については、詳細な評価を行わず、地域の活断層の分布図にそ

の分布を掲載するのみとする。 

② 「活断層ではないと評価された断層」については、地域の活断層の分布図にその分布を掲載

するのみとし、必要に応じて評価地域の概要の中で活断層ではないと評価した理由などにつ

いて簡潔に説明することとする。 
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３．２．２ 「評価地域」の概要 

（１） 地質構造とテクトニクス 

［方針］ 

 「評価地域」の地質構造に関する概要をまとめるとともに、「評価地域」のテクトニクスの概要とそ

の地域に分布する活断層の形成との関係に関して簡潔に示す。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

（解説） 
・ 地形地質と断層の分布状況の関係については、大地形と活断層との位置関係、大局的な地質や構造線

の分布などを記載する。 
 

 

［説明］ 

 

 

 

 

（解説） 
・ 「評価地域」がテクトニックプレートの境界部と近接するときには、プレート境界との位置関係につ

いて記述する。 
 
・ 第四紀におけるテクトニクスについては、プレート運動との関係からみた「評価地域」の構造的特徴

や断層の特徴から推定される現在の応力場の状況などを記載する。 
 
・ ①に関連して、「評価地域」内に活火山が存在するときには、その特徴と活断層との位置関係などを

記述する。 
 

 

○ 地質構造 

① 「評価地域」における断層形成にかかる地質構造発達史ならびに地形地質と断層の分布状

況との関係を概略的に記述する。 

○ テクトニクス 

① 「評価地域」の第四紀におけるテクトニクスや応力配置の特徴を記述する。 
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（２） 地殻変動 

［方針］ 

 「評価地域」の地殻変動に関する概要を簡潔に示す。 

  

[説明] 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・①の「広域な地域」については、例えば九州北部を評価地域とした場合には、九州全域の地殻変動

様式を示すことを想定している。 

 

・②のうち、約 100 年間の伸びと縮みは、明治時代の測地測量結果と最近の結果との差から求めたも

のである。縮み及び伸びの方向を16方位で表記する。また、伸縮の方向が断層帯のずれの向きと整合的か否か

を記述する。 

 

・②のうち、最近約 10 年間の伸びと縮みは基本的に GPS 観測結果に基づき、必要に応じて縮み及び伸び

の方向を16方位で表記する。また、過去約100年の測地測量結果と調和的であるかどうかについても記述する。 

 

・③について、当該「評価地域」で最近発生した地震について測地測量結果がある場合に、断層をはさんだずれの

量などの調査結果を記述する。 
 
・③のうち最近発生した地震について、SAR干渉解析等により面的な隆起・沈降量が求められている場合は、その

結果を記す。 

 

○ 地殻変動 

① 当該「評価地域」を含む広域な地域の地殻変動について、過去約 10 年間の GPS 観測結果に基づ

き、その様式と速度に関する特徴を示す。 

② 当該「評価地域」について、過去約 100 年間及び最近約 10 年間の辺長の伸びと縮みについて記

述する。 

③ 最近「評価地域内」で発生した地震に関する測地測量結果が存在する場合には、併せて記述する。 
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（３） 地震活動の現況 

［方針］ 

 「評価地域」で観測されている現在の地震発生状況の概要を示す。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、地震発生状況は、原則として最近約 10 年間の地震観測結果に基づいて評価を行う。 

 

・ ①について、当該「評価地域」に分布する断層帯と地震活動の関連性の有無が判断できる場合には、

その判断結果と根拠を記述する。 

 

・②について、ある一定の時間内において特定の地域で発生した地震の規模と発生頻度の関係を表し

た式（Gutenberg-Richter 式。以下では、「G-R 式」と呼ぶ）を求める。その際「評価地域」におい

て最近発生した大地震の影響が含まれている場合には、その影響を取り除くなどの配慮を行うこと。 

 

○ 地震発生の現状 

① 地震観測結果に基づき「評価地域」における地震活動の三次元的な分布及び時間的な変化を図示

するとともに、その特徴を記述する。 

② 最近の地震発生状況に基づき、「評価地域」における地震規模と発生頻度との関係を算出する。 
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（４） 過去の主な地震活動と被害地震 

［方針］ 

過去に発生した主な地震と被害地震に関する情報をまとめて簡潔に示す。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

（解説） 
・ ①について、1923 年 8 月以降に発生した地震については、気象庁の震源カタログに基づき、発生

時期、規模、震源の深さ、地震の名称等を記載する。 

 

・ ①について、当該「評価地域」に分布する活断層と地震活動の関連性の有無が判断できる場合には、

その判断結果と根拠を記述する。 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、1923 年 8 月以降に発生した被害地震については、気象庁の震源カタログに基づき、発

生時期、規模、震源の深さ、地震の名称等を記載する。 

 

・①について、1923 年 8 月より前の被害地震については、各種資料に基づいて可能な範囲で情報を記

載するとともに、資料の出典及び情報の信頼度についても記述する。 

 

・①について、当該「評価地域」に分布する活断層と地震活動の関連性の有無が判断できる場合には、

その判断結果と根拠を記述する。 

 

○ 過去の主な地震活動 

① 「評価地域」で過去に発生した特徴的な地震活動に関する記録がある場合には、その震源分布を図

示するとともに、発生時期や活動期間、最大の地震の規模などについて記述する。 

○ 被害地震 

① 「評価地域」で過去に発生した被害地震が知られている場合には、その発生時期、震央位置、地震の

規模を図示するとともに、被害状況、活断層との位置関係、余震活動の状況などについて記述する。 
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３．２．３ 活断層で発生する地震 

（１） 想定される地震とその規模 

［方針］ 

全ての「起震断層」について、そこから将来発生する地震の規模を評価する。一つの「単位区間」

で構成される「起震断層」については「単位区間」の評価結果に、複数の「単位区間」を含む「起震

断層」については「断層帯」のシナリオ評価結果にそれぞれ基づき、地震の規模を推定する。なお、

「単位区間」において発生する、地表に明瞭な活動の痕跡を残さず、将来トレンチ調査を行っても

存在を見出すことが困難な地震（以下、「地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震」と呼ぶ）

についても考慮する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、地表で確認できる活断層の形状から推定される地震の規模は、地表で確認できる活断

層の長さもしくは１回のずれの量により推定する。 

 

・①について、地下の断層の形状から推定される地震の規模は、地表で確認される活断層の端部から

延長して連続する地質断層の存在や重力異常分布等から推定される「単位区間」の長さに基づいて

推定される。 

 

・②について、ケースの重み付けの評価は、「３．３．３．（５）」で示した方法に準拠して行う。 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、ある「活動範囲」において、複数の地震発生ケースが想定され、想定される地震の規

模に幅がある場合は、ケースごとに地震の規模を記述する。 

 

 

 

 

○ 「断層帯」で発生する地震 

① 複数の「単位区間」が含まれる「起震断層（断層帯）」については、「活動範囲」ごとに想定される地震の規

模を記述する。 

 

○ 一つの「単位区間」からなる「起震断層」で発生する地震 

① 「単位区間」の評価結果に基づき、地表で確認できる活断層の形状から推定される地震の規模と、地下の断

層形状から推定される地震の規模を記述する。 

② 地表で確認できる活断層の形状から推定される地震の規模と、地下の断層の形状から推定される地震の規模

が異なる場合には、それぞれのケースに従った地震が発生すると思われる重み付けを付記する。 
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［説明］ 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、歴史史料等で複数の「起震断層」が同時に活動した地震の発生が知られている場合や、

地下構造探査などにより、地下で単一の震源断層に収れんしていることが判明している場合が相当

する。 

 

 

○ 複数の「起震断層」が同時に活動して発生する地震 

① 複数の「起震断層」が同時に活動して発生する地震が想定される場合には、同時に活動すると想定される範

囲およびその際に想定される地震の規模を記述する。 
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［説明］ 

 

 

 

 

 

（解説） 
・「六甲・淡路断層帯の長期評価」（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2005a）では、兵庫県南

部地震を断層帯主部淡路島西岸区間の固有規模の活動と評価したが、神戸側（断層帯主部六甲山地

南縁－淡路島東岸区間）では顕著な地表地震断層が認められないことや地震波から推定される規模

などから、断層全体が活動する固有規模よりひとまわり小さい活動であると評価している。また、

今後の課題として、神戸側で認められた活動のような「地表に明瞭な痕跡を残さなかった地震」を

想定し、評価の視野に入れるべきことが指摘されている。また、過去に発生した被害地震のなかに

は明瞭な地表地震断層を伴わなかった地震もいくつか知られている。ここでは、これらの地震のよ

うに将来トレンチ調査を行っても存在を見出すことが困難な地震を「地表の証拠からは活動の痕跡

を認めにくい地震」と呼び、今後の評価に取り入れようとするものである。 
 
・従来の活断層の評価手法において懸念されていた規模がやや小さい地震に対する問題の一部は、新

手法で導入する「単位区間」の概念によって解消されるものと考えられるが、それでもなお「単位

区間」で想定した規模を下回る地震が高い発生頻度で生じる可能性があるため、「地表の証拠からは

活動の痕跡を認めにくい地震」が発生することを想定し、その規模とその発生確率を算出すること

とする。 
 
・①について、「３．１．１ 活断層評価の単位」で述べたように、本報告書では、被害を生じる地震

を評価するという観点から、M6.8 以上の地震について評価を実施することとしており、M6.8 未満

の地震が発生する可能性は否定されていないことに留意が必要である。 
 
・①について、地下の断層の長さに複数のシナリオが存在する場合、最も重みが大きなシナリオの地

震規模を用いることとする。 
 
・地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震の発生確率については、「３．２．３（２） 将来の活動の

可能性」にその考え方を示す。 
 

［説明］ 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、「短い活断層」で発生する地震の規模については、「３．４．５ 活動時の地震の規模」にそ

の考え方を示す。 

 

・「短い活断層」のうち、地下の断層の長さが基準に満たないと判断されたものについては、断層ごと

に評価文を作成せず、地域評価の中で、断層の名称・長さ・活動度等の特性を一覧表としてまとめ

て記載することとする。 

 

 

○ 地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震の規模 

① １つの「単位区間」を「活動範囲」とする場合、地表地質調査では活動の痕跡を認めにくい地

震が発生することを考慮する。そのとき、最大で当該「単位区間」で地下の断層の長さから想

定される地震と同一規模、最小で M6.8 の地震が発生する可能性があると評価する。 

○ 「短い活断層」で発生する地震 

① 「評価地域」内に分布する活断層のうち、「短い活断層」で発生する地震の規模を評価する。 
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（２） 将来の活動の可能性 

［方針］ 

「単位区間」の評価及び「断層帯」のシナリオ評価でとりまとめた平均活動間隔と最新活

動時期及び各シナリオ・ケースに対する重み付けに基づき、「活動範囲」ごとに地震後経過

率と将来の地震発生の長期確率を算出して「起震断層」ごとに一覧表にまとめる。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・「断層帯」において、複数の地震発生シナリオが想定されている場合は、シナリオごとに平均活動

間隔などから算出される地震発生確率を記述するとともに、そのシナリオの重み（生起確率）も記述

する。 

 

・「単位区間」において、断層の長さなどについて複数のケースが想定されている場合は、ケースご

とに平均活動間隔などから算出される地震発生確率を記述するとともに、そのケースの重み（生起確

率）も記述する。 

 

・③について、活動度が不明な場合、断層の活動度を B－C級（平均変位速度が 0.1 m／千年）とみな

して評価する。 

 
・③について、活動度が不明な活断層の活動度は、従来 C級未満と設定されていた（地震調査研究推

進本部地震調査委員会、2005b）。しかし、断層運動による平均的なずれの速度が平均的な浸食速度を

下回る場合、断層変位地形が確認出来ないと想定される。日本列島における平均的な浸食速度は、平

野で 0.1m／千年程度とされている（例えば、藤原ほか、1999）ことから、B－C 級と想定することと

した。 

 

・⑤について、地震発生確率の信頼度は、平均活動間隔と最新活動時期の信頼度のうち、低い側の信

頼度を用いることとする。 

○ 「起震断層」で発生する地震の長期確率の計算 

① 「地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001）」に基づき、今後 30 年、50 年、100 年、300

年間に地震が発生する長期確率（％）を、それぞれの「起震断層」で発生する地震ごとに計算

する。 

② 最新活動時期が判明しており、地震後経過率が２程度におさまる場合には BPT 分布モデルを

適用して長期確率を計算する。 

③ 最新活動時期が判明していない場合は、平均活動間隔を基にポアソン過程により確率を計算す

る。また、最新活動時期が判明しているものの地震後経過率が２程度に収まらなかったものに

ついてはポアソン過程により確率を計算することとし、参考値として BPT 分布モデルを適用

した場合の確率の最大値を記述する。 

④ BPT 分布モデル、もしくはポアソン過程を用いて求めた 30 年確率の最大値に基づいて地震発

生確率を以下の３つに区分して相対的に評価する。 

  3％以上･･･高い、3％～0.1％･･･やや高い、0.1％未満･･･表記なし 

⑤ 確率の算出に用いた平均活動間隔と最新活動時期の信頼度に基づいて、地震発生確率の信頼度

を評価する（表３－１）。 
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ランク 分類条件の詳細 

ａ 
発生確率を求める際に用いる平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも比較的

高く（◎または○）、これらにより求められた発生確率などの値は信頼性が高い。 

ｂ 
平均活動間隔及び最新活動時期のうち、いずれか一方の信頼度が低く（△）、これらによ

り求められた発生確率などの値は信頼性が中程度。 

ｃ 
平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも低く（△）、これらにより求められた

発生確率などの値は信頼性がやや低い。 

ｄ 

平均活動間隔及び最新活動時期のいずれか一方または両方の信頼度が非常に低く（▲）、

発生確率などの値は信頼性が低い。このため、今後の新しい知見により値が大きく変わる

可能性が高い。または、データの不足により最新活動時期が十分特定できていないために、

現在の確率値を求めることができず、単に長期間の平均値を確率値としている。 

表３－１ 地震発生確率の評価の信頼度について 

 

 

［説明］ 

 
 
 
 
 
（解説） 

・①で示されている「発生間隔」算出の根拠は、19 世紀以降に主要断層帯で発生した M6.8 以上の地

震のうち、明瞭な地表地震断層を伴った地震が８、伴わなかった地震が４であった（表３−２）とい

う経験的な発生比率に基づく。ただし、断層が活動した際に地表地震断層が現れるかどうかについ

て、本来は地域性や活断層の活動特性との関連性が高いことが想定されるため、将来は、今後の調

査研究の進展状況をみて、評価される活断層ごとにこの値は検討されるべきであると考えられる。 

 
・地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震の発生確率は、最新の活動時期や地震の規模にも影

響を受けるため、これらの評価を考慮して最終的な確率を評価する。 
 

・「地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震」は、断層内のどこでも発生する可能性があると考

える。 
 

・規模の評価に幅がある場合、各規模の地震の相対発生頻度は、G-R 式に従うものとして算出する。 
 

・地震の発生確率および規模について、複数の可能性が想定される場合、確率論的地震動予測地図な

どで用いるシナリオごとの地震の「発生確率値」は、シナリオの重みと地震確率を掛け合わせた値

とする。 
 
 
 

○ 地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震の長期確率の計算 

① 地表地質調査では活動の痕跡を認めにくい地震は、対象となる単位区間で得られている平均活

動間隔の２倍の間隔で発生しているとみなし、ポアソン過程により地震発生確率を求めること

とする。 
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 地表地震断層が現れた地震 地表地震断層が不明瞭な地震 

主要活断層帯 

1847 年善光寺（M7.4） 
1858 年飛越（M7.0-7.1） 
1891 年濃尾（M8.0） 
1896 年陸羽（M7.2） 
1927 年北丹後（M7.3） 
1930 年北伊豆（M7.3） 
1995 年兵庫県南部（M7.3）   （注１） 
2004 年新潟県中越（M6.8）   （注２） 

1854 年伊賀上野（M7.25）     （注４） 
1894 年庄内（M7.0）         （注５） 
1931 年西埼玉（M6.9） 
1948 年福井（M7.1） 
 

短い活断層 
1943 年鳥取（M7.2）        （注３） 
1945 年三河（M6.8） 
1974 年伊豆半島沖（M6.9） 

 

活断層なし 
（予め震源を特定しに

くい地震） 

 1900 年宮城県北部（M7.0） 
1909 年姉川（M6.8） 
1914 年鹿児島県中部（M7.1） 
1914 年秋田県仙北（M7.1） 
1925 年北但馬（M6.8） 
1939 年男鹿（M6.8） 
1961 年北美濃（M7.0） 
1984 年長野県西部（M6.8） 
2000 年鳥取県西部（M7.3） 
2008 年岩手・宮城内陸（M7.2） 

沿岸海域の活断層 

 1802 年佐渡小木（M6.5−7.0） 
1804 年象潟（M7.0） 
1871 年浜田（M6.9−7.3） 
1922 年千々石湾（M6.9） 
1963 年越前岬（M6.9） 
1978 年伊豆大島近海（M7.0） 
2005 年福岡県西方沖（M7.0） 
2007 年能登半島（M6.9） 
2007 年新潟県中越沖（M6.8） 

 
（注１）六甲・淡路島断層帯の長期評価（地震調査委員会、2005）では、「淡路島西岸区間では断層活

動が地表まで達し明瞭な地表地震断層が出現したほか、六甲山地南縁においては余震活動や地震波

形の観測・解析等から地下において断層活動が起こったことが明らかになっている。」、としている。 
 
（注２）六日町断層帯の長期評価（地震調査委員会、2009）では、ケース２では中越地震を本断層帯

の最新活動と評価しているが、ケース１では、「本トレンチにおける中越地震の活動に伴う変位量は

それ以前の活動の変位量に比べ有意に小さいことから、この活動は本断層帯北部の最新活動ではな

いと判断した。」、としている。 
 
（注３）金田・岡田（2002）は、地表地震断層の長さは 11km と推定しているが、中田ほか(2004)は、

吉岡断層西端から約 8km 離れた鳥取市の東方に長さ約 6km の活断層が存在し、これらの活断層が

一括して活動したと考えられる、としている。 
 
（注４）木津川断層帯の長期評価（地震調査委員会、2004）では、「横田ほか（1976）、萩原（1982）
は、現地調査等から 1854 年（安政元年）の伊賀上野地震が本断層帯の活動による地震である可能性

を言及した。ただし、苅谷ほか（1999）は横田ほか（1976）が指摘した地震断層は地すべりによる

滑落崖の疑いがあると指摘している。」、としている。 
 
（注５）庄内平野東縁断層帯の長期評価（地震調査委員会、2009）では、「これまでのところ、庄内地

震時の変位を直接示す証拠は認められておらず、断層は地表までは到達しなかったと推定されてい

る（鈴木ほか，1994； 太田ほか，2000）。」、としている。 

表３－２ 主な内陸地震（M6.8 以上）による地表地震断層の出現状況 
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［説明］ 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・ある「単位区間」が次に活動するときに隣の「単位区間」と連動する可能性は、両者の間の構造的

特性、隣の「単位区間」の応力蓄積度などのパラメータに基づく関係式により推定することが可能

であると思われる。しかし、各パラメータに関する定量的な検討がまだ行われていないため、現状

では専門家の意見に基づきそれぞれのシナリオに沿った地震が発生する相対的な可能性を判断して

重み付けを行なうこととした。 
 

 

○ 「断層帯」で発生する地震の長期確率 

① 複数の「単位区間」を含む「活動範囲」で発生する地震の発生確率の計算には、想定される地

震の組合せに基づきロジックツリーを作成し、専門家の意見に基づきそれぞれのシナリオに沿

った地震が発生する可能性を重みという形で評価した上で確率論的な地震発生評価を行う。 
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３．２．４ 「評価地域」における長期評価 
（方針） 
「評価地域」に分布する全ての「起震断層」で発生する地震の長期確率に基づき、「評価

地域」で将来一定規模以上の地震が発生する長期確率を算出する。 
 
［説明］ 

 
 
 
 
 
 
 

（解説） 
・①について、ある「評価地域」において、想定される地震が全て独立に発生すると考えた場合、そ

の中に想定される「起震断層」によってｔ年間に少なくとも１回マグニチュードがｙを超える地震

が発生する確率 P(Y>y;t)は次式によって算出される。 
 

P(Y>y;t) =1-Π｛1-Pk(Y>y;t)｝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  (3-2) 
 
 ここに、Pk(Y>y;t) は k 番目の「活動範囲」で発生する地震によって t 年間にマグニチュードが y
を超える地震が少なくとも１回発生する確率である。 

 
・①について、ポアソン過程に基づき計算された確率と、BPT 分布に基づき計算された確率を合算し

ている場合は、異なる方法で計算された確率を合算していることを記述する。 
 
・②について、評価する地震の規模に対して、将来発生することが想定される最大の地震の規模がそ

れに満たない「起震断層」は、確率算出のデータに含めない。 
 
・②について、評価基準とする地震の規模は、マグニチュード 7.0 を基準とし、地域の特性に応じて

適宜設定するものとする。 
 

 

○ 「評価地域」で発生する地震の長期確率の算出 

① 「起震断層」における長期評価結果に基づき、「評価地域」内において 30 年、50 年、100 年

及び 300 年以内に一定規模以上の地震が発生する確率を算出する。 

② 「評価地域」における長期確率の算出については、長期評価を行った「活動範囲」のなかで評

価基準とする規模の地震を発生する可能性があるものを対象とする。 
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３．２．５ 今後に向けて 

［方針］ 

「評価地域」の長期評価の精度を向上させるために今後必要な事項を記述する。 

 

［説明］ 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

（解説） 
・ ①に示す評価精度の向上については、個々の断層パラメータの信頼度の向上と評価値における幅を

狭くすることに役立つと思われる事項を記述する 
 
・ ④について、効果的な活断層調査計画の立案に役立てるため、調査観測の難易等についてある程度

の見通しが可能な場合には、そのことを記述する。 
 

 

○ 主な記述内容 

① 「評価地域」の長期評価の精度を向上させるために必要な事項を記述する。 

② 一定以上の評価ができた場合でも、さらに今後の課題を記述する必要があると判断された場合

には、その旨を記述する。 

③ 評価文の主文には、調査手法などの具体的なことは記述しない（具体的な調査手法などを記述

する必要がある場合には、説明文に記述する）。 

④ 現在の技術・知見などに基づいて補完調査を行なっても必ずしも評価精度の向上が見込めない

場合には、そのことを記述する。 
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３．３ 「断層帯」のシナリオ評価 

「起震断層」が複数の「単位区間」から構成される場合は、「断層帯」のシナリオ評価を実

施する。 

 

３．３．１ 「断層帯」の概要 

（１） 「断層帯」の位置・形状 

［方針］ 

「断層帯」の位置・形状について、地表における位置・形状と地下における断層面の位置・形状

について分けて記述する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（解説） 

・①について、概略位置図の縮尺は 10 万分の１ないしは 20 万分の１程度とし、平野・丘陵等の大局

的な地形との位置関係が確認できることが望ましい。 
 
・①及び②について、端点の位置は「単位区間」の評価に従うものとする。 
 
・②について、端点の位置が不確かさを伴うと評価した場合には、その根拠を記述して、今後の調査

結果によっては端点の位置が大きく変わる可能性があることを記述する。 
 

○ 「断層帯」の位置・形状 

① 「断層帯」の端点の位置を、位置図に示す。 

② 端点及び屈曲点の測地座標（緯度・経度）を 0.1 分単位（十分特定できない場合は 1 分単位）

で示す。座標は世界測地系に則り、主文の表に記載する。 

③ 「断層帯」の形状が屈曲している場合には、その前後で分割して、それぞれの長さと一般走向

を示す。長さは 1 km 単位、走向は１°単位（十分特定できない場合は５°単位）とする。 

④ 「単位区間」の間に間隙がある場合には、その隔離距離と連続性について記述する。 
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（２） 構成する「単位区間」 

［方針］ 

「断層帯」を構成する「単位区間」を示すとともに、「単位区間」に分割した根拠を簡潔

に示す。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 
（解説） 

・ 「単位区間」の設定については、「３．１．１ 活断層評価の単位」で定義した起震断層・単位区間・活

動範囲の概念と起震断層の分割の指標に従う。 
 

 

［説明］ 

 

 

 

 
（解説） 

・ ①について、どのような分割の指標に基づいて「単位区間」を分割したのか、認定の根拠およびそ

の確からしさについて記述する。 

○ 構成する「単位区間」 

① 「断層帯」を構成する「単位区間」を全て記載する。 

② 「単位区間」は、北あるいは西から順に列挙する。 

③ 「断層帯」を構成する「単位区間」の相互の位置関係を記述する。 

 

○ 「単位区間」に分割した根拠 

① 「単位区間」の境界を認定した根拠を記述する。 
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３．３．２ 「断層帯」を構成する活断層 
（１） 断層の位置・形態 

［方針］ 

「断層帯」を構成する「単位区間」の位置及び形態を簡潔に示す。 

 

［説明］ 

 

 

 

 
 
 
（解説） 

・ 「単位区間」の位置・形態として、単位区間を構成する活断層、分布する地名、長さ、走向等を記

述する。 
 
・ 「単位区間」の長さは 1 km 単位、走向は 1°単位で記述する。 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 
（解説） 

・ 断層面の傾斜は 1°単位（十分特定できない場合は５°単位）、幅は 1 km 単位（十分特定できない

場合は５km 単位）で記述する。 
 

○ 「単位区間」の長さ 

① 「単位区間」の評価結果に従い、「単位区間」の長さとその認定根拠を簡潔に記載する。 

② 「単位区間」の評価において、長さについて複数のケースが想定されている場合には、それらの

全ての長さと認定根拠を示す。 

 

○ 「単位区間」の地下形状 

① 「単位区間」の評価結果に従い、「単位区間」の断層面の傾斜と幅を簡潔に記載する。 
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（２） 過去の断層活動 

［方針］ 

「断層帯」を構成する「単位区間」の過去の断層活動として、平均変位速度、１回のずれの量、活

動時期、平均活動間隔について簡潔に示す。 

 

［説明］ 

 

 

 

 
（解説） 

・ ①について、平均変位速度の単位は「m／千年」とし、有効数字１桁として記述する。 
 
・ ①について、平均変位速度を算出した変位の向きを付記する。 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 
 
（解説） 

・ ①について、ずれの量の単位は「m」とし、有効数字は小数点以下１桁（十分特定できない場合は

m 単位）として記述する。 
 
・ ①について、ずれの量を算出した変位の向きを付記する。 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 
 
（解説） 

・ ①について、活動時期の単位は「年前」とし、西暦 2000 年を基準として 2 千年前以前については

四捨五入して百年単位に丸めた値で表記する。また、歴史地震との関係等から活動した年が明らか

な場合には、その年号を示すことにする。 
 

 

○ 「単位区間」の平均変位速度 

① 「単位区間」の評価結果に従い、「単位区間」の平均変位速度とその算出方法を簡潔に記載する。 

 

○ 「単位区間」の１回のずれの量 

① 「単位区間」の評価結果に従い、「単位区間」の１回のずれの量とその算出方法を簡潔に記載す

る。 

○ 「単位区間」の活動時期 

① 「単位区間」の評価結果に従い、「単位区間」の過去の活動時期とそのデータが得られた地点名

を簡潔に記載する。 
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［説明］ 

 

 

 

 
（解説） 

・ ①について、平均活動間隔の単位は「年」とし、百年以下については四捨五入して丸めた年数で記

述する。 
 

 

○ 「単位区間」の平均活動間隔 

① 「単位区間」の評価結果に従い、「単位区間」の平均活動間隔とその算出方法を簡潔に記載する。 
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（３） 活動時の地震の規模 

［方針］ 

「単位区間」の評価結果に従い、その「単位区間」が活動した時に発生する地震の規模と

その評価方法について簡潔に示す。 

 

［説明］ 

 

 

 

 
（解説） 

・ ①について、地震の規模の単位は「マグニチュード」とし、小数点以下１桁まで記述する。 
 
・ ①について、地震の規模を評価した方法を付記する。 

 

○ 「単位区間」で発生する地震の規模 

① 「単位区間」の評価結果に従い、「単位区間」が活動した時に発生する地震の規模とその評価方

法を簡潔に記載する。 
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３．３．３ 将来の断層活動 

（１）将来の「活動範囲」 

 

［方針］ 

「起震断層」内に存在する「単位区間」を組み合わせて「活動範囲」を設定する。ここで

設定した「活動範囲」を、将来において発生する地震の規模及び発生の可能性を評価する

際の基準とする。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・ 「活動範囲」の設定については、「3．1．1 活断層評価の単位」で定義した起震断層・単位区間・

活動範囲の概念と起震断層の分割の指標に従う。 
 
・ （２）について、例えば、一つの「断層帯」が A、B、C の「単位区間」に分割される場合には、

A、B、C、AB、BC 及び ABC の活動を考える。 
 
・ ここで設定した「活動範囲」を、将来において発生する地震の規模及び発生の可能性を評価する

際の基準とする。 
 

○ 「活動範囲」の設定 

「起震断層」内に存在する「単位区間」を組み合わせて「活動範囲」を設定する。複数の「単位区間」に分割さ

れている「断層帯」については、次のそれぞれを「活動範囲」として設定する。 

(1) それぞれの「単位区間」 

(2) 隣接する複数の「単位区間」の組み合わせ（幾何学的に矛盾のない範囲で） 

(3) 「断層帯」全体 
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（２）将来の地震の規模 

［方針］ 

「３．３．２ 活断層の位置・形態」、「３．３．３ 断層面の形状」、「３．３．４ 過去の断層活動」で

取りまとめた事項を基に、全ての「活動範囲」についてそこから将来発生する地震のマグ

ニチュードなどを推定し、「起震断層」ごとに表記する。地震の規模の推定にあたっては、

「活動範囲」の長さに応じて、適切な評価方法を用いることとする。 

 

［説明］ 

 
 
 
 
 
 

（解説） 
・①について、複数の「単位区間」を組み合わせた「活動範囲」の長さが断層幅の 4 倍未満の場合に

は、スケーリング則の考え方に基づき、全体の長さに基づいて地震の規模を算出する。 
 
・②について、1927 年北丹後地震を例に取ると、郷村断層において固有規模の地震に関連した断層活

動が生じ、山田断層においてひとまわり小さい地震に関連した断層活動が生じたと考える。 
 
 

 

○ 「断層帯」で発生する地震の規模 

① 「断層帯」の長さが断層幅のおおよそ 4 倍となるまでは、「活動範囲」全体の長さを基に、松

田（1975）の M-L 式を用いて地震の規模を推定する。 

② 互いに共役な断層が同時に活動するときには、一方は普通の破壊（固有規模の地震を発生）、

他方は地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震が発生することを想定する。 
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［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、一般に長さが 100 km を超える長大な活断層から発生する地震では、地震時における

地表のずれの量が飽和することが知られている。しかし、長大な活断層から発生する地震の規模を

適切に評価する方法は必ずしも確立されておらず、算出方法については今後も検討する必要がある

ことに留意する。 

 
・①について、長大な「起震断層」では複数の「活動範囲」が同時に活動して地震が発生するとみな

し、発生する地震の規模を推定する。 
 

・②について、地震のモーメント量とマグニチュードを変換する際には、武村（1990）に示されてい

る以下の式を用いる。 

Log M0(Nm) = 1.17M + 10.72 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  (3-1) 

M0：地震モーメント（Nm）、  

M：地震規模（マグニチュード） 

 

・③について、想定される事例を以下に示す。 

 （例） 

   「30 km＋40 km＋20 km」の「単位区間」の組合せからなる「活動範囲」の場合 

    ケース１： 70 km（M7.9）＋20 km（M7.0） 

    ケース２： 30 km（M7.3）＋60 km（M7.8） 

※90 km で計算した場合には M8.1 

 

 

○ 長大な「活動範囲」から発生する地震の規模 

① 「活動範囲」の長さが断層幅の 4 倍を超える場合には、単一の長さが断層幅の 4 倍を超えない

「地震規模想定区間」の組合せを設定し、それぞれから発生する地震の規模を個別に評価した

うえで、それらの地震のモーメント量の和をもって当該「活動範囲」の地震の規模とする。 

② 「地震規模想定区間」で発生する地震の規模は、「地震規模想定区間」の長さ、断層幅及び１

回のずれの量に基づき算出する。 

③ 複数の「地震規模想定区間」の組合せが想定される場合には、地震のモーメント量の和が最大

となるケースを採用する。 
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表３－３ ２つの地震規模想定区間からなる活動範囲が同時に活動したときの地震規模（Mj）

（断層長５ｋｍ単位） 

「地震規模想定区間その２」の長さ（ｋｍ）  松田式 

Ｍ 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 

20 7.0 7.3 - - - - - - - - - - - - 

25 7.2 7.3 7.4 - - - - - - - - - - - 

30 7.3 7.4 7.5 7.6 - - - - - - - - - - 

35 7.4 7.5 7.6 7.6 7.7 - - - - - - - - - 

40 7.5 7.6 7.6 7.7 7.7 7.8 - - - - - - - - 

45 7.6 7.7 7.7 7.7 7.8 7.8 7.8 - - - - - - - 

50 7.7 7.7 7.8 7.8 7.8 7.9 7.9 7.9 - - - - - - 

55 7.7 7.8 7.8 7.8 7.9 7.9 7.9 8.0 8.0 - - - - - 

60 7.8 7.8 7.9 7.9 7.9 7.9 8.0 8.0 8.0 8.1 - - - - 

65 7.9 7.9 7.9 7.9 8.0 8.0 8.0 8.0 8.1 8.1 8.1 - - - 

70 7.9 7.9 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.1 8.1 8.1 8.1 8.2 - - 

75 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.1 8.1 8.1 8.1 8.1 8.2 8.2 8.2 - 

「
地

震

規

模

想

定

区

間

そ
の
１
」
の
長

さ
（
ｋ
ｍ
） 80 8.0 8.0 8.0 8.1 8.1 8.1 8.1 8.1 8.2 8.2 8.2 8.2 8.2 8.3 

 

個々の地震規模想定区間毎に「Mj→M0」を求めて M0 を合計し，合計した M0 を Mj に変

換．Mj と M0 の変換には武村（1990）の式を用いた． 

 

30 km（L＜２W）の 
活動範囲 

 
30 km+40 km（L＞２W） 
の活動範囲 
 
30 km+40 km+20 km 
（L＞４W）の活動範囲 
地震規模想定区間（ケース１） 

 
 
地震規模想定区間（ケース２） 

30 km 

30 km 

30 km 

40 km 

20 km 40 km 

70 km (M7.9)     +    20 km (M7.0) ＝ M7.9 

30 km (M7.3)    +    60 km (M7.8)     ＝ M7.9 

図３－６ 長大な活動範囲の地震規模算出について （断層幅（Ｗ）が 20 km の場合） 

70 km (M7.9)  

 

 

単位区間＝活動範囲 

単位区間 単位区間 

73



 

（３） 将来の活動における 1 回の変位量 

[方針] 

「３．３．２（１） 断層の位置・形態」、「３．３．２（２） 過去の断層活動」で取りまとめた事項を基に、

全ての「活動範囲」について将来に活動したときのずれの量を推定し、「起震断層」ごとに表記する。

複数の「単位区間」を含む「活動範囲」で発生する将来の活動におけるずれの量を推定する際は、

当該「活動範囲」全体の長さに応じて、適切な評価方法を用いる。また、地表におけるずれの量を

推定する際には、当該地域の堆積層の厚さ等、地域的な特性を考慮する。 

 

 [説明] 

 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、一般に長さが 100 km を超える長大な活断層から発生する地震では、地震時における

地表のずれの量が飽和することが知られている。しかし、長大な活断層から発生する地震のずれの

量を適切に評価する方法は必ずしも確立されておらず、算出方法については今後も検討する必要が

あることに留意する。 

 
・①について、断層の長さが断層幅の４倍以上となる長大な活断層については、「３．３．３（３） 将来の

地震の規模」の「○長大な活動範囲で発生する地震の規模」で示されている方法で地震の規模を算

出する際に用いられる「地震規模想定区間」ごとに，ずれの量を推定する。 
 

○複数の「単位区間」が連動した断層活動におけるずれの量の推定 

① 複数の「単位区間」が連動した場合には、個々の「単位区間」が単独で活動したときよりも大

きなずれ量が生じる可能性があることを示す。 
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（４） 地震発生の可能性 

［方針］ 

「単位区間」毎に評価された平均活動間隔と過去の活動時期を参考に、「活動範囲」の平

均活動間隔および最新活動時期を推定する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、当該断層帯が過去ずっと「活動範囲」を１つのまとまりとした活動を繰り返していた

と仮定し、活動時期を検討する。 
 

・ ①について、活動時期の検討は、「活動範囲」ごとに行うこととし、ある「活動範囲」の活動時期

と別の「活動範囲」の活動時期が重複してもよい。 
 

 

（５） ロジックツリーの重みの評価 

［方針］ 

「活動範囲」の組み合わせからなる「シナリオ」を設定して、ロジックツリーを構築し、

それぞれのシナリオに従った活動が発生する可能性（シナリオの重み）を評価する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平均活動間隔および最新活動時期の推定 

① 複数の「単位区間」からなる複数の「活動範囲」については、「活動範囲」全体が活動したと見

なせる活動時期の有無について検討する。 

② ①のような活動が複数想定できる場合、「単位区間」の評価における平均活動間隔を直接的に求

める方法に基づき「活動範囲」の平均活動間隔を算出する。 

③ ①のような活動が想定できる場合、そのうちの最も新しい活動を「活動範囲」の最新活動時期

とする。 

④ ①のような活動が想定できない場合は、「活動範囲」の長さから算出される１回のずれの量と「活

動範囲」を構成する「単位区間」の平均速度のうち、最大の値を用いて平均活動間隔を算出する。 

○ ロジックツリーの作成 

① 複数の「活動範囲」が想定される場合には、想定される地震の組合せに基づきロジックツリー

を作成した上で、資料に基づきそれぞれのシナリオに従った活動が発生する可能性を検討し、専

門家の意見に基づき重み付けを行なう。 

② 考えられる可能性を全て含む暫定的なロジックツリーを構築する。 

③ ロジックツリーで分岐を設定する項目は、活動範囲の区分、活動範囲の長さ、平均活動間隔、最新活動時期

とする。 

④ 各シナリオの重みは、各委員が決定した重みを平均した値を用いることにする。 
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（解説） 
・ある「単位区間」が次に活動するときに隣の「単位区間」と連動する可能性は、両者の間の構造的

特性、隣の「単位区間」の応力蓄積度などのパラメータに基づく関係式により推定することが可能

であると思われる。しかし、各パラメータに関する定量的な検討がまだ行われていないため、現状

では専門家の意見に基づく重み付けを行うこととする。 
 

・ 「ケース」と「シナリオ」について、地下の断層の長さが変わるなど相対的に単純な場合分けを「ケ

ース」と呼び、「単位区間」の連動など、様々な条件を考慮することにより複雑に枝分かれするよう

な場合分けを「シナリオ」と呼ぶこととする。 
 
・ ④について、重みの評価にあたっては、最初に想定可能なシナリオを全て列挙した上で、暫定的な

ロジックツリーを作成する。その後、それぞれのシナリオに従った活動が発生する根拠となる資料

を整理し、それぞれのシナリオに従った活動が発生する可能性について、委員による議論を行う。

最後に、委員個人の考え方に基づき各シナリオに従った活動が発生する相対的な可能性（重み）を

委員ごとに判断する。 
 
・ ④について、各シナリオの重みは、全シナリオの重みの合計が１となるように割り振ることとし、

どのシナリオが発生する可能性が高いかという観点から、各シナリオの重みを決定する。 
 
・ ④について、各シナリオの重みは、全委員がそのシナリオに与えた重みの算術平均により決定する

こととする。評価文にはどのような場で重みを決定したのか分かるように注記（例えば、「第○回長

期評価部会において決定された」、等）する。 
 
・ ④について、主文には、小数点以下１桁に丸めた重み、説明には小数点以下２桁に丸めた重みを記

載する。重みが 0.05 以下となったシナリオについては、主文に示さずに説明文の中で補足的に述べ

ることとする。 
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３．３．４ 今後に向けて 

［方針］ 

「断層帯」のシナリオ評価の精度を向上させるために今後必要な事項を記述する。 

 

［説明］ 

 
 
 
 

 

（解説） 
・ ①に示す評価精度の向上については、シナリオ評価をする上で不足していた断層パラメータの種類

やロジックツリーによる重み付けで生じた問題点等を記述する 
 

 

○ 主な記述内容 

① 「断層帯」のシナリオ評価の精度を向上させるために必要な事項を記述する。 

② 一定以上の評価ができた場合でも、さらに今後の課題を記述する必要があると判断された場合

には、その旨を記述する。 
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３．４ 「単位区間」の評価 

３．４．１ 活断層の概要 

（１） テクトニクス上の位置づけ 

［方針］ 

「単位区間」周辺における地形的な特徴，地質構造上の特徴、地殻変動の向きや速さ、地震の

活動性およびプレート境界との位置関係などに関してその概要を簡潔に示す。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（解説） 

・ 起震断層の評価においてテクトニクス上の位置づけが説明されている場合は、必要がある場合のみ

記述をする。 
 
・ ①について、山地と平野（盆地）との境界付近を断層が通過していたり、活断層に沿って河川が流

れていたりする場合には、それぞれの地形名と活断層との位置関係を記述する。 
 
・ ②から④までについては、顕著な特徴がある場合について記述する。 
 
・ ⑤については、海溝軸からのおおよその距離や活断層分布域におけるプレート境界面の深さなどを

記述する。 
 

 

○ 主な記述内容 

① 活断層が分布する位置について、周辺の山地、平野、主な河川などとの関係を記述する。 

② 活断層周辺の地質構造について、地質の種類と年代及び地質構造から推定される変位の向きなど

について記述する。 

③ 活断層を挟んだ両側で、水準点及び基準点の改測結果や GPS 観測結果に基づく地殻変動に有意

な違いがみられる場合には、その向き及び速度について記述する。 

④ 活断層に沿って活発な地震活動がみられる場合には、その分布の特徴を記述する。 

⑤ 活断層とプレート境界との空間的な位置関係について記述する。 
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（２） 主な調査研究 

［方針］ 

「単位区間」に関する既往の調査研究成果について、その概要を簡潔に示す。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
（解説） 

・「起震断層」の評価において主な調査研究が説明されている場合は、必要がある場合のみ記述をする。 
 

・引用する文献は、公表済みの論文、著書及び報告書を基本とし、学会発表の予稿集や未公表資料に

ついては原則として参照しない。 
 

 

 

○ 主な記述内容 

① 以下の項目に関連する文献を引用し、既往の調査研究成果を簡潔にまとめる。 

 ・断層の名称を定義した文献 

 ・活断層であることを最初に定義した文献 

 ・地表における分布形状、地下の断層形状に関する文献 

 ・平均的なずれの速度及び活動履歴に関する主な文献 

 ・歴史地震に関する主な文献 

 ・交付金調査結果など、総合的な活断層調査に関する主な文献 
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３．４．２ 断層の位置・形態 

（１） 構成する断層 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（解説） 

・ ③の検討に際しては、活断層などの変動地形、地質、重力異常分布などの情報を同一縮尺（20 万

分 1 程度）で 1 枚～数枚に重ね合わせた分布図を作成する。検討に際しては、上記地理空間情報の

信頼度を考慮する。特に断層線については長期評価としての位置・形態評価となることを十分考慮

し、断層線を採用した合理的根拠と信頼度を明記する。 

○ 構成する活断層 

① 「単位区間」に含まれる既存の活断層の名称とその出典を全て記載する。 

② 断層名は、北あるいは西から順に列挙する。 

③ 「単位区間」の位置・形態は、地質・重力などの情報と重ね合わせることにより主要な資料の比

較を行って、最も適当と判断したものを採用する。特に、資料によって断層位置が異なる場合は、

資料ごとの見解を示すとともに、評価に用いた資料と採用した根拠を明記する。 

④ 副次的な断層が存在する場合には、主断層との位置関係や、概略の長さを記述する。 
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（２） 断層の位置・形状 

［方針］ 

断層の位置・形状に関するパラメータとそれらを導き出した根拠について、地表における「単位区

間」の位置・形状と地下における断層面の位置・形状について分けて記述する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（解説） 

・①について、断層位置図の縮尺は２万５千分の１程度とし、地形及び主要な構造物との位置関係が

確認できることが望ましい。 
 
・②について、端点の位置が不確かさを伴うと評価した場合には、その根拠を記述して、今後の調査

結果によっては端点の位置が大きく変わる可能性があることを記述する。 
 
・⑤について、「変形帯の幅」とは、地表での変形が「たわみ」として現れている場合に、地形面の勾

配が変化している区間を示す。 
 

 
 
 
 

○ 地表における「単位区間」の位置・形状 

① 地表における断層線の端点の位置を、断層位置図に示す。 

② 端点及び屈曲点の測地座標（緯度・経度）を 0.1 分単位（十分特定できない場合は 1 分単位）

で示す。座標は世界測地系に則り、主文の表に記載する。 

③ 断層の長さと走向（延びる方向）は、周辺の地形・地質や地下構造を考慮して決定する。「単位

区間」の境界などで断層が屈曲している場合には、その前後で分割して、それぞれに示す。長

さは 1 km 単位、走向は１°単位とする。 

④ 地表における断層の延長方向が海域もしくは沖積平野の場合は、断層がさらに延びている可能

性を検討することとし、地下や海域の長さや端点が推定可能な場合は地表と同様に記述する。 

⑤ 断層線を地図に示す際には、変位地形の形態、変形帯の幅及び断層が通過することの信頼度等

に応じた断層線の表現方法を用いる。 

図３－７ 変形帯の幅を示した断層線の表現方法の例 

      都市圏活断層図「北上」（今泉ほか，2002） 
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（３） 断層面のずれの向き 

［方針］ 

断層のずれの向きと種類及びその判断根拠について記述する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、「単位区間」の一部で、「単位区間」を通じて卓越する成分と異なるずれの向きを示す

部分がある場合は、その範囲と当該範囲で卓越する成分について記述する。 
 

 
 

○ 断層のずれの向きと種類 

① 卓越するずれの向きと種類(正断層、逆断層、横ずれ断層の区分)、その判断根拠について記述

する。 

② 縦ずれ断層の場合には、相対的に隆起している側と、正断層、逆断層の種別を、横ずれ断層の

場合には、相対的なずれの方向について記述する。併せて、ずれの副次的な成分の有無と種類、

その割合等についても記載する。 
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３．４．３ 断層面の形状 
［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
（解説） 

・⑨について、活断層評価手法等検討分科会では、花折断層帯・三方断層帯と琵琶湖西岸断層帯南部

との関係について検討を行った。 
 
・⑩について、地質構造から地下の断層の延長を推定する場合は、地表で活断層が存在する区間の地

下構造を推定した上で、地質構造等から同様の地下構造が推定され、かつアクティブに活動してい

ることが想定される区間における活断層の存在を推定する。この際、地表の長さが「短い活断層」

について、地下の断層の長さの最大値が設定されていることに留意する。 
 
・⑩について、ロジックツリーにおける重み評価は、「３．３．３．（５）」で示した方法に準拠して行う。 
 
・⑩について、主文には、各ケースの重みを示さず、各ケースから推定される長さの最大値と最小値

のみを示すこととする。説明文には、小数点以下２桁に丸めた重みを記載する。なお、重みが 0.05
以下となったケースについては、主文には示さずに説明文の中で補足的に述べることとする。 

○ 地下における断層面の位置・形状 

① 地下における断層面の端点の位置、端点と端点を結んだ長さ及び断層面の上端と下端の深さを

記載する。 

② 断層のずれ、もしくは断層による撓（たわ）みが地表まで達している場合には、断層面の上端

の深さは非常に浅いと判断する。 

③ 断層活動に関連する褶曲など、断層線以外の変動地形が広域にみられる場合は、小規模な断層

線が地表に存在したとしても主要な断層面の上端は地表に達していない可能性を検討する。こ

の場合、上端の深さは地質構造や地下構造探査などの情報から判断する。 

④ 断層面の傾斜については、傾斜角度、傾斜方向、これらを導いた根拠とその値が適用される深

さについて記述する。 

⑤ 断層面の傾斜角は５°単位で記述する。これらを直接求める根拠が乏しい場合は、長期評価結

果は「不明」とし、参考値として周辺の地質構造や地史などから最も適当と考えられる値を 15°

単位で記述する。 

⑥ 断層面の幅は、断層面の上端・下端の深さと傾斜から計算により求める。 

⑦ 断層面の下端の深さは、地震観測結果から推定される地震発生層の下限の深さに基づいて１

km 刻み（十分特定できない場合には 5 km 刻み）で表示する。 

⑧ 傾斜が不明であることにより断層面の幅を求めることができない場合には、地震発生層の深さ

のみを主文の表に記載する。 

⑨ 逆断層と横ずれ断層が近接する場合には、斜めずれ断層が地下で分岐し、断層上でのすべり成

分が分配されている可能性があるので、これらの断層の周辺における測地観測結果や地震発

生状況を参照し、すべり分配の可能性について検討を行う。 

⑩ 地下の断層面の長さが延長する可能性がある場合は、その根拠を記述した上で、延長するケー

スの重みをロジックツリーで評価する。 
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［説明］ 

 

 

 

 
 
 
（解説） 

・①について、地表では並走する断層が地下では一つの断層となっていたり、褶曲構造に伴う断層で

あったりすることが、反射法地震探査断面等によって十分明らかにされている場合が想定される。 
 
・②について、断層位置図における表現に関しては、断層線の幅や色を変えることが考えられる。 

○ 副次的な断層が存在する場合 

① 断層が並走する場合などで、副次的な断層の位置及び傾斜等の情報から、より深部の情報が得

られた場合には、参考情報として記述する。 

② 深部の情報等に基づき副次的な断層であることが明らかにされている断層については、断層位

置図において主断層と異なる表現を用いる。 
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３．４．４ 過去の断層活動 

（１） 平均変位速度(平均的なずれの速度) 

［方針］ 

平均的なずれの速度とその求め方（ずれを求める基準となる地形面や地層の設定、平均的

なずれの速度の算出手法）について、「単位区間」ごとに記述する。平均的なずれの速度を

求めることができない場合には、活動度について記述する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ずれを求める基準となる地形面や地層の設定 

① 断層線の両側に分布する段丘面などの数千～数 10 万年前までに形成された地形面、もしくは数

10～100 万年前程度の地層などをずれの基準とする。多くの断層活動によって、ずれの量が累

積している場合には、1 回のずれの量の数倍以上に相当するずれの量を持つ方、現在に近い基

準の方が信頼度の高いものとして扱う。 

○ 平均的なずれの速度の算出方法 

① 「断層活動により累積したずれの量」を「ずれの基準に用いた地形の形成年代」で除して求め

る。 

② 「断層の１回のずれの量」を「平均活動間隔」で除して求める。 

③ 平均的なずれの速度を評価するだけの資料が得られなかった場合には、「新編日本の活断層」

(活断層研究会編，1991)の活動度を記載する。もしくは、資料に基づいて活動度を判断する。 

④ １つの「単位区間」で複数の平均的なずれの速度が求められる場合には、それぞれの値の信頼

度を確認した上で、「単位区間」全体を代表する値としては幅を持たせた値とするか、もしく

は、根拠を明確にして特定の値を代表値とする。さらに、値の信頼度が高い場合は、断層の走

向方向に投影した平均的なずれの速度の分布様式とそれぞれの値を記載する。 

⑤ 横ずれが卓越する断層帯では、平均的なずれの速度に加えて、断層活動による代表的な河川の

屈曲量を記述し、他の断層帯と活動性を比較する際の目安として用いる。 

⑥ 地表の情報から地下の平均上下変位速度・変位量を見積もる場合は、地表における最大値を採

用する(横ずれは別途検討する)。 
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［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、平均変位速度を算出した際に用いた変位基準の年代と変位量については一覧表にして

まとめておく。 

 

・変位量は断層面に沿った変位及び走向方向に沿った変位を含めた実変位量であることが望ましい。

状況により、上下成分や水平成分しか計測できない場合には、そのことを明記する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 複数の断層が並走する場合 

① 並走する複数の断層線が存在する場合には、個々の活断層の平均的なずれの速度を足しあわせ

た値を、その地点における「単位区間」の平均的なずれの速度とする。ただし、変形が幅広く

及んでいる場合には、その影響を加味する、副次的な断層の場合は考慮しないなど、断層帯周

辺全体に着目して判断する。 

② 複数の断層が雁行し、一部が重複して並走する場合、重複している一方で求められた平均的な

ずれの速度はもう一方と補完関係にある可能性を考慮する。 

○ 断層に沿った平均変位速度の分布 

① 断層の各地点において得られている平均変位速度に関する情報を図にまとめ、平均変位速度の

空間分布の傾向について記述する。 

図３－８ 糸魚川－静岡構造線断層帯における平均変位速度分布（澤ほか，2006） 
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（２） 過去の活動時期 

a) 地形・地質的に認められた過去の活動 

［方針］ 

 断層活動（地震発生）の認定に用いた地形学的・地質学的証拠と断層の活動時期につい

て、その詳細を記す。調査地点や調査対象となった地形、地層に関しても概要を記述する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・②について、断層に沿ってずれの量が変化することがあるので､ずれの量の分布傾向に留意する必要

がある。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・①について、ある地層面を境として、下位の地層の方が上位の地層よりずれの量が大きい場合、そ

の地層面が形成された時期に少なくとも 1 回の断層活動があったと判断する。ずれや変形が、ある

地層の中で不連続になっている場合には、その地層が形成される間に断層活動があったと判断する。 
 

○ 地質学的証拠に基づく断層活動の認定 

① 地層の切断やずれの不連続の有無、断層低下側の崩壊に伴う堆積物（崖錐堆積物）の有無などに

基づいて、過去の断層活動を認定する。 

② 地層が緩やかに撓んでいる場合には、その付近に分布している撓んだ地形面の傾斜と比較して判

断する。 

③ 断層活動の証拠が認められた地層（以下、活動層準）では、1回のずれの量が過大にならない限

り、各々の活動層準において最小回数の断層活動を設定する。複数回の活動が想定可能な場合は

その旨を併記する。 

④ 断層活動の認定根拠から、場所ごとかつ活動ごとに断層活動の有無の信頼度を判断し、記述する。 

⑤ 断層活動がなかった期間が判断できる場合には、その期間を記述する。 

○ 地形学的証拠に基づく断層活動の認定 

① 一続きの地形面上に断層崖が認められる場合には、その地形面が形成された時期以降に少なくと

も 1回の断層活動があったと判断する。 

② 異なる時代に形成された地形面に断層崖が認められ、時代の古い地形面の方でずれの量が有意に

大きい場合には、両段丘面の形成時期の間に断層活動があった可能性について検討する。 

③ 異なる時代に形成された複数の段丘が断層の両側に分布し、それらの分布高度に一定の高度差が

認められる場合には、その段丘面が形成された時期以降に少なくとも 1回の断層活動があったと

判断する。 

④ 撓曲（とうきょく）帯（たわみの領域）の幅が広く上下のずれの量が十分に大きな場合には、隆

起した地形面が段丘化していることに基づいて断層活動を判断する。 
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・④について、トレンチ調査における断層活動の認定根拠を図のように考える。 

 

・断層線が並走する場合には、ある断層線で断層活動が確認されても、それ以外の時期に活動がない

ということはいえない点に留意する必要がある。 

 

 

 

図３－９ 地層の変形構造の種類の違いに基づく断層活動の確実度 

Allen（1986）、岡田（1990）をもとに加筆・分類して、イベント年代推定作業グループが作成 
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［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (解説) 
・⑤について、推定幅の中で信頼度が異なる場合の記載は、次のような例が考えられる。 

(例：約 2000－5000 年前に活動があったと考えられ、それは 2000－3000 年前であった可能性がある) 

 

・⑥について、断層活動がなかった時期の判断に当たっては、堆積物の欠損に注意する必要がある。こ

れは大規模な地域性を持つことがあり、例えば、東北日本の海岸平野では 1 万年前以前の氷期におけ

る堆積物の欠損が顕著である。 

 

 

○ 断層の活動時期の推定 

① 活動時期は、活動層準の直上と直下の地層の形成年代で挟まれる期間とする。 

② 横ずれ断層において、段丘面を刻む段丘崖及び谷壁のずれが変形の指標となる場合には、開析

された地形面の年代以降に活動が生じたと判断する。段丘崖を刻んだときの地形面もしくは谷

底に活断層による変形が認められない場合には、その形成年代以降には断層活動がなかったと

考える。 

③ 地層形成の絶対年代については、放射性炭素（14C）年代のほか、降下した年代が推定されてい

る火山灰等を利用する。 

④ 活動層準の直上の地層では得られた年代のうち最も古い年代値、活動層準直下の地層では最も

新しい年代値を採用し、その上限値と下限値の推定幅で活動時期を記述する。ただし、それら

の地層が岩相などからほぼ一定速度で堆積したと判断でき、かつそれと矛盾しない複数の年代

値が得られている場合は、堆積速度を計算することにより、活動時期の幅を絞り込む。 

⑤ 活動層準の直上もしくは直下の地層で年代値が得られていない場合、もしくは年代値の信頼度

が低い場合は、さらにその上下の地層で得られた年代値から活動時期を推定する。得られた推

定幅の中で信頼度が異なる場合はその旨を記述する。 

⑥ 断層活動がなかったと判断できる時期も記述する。 
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［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(解説) 
・ ①について、2010 年 1 月 1 日現在では、OxCal は Version.4（Ramsey,1995,2001）を、較正曲線

データに INTCAL04（Reimer et al.,2004）を使用している。 

 

・ ①及び②について、別の較正方法や較正曲線を利用した場合は、用いた手法等について記載する。 

 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 年代値の補正 

① 14C 年代値について、計測値が 20,000 年 BP より新しい場合には暦年較正プログラム OxCal の最

新版に基づいて暦年補正し、1σの幅で示す（σ：標準偏差）。 

② 20,000 年 BP より古い年代値については Kitagawa and van der Plicht（1998）に基づいて暦

年較正する。 

③ 10,000 年前よりも新しい年代値は四捨五入して百年単位で記述し、このうち 2000 年前よりも

新しい年代値は世紀単位を併記する。10,000 年 BP より古い年代値については四捨五入して千

年単位で記述する。ただし、暦年補正し 1σの幅で示した年代値が 10,000 年 BP を挟む場合に

は、10,000-11,000 年 BP の範囲は四捨五入して百年単位で記述する。 

④ 貝などの海生生物の遺骸を年代資料として用いた際には、海洋リザーバ効果を考慮して海域ご

とに補正した年代値を用いる。 

⑤ 考古学的手法により年代値が得られ、十分に信頼性を有する場合にはその数値を使用する。 

○ 主断層と副次的な断層の関係 

① 主断層が活動した際に、必ずしも副次的な断層が活動するとは限らないと判断する。 

② 副次的な断層が活動した場合には、主断層も同時に活動したものとみなす。 
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b) 先史時代・歴史時代の活動 

［方針］ 

既存文献などにより当該「起震断層」との関係が示唆されている先史時代・歴史時代の地

震などについて記述し、地震動による地盤の液状化現象や地すべりの痕跡を示す考古学的

報告などについても記述する。また、地質学的に求められた過去の活動時期や想定される

規模などと被害の状況により、当該起震断層との関係を判断する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

・ ①のうち、強震動予測結果との比較に基づき、歴史地震と断層関係を推定した例として、1751 年寛

延名立地震（M7.0-7.4）を高田平野西縁断層帯の固有規模の活動であったと評価した例がある｡ 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 先史時代・歴史時代の地震との対比 

① 先史時代の活動や歴史地震と断層活動との対応について、以下の条件に基づいて対応の有無

を判断し、対応がある場合にはその信頼度を示す。 

１．断層活動を直接示唆する記録（地表地震断層）がある。 

２．地質学的に活動年代を 300～400 年程度の年代幅で限定することができ，その期間

に対象断層が活動した可能性を持つ内陸被害地震が記録されている。 

３．その地震の被害が対象断層に沿って集中しているという記録がある。 

４．その地震の被害分布や被害の規模が、想定される断層における強震動予測結果と調

和する。 

 

○ 歴史記録からそれ以後固有規模の地震が発生していないことの推定 

① 固有規模の地震と対応する歴史記録が認められない場合でも、固有規模の地震以外と考えられ

る地震、またはそれに類する災害（津波など）の記録があれば、少なくともそれ以後は当該断

層帯で固有規模の地震は発生していないものとして扱う。 
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（３） 過去の活動における１回の変位量（1 回のずれの量） 

［方針］ 

地表における 1回の断層活動に伴うずれの量と、その求め方について記述する。1回のず

れの量を求める手法としては、以下に示すように、直接的に求める手法、間接的に求める

手法、歴史地震から推定する手法及び断層長（単位区間の長さ）から補助的に推定する手

法がある。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

（解説） 
・従来の評価においては、多くの場合、トレンチ調査で確認したずれ量を１回のずれの量としている。 

 

・音波探査及びボーリングの調査結果からずれの量を読み取った例もある。 

 

・形成時代の異なる複数の段丘が分布し、ずれの量が累積している場合、最も新しい時代に形成され

た段丘のずれが最新の断層活動により生じたと判断し、１回のずれの量と判断することもできる。 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

（解説） 
・変形帯の幅が広い場合には、ずれている地形面及び地層面の高度差を累積したずれの量とみなし、

トレンチ調査などで得られた活動回数で除して１回のずれ量を求める（例，十勝平野：光地園、北

上低地西縁、鈴鹿東縁、布引山地東縁：東部、屏風山・恵那山－猿投山：恵那山－猿投山北、邑知

潟、会津盆地西縁・東縁：西縁、養老－桑名－四日市）。 

 

・海岸線を横切って活断層が分布する場合、活断層の両側に分布する比較的新しい時代に形成された

海岸付近の複数の段丘もしくは海岸地形のずれの量の累積から、断層活動の回数を推定し、１回の

ずれの量を推定する（例，柳ヶ瀬・関ヶ原：主部／北部）。 

 

・形成時代の異なる複数の段丘が分布し、横ずれの量が累積している場合、トレンチ調査で分かった

活動時期と活動回数を基に、各段丘面の形成年代に対応する活動回数で除して、１回のずれの量と

する（例，阿寺：主部／南部）。 

 

・将来の１回のずれの量を求める際に、平均活動間隔と平均的なずれの速度から１回のずれの量を算

出する（例，富士川河口）。 

 

 

○ 直接的に求める手法 

① ずれの量とそれを形成した断層の活動回数が直接判明している場合、地形面の測量結果やトレ

ンチ調査結果などから、直接的に 1回のずれの量を推定する。 

○ 間接的に求める手法 

① 複数回の断層活動によりずれや変形が累積した地形面・地層面などについて、累積したずれの

量を活動回数で除して地表における 1回のずれの量を計算する。 
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［説明］ 

 

 

 

 

（解説） 
・別の起震断層と過去に同時に活動した際のずれの量を参考情報として、評価値は断層長の情報から

算出した（例，横手盆地東縁，雫石盆地西縁－真昼山地東縁、濃尾：温見、濃尾：主部）。 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

(解説) 
・地表地震断層の長さと過去の活動における 1 回のずれの量の関係、もしくは震源断層の長さと地下

におけるすべり量の関係を求めた経験式としては、松田（1975）、松田ほか（1980）等がある。それ

ぞれの出典で示されている経験式は、以下の通りである。 

     松田（1975） Log L = 0.6M－2.9 ････････････････････････ （3-3） 

                                Log D = 0.6M－4.0 ････････････････････････ （3-4） 

L：１回の地震で活動する断層の長さ（km）、  

M：地震規模（マグニチュード）、 D：１回のずれの量（m） 

     松田ほか（1980） D = 10-1 L      ･････････････････････････････････ （3-5） 

L：１回の地震で活動する断層の長さ（km）、  

D：１回のずれの量（m） 

 

 ・断層長から補助的に 1回のずれの量を推定する場合、従来は松田（1975）の経験式を用いていたが、

松田（1975）の経験式は実際に生じた地表地震断層において計測された結果に基づいて求められて

おり、必ずしもずれの最大の量が含まれていない可能性もあることから、松田（1980）の式なども

用いることとする。 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 歴史地震から推定する手法 

① 歴史地震の前後に実施された測量結果などから、歴史地震により生じたずれの量を推定し、1

回のずれの量とする。 

○ 「単位区間」の長さから補助的に推定する手法 

① 上記のような求め方ができない場合（もしくは上記の方法で得られた値を補足するために）、過去に発生し

た地表地震断層の長さとそのずれの量との関係を示した経験式等に基づき、「単位区間」の長さから地表に

おける1回のずれの量を推定する。 

○ 地表における 1 回のずれの量の分布 

① 「単位区間」上の複数地点において過去の活動での地表における１回のずれの量に関する情報

が得られる場合には、その分布を示す。 
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（４） 平均活動間隔 

［方針］ 

平均活動間隔とその求め方について記述する。平均活動間隔を求める手法としては、以下

に示す直接的に求める手法、間接的に求める手法及びベイズ理論による手法がある。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①※活動間隔を直接的に求める手法（その１）
　（活動１の時期がt1、かつ活動nの時期がtnのケース）

【ｎ＝３の場合】

R1min

R1max

②※活動間隔を直接的に求める手法（その２）
  （最新活動時期t1が判明していて、それ以前のt´以降にn回の活

　動があることが判っているケース）

　【ｎ＝３の場合（上：最小値、下：最大値）】

t1t2t3

R2min

R2max

１２３４

t1t´

t1

１２３

③※活動間隔を直接的に求める手法（その３）
  （特定の期間(ｒ)に、最新活動時期を含めてn回の活動が推定され

　　ているケース）

　【ｎ＝２の場合（上：最小値、下：最大値）】

R3min

R3max

new

new

new

t1 new

t3 new t1 old

t3 old

(t1 new)

(t1 old)

ｒ

R1 min ＝（t3 new－t1 old）/ 2

R1 max ＝（t3 old－t1 new）/ 2

R2 min ＝（t´－t1 old）/ 3
R2 max ＝（t´－t1 new）/ 2

R3 min ＝　r / 3

R3 max ＝　r / 1

 

○ 直接的に求める手法 

① 最新活動時期（t1）を含め全体でn回（n≧2、以下同じ）の活動があったことと最初の活動時期（tn）が判明

している場合の平均活動間隔（R1）。 

R1 min ＝（tn new－t1 old）/（n－1） ････････････････････････ (3-6)  

R1 max ＝（tn old－t1 new）/（n－1） ････････････････････････ (3-7)  

② 最新活動時期（t1）が判明しており、これに先立つ時期（t́ ）以降に n 回の活動があることが判明している

場合の平均活動間隔（R2）。 

R2 min ＝（t́ －t1 old）/n ･････････････････････････････････ (3-8)  

R2 max ＝（t́ －t1 new）/（n－1）  ･･････････････････････････ (3-9) 

③ 特定の期間（r）に、最新活動を含めてn回の活動が判明している場合の平均活動間隔（R3）。 

R3 min ＝ r  /（n+1） ･･････････････････････････････････ (3-10)  

R3 max ＝ r /（n－1） ･･････････････････････････････････ (3-11) 

図３－１０ 直接的手法による平均活動間隔の求め方 

94



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

○ 間接的に求める手法 

① 累積したずれの量と１回のずれの量から活動回数を求められる場合には、基準となる地形面・地層面の形

成年代を活動回数で除して平均活動間隔を計算する。 

② 1回のずれの量を平均的なずれの速度で除して平均活動間隔を計算する。 

活断層評価における最新活動からの経過時間の算出ルール

①最新活動を特定の歴史地震として評価した場合

※歴史地震の発生月日までは考慮しない（1月1日で計算）

②最新活動を特定の歴史地震と評価できなかった場合
ア）最新活動が紀元後（世紀単位）の場合

１３世紀以後、１５世紀以前の場合
1201年 1300年末 1401年 1500年末 （西暦）

長い側
80０＋ｘ年 ※最新側を歴史記録なしで押さえている場合も同様扱う

短い側 Ｘ＝公表年－２０００年
50０＋ｘ年

イ）最新活動が紀元前の場合

３５００年前以後、２８００年前以前の場合

長い側
3500年 誤差を含めて○○年前と表記していることから、

起点からの時間を第1版の評価では固定して扱う
3500年前 短い側 （ある程度、年月が経過すると○○年自体に

2800年 ＋１００年ないし＋１０００年する必要が生じる）

2800年前

ウ）最新活動が紀元前後をまたぐ場合

３５００年前以後、6世紀以前の場合
（西暦） ６００年末

長い側
3500年

3500年前 短い側
140０＋ｘ年 Ｘ＝公表年－２０００年

確率計算基準日（評価公表年の1月1日）歴史地震

確率計算基準日（評価公表年の1月1日）

確率計算基準日（評価公表年の1月1日）

確率計算基準日（評価公表年の1月1日）

 

図３－11 最新活動からの経過時間の算出ルール 
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［説明］ 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・先験情報としては、以下のものを用いる。 

(1) 平均活動間隔 
 間接的手法で算出される値の周辺にばらつく分布を仮定し、事前分布を設定する。 
(2) 各活動時期の推定範囲 
 活動時期の範囲を一様に分布させ、これを事前分布とする。 
(3) 地震発生間隔の統計モデル 
 地震発生は更新過程で、発生間隔は BPT 分布に従い、ばらつきのパラメータは国内の活断層に

ついて共通の値であると仮定する。 
 

 

［説明］ 

 

 

 

 

(解説) 
・一般に、活動間隔が十分に絞り込まれていない場合や、2 回の活動時期のみで求める場合は、直接

的に求める手法では信頼度が劣る場合が多い。 
 
・活動間隔を求める際には、断層帯全体の地震イベント時空間ダイヤグラム（図２－５参照）を作成

し、各単位区間の信頼度や活動性などを考慮して、より信頼度が高い手法を採用する。 
 

 

○ 手法の選択 

① 複数の手法により平均活動間隔を求めることができる場合は、より信頼度が高い手法を採用す

る。 

○ ベイズ理論による手法 

① 直接的に求める手法、間接的に求める手法のいずれによっても平均活動間隔が求められる場合

で、1 回以上の活動間隔が判明している場合には、ベイズ的推論により、平均活動間隔を求め

ることができる。つまり、平均活動間隔、各活動時期の推定範囲、地震発生間隔の統計モデル

を先験情報とし、モンテカルロ法で尤度関数の加重平均を求めて、平均活動間隔を算出する手

法である。 
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（５） 過去の「活動範囲」 

［方針］ 

過去に地震が発生した際の「活動範囲」とその推定根拠を記述する。 

 

［説明］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

・ ②について、過去に隣接した「単位区間」が同時に活動した例としては、1891 年濃尾地震（温見断層、根尾

谷断層及び梅原断層）、1927 年北丹後地震（郷村断層と山田断層）などが挙げられる。 

 

・ ③について、過去に「単位区間」の一部のみが活動した例としては、1998 年岩手県内陸北部の地震（雫石

盆地西縁断層）における M6.2 の例等がある。 

 

 

○ 過去の「活動範囲」 

① １つの「単位区間」は、基本的に１つの「活動範囲」であると判断する。 

② 歴史記録やトレンチ調査等から、過去の活動において隣接した「単位区間」と同時に活動した

記録もしくはその可能性を示唆するデータがある場合には、それについて記述する。 

③ 歴史記録や観測事実等に基づき、「単位区間」の活動とは有意に異なる一回り小さい地震のう

ち、地表地震断層を伴うものがあった場合には、その地震規模とともに地表地震断層の出現範

囲及び地下の断層の長さなどを記す。 
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３．４．５ 活動時の地震の規模 

［方針］ 

歴史地震記録、地下の断層形状から推定される震源断層の長さ、１回の活動によるずれの量な

どの断層パラメータに基づき、活断層が活動した際に発生する地震の規模を評価する。評価した

地震の規模については、延長部の存在を示唆する情報の信頼度に応じた地震の規模の信頼度

を記述する。 

 

 

［説明］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（解説） 
・②について、参照した資料においてマグニチュードの値が小数点以下第二位以下まで示されている

場合には、小数点以下第二位の値を四捨五入する。 
 
・②について、地震の規模の表記については、基本的に数値の後に「程度」を付記する。 
 
・④について、島崎（2009）では、震源断層がある長さ以上となると震源断層長はほぼ活断層の長さ

と等しくなるとし、活断層の長さと活断層の累積数の関係から、長さが 40km 未満では活断層の数

が予測より少なく、地下の震源断層の長さより地表の断層の長さが短い活断層で発生する地震の規

模の上限は M7.4 程度であるとしている。このことから、地質断層の存在等から地下の震源断層の長

さが延長すると想定する場合、地下の断層の長さの最大値は約 35km とする。 
 
・④について、検討の際には必要に応じて「評価地域」で過去に発生した地震のうち活断層以外の場

所で発生した地震の最大規模を参照することとし、具体的には、当面の間、「全国地震動予測値図」（地

震調査推進本部地震調査委員会，2009）で用いられている垣見ほか（2003）の地震地体構造区分を

○ 地震の規模 

① 地震の規模は、気象庁マグニチュード（M；以下では単に「マグニチュード」と記す）で表す。 

② マグニチュードの大きさは 0.1 単位で表記する。 

③ 活断層の長さに基づき地震の規模を推定する場合には、松田（1975）の M-L 式を用いてマグ

ニチュードを計算する。 

④ 地震規模の推定の際の断層の長さには地下の断層の長さを用いることとする。 

⑤ 過去における 1 回のずれの量が求められている場合には、松田（1975）の M-D 式からマグニ

チュードを計算する。 

⑥ 活断層の長さについて信頼度が低い場合には、M-L 式と M-D 式を併用する。 

⑦ 歴史地震の研究や観測によって地震の規模が分かっている場合には、その値を引用もしくは参

照して、上記の手法により求めた地震の規模と包括して記述する。 

⑧ 活動時の地震規模について、④、⑤，⑦により複数の値が得られた場合には、最も大きな値を

評価に用いる。この際、地表に活断層が表れている場合は地震発生層の厚さに対応する規模以

上の地震が発生すると想定されることを考慮する。 

⑨ 地下の断層の位置及び長さについて、複数の可能性が想定される場合、シナリオ毎に地震の規

模を評価するとともに、ロジックツリーを用いてシナリオの重み付けを行う。 
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元に作成された陸域の震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュードに最近の知見を加味

したもの（図３－３）を参照することとする。 
 
・⑥について、活断層の長さの信頼度が低い場合として、活断層の端部が海域や沖積平野へ続いてい

る可能性がある等の理由が考えられる。 
 
・⑦について、歴史地震に関する資料に記されている地震の規模が幅をもって記されている場合には、

その最大値をもって活動時の地震の規模とする。 
 
・⑨について、ロジックツリーにおける重みは、小数点以下１桁まで記述することとし、重みが 0.05
以下となったシナリオについては、主文に示さずに説明文の中で補足的に述べることとする。 
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図３－12 陸域の震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード 
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［説明］ 

 
 
 
 
 

 

（解説） 
・ ②について、信頼度の「○」、「△」、「▲」に対応した説明文における表現は、それぞれ、「推定さ

れる」、「可能性がある」、「可能性もある」とする。 

○ 地震規模の信頼度 

① 延長部の認定の根拠となった地質構造や重力異常などの情報の信頼度及び情報量に基づき、地

震規模の信頼度を評価する。 

② 地震規模の信頼度は「○」、「△」、「▲」の三段階とする。 
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３．４．６ 地震後経過率 

［方針］ 

過去の断層活動でとりまとめた最新活動時期と平均活動間隔とに基づき、地震後経過率を記述

する。求められた地震後経過率については、その信頼度を示す。 

 

［説明］ 

 
 
 
 
 

 

 

（解説） 
・ ①について、地震後経過率は、最新活動時期（年）を平均活動間隔（年）で除して算出する。算出に用いる

数値は、評価のために四捨五入した概数ではなく、それぞれの元データにおける値を用いる。 

 

・ 地震後経過率は、小数点以下第二位を四捨五入し、0.1 単位で表記する。 

 

・ ①について、地震後経過率の値が 0.5 を超える場合には、将来の活動について注意すべき活断層であるこ

とを記述する。 

 
 

 

［説明］ 

 
 
 
 
 

 

 

（解説） 
・ ②について、最新活動時期と平均活動間隔の信頼度がいずれも「○」以上の場合には地震後経過率の信

頼度を「◎」に、いずれかが「○」以上の場合には「○」に、いずれも「△」以下の場合には「△」として評価す

る。 

 

・ ③について、地震後経過率が 2.0 を超えた場合には、予測されている活動時期を既に大幅に過ぎてしまっ

ていることから、評価に用いた断層パラメータに問題がある可能性を考慮して、信頼度は低いと判断する。ま

た、その場合には、「今後に向けて」において最新活動時期及び平均活動間隔の値について再検討の余地

があることを記述する。 

 

○ 地震後経過率の算出 

① 地震後経過率は、過去の断層活動に関する断層パラメータのうち、最新活動時期と平均活動間

隔の値を用いて算出する。 

② 断層活動の最新活動時期及び平均活動間隔に幅がある場合には、地震後経過率が最大になるケ

ースと最小になるケースを計算して求め、その幅を持って示す。 

○ 地震後経過率の信頼度 

① 地震後経過率の信頼度は、活断層の最新活動時期及び平均活動間隔のそれぞれの信頼度に基づ

いて評価する。 

② 地震後経過率の信頼度は、「◎」「○」「△」の三段階で評価する。 

③ 地震後経過率の最大値が 2.0 を超える場合には、信頼度を「△」とする。 

102



 

３．４．７ 今後に向けて 

［方針］ 

最新活動時期や平均活動間隔の絞り込み、地下の断層形状など、活断層の長期評価の精度を

向上させるために今後必要な事項を記述する。 

 

［説明］ 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

（解説） 
・ ①に示す評価精度の向上については、個々の断層パラメータの信頼度の向上と評価値における幅を

狭くすることに役立つと思われる事項を記述する 
 

 

○ 主な記述内容 

① 活断層の評価精度を向上させるために必要な事項を記述する。 

② 一定以上の評価ができた場合でも、さらに今後の課題を記述する必要があると判断された場合

には、その旨を記述する。 

③ 評価文の主文には、調査手法などの具体的なことは記述しない（調査手法などを記述する必要

がある場合には、説明文に記述する）。 

④ 現在の技術・知見などに基づいて補完調査を行なっても必ずしも評価精度の向上が見込めない

場合には、そのことを記述する。 
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３．５ 文章体裁の取り決め 

［方針］ 

文章体裁について主な取り決め事項をまとめると以下のとおりとなる。 

 

［説明］ 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

○ 文章体裁 

① 評価文の主文は平易な表現とする。説明文は専門用語も用いるが、一般的に用いられない特殊

な用語については注釈で補足説明を加える。 

② 文献の並びはアルファベット順とする。第一著者が同じ時は、第二著者以下のアルファベット

順とする。主文の注釈で文献を用いる場合も同様とする。詳細な記載要領は日本地質学会の投

稿規定に準拠する。 

○ 信頼度、幅などの表現 

③ 評価作業で用いた各種のパラメータ（表の特性欄に示されたデータ）の相対的な信頼性を、「信

頼度」として記号で示す。なお、基本的には、評価値は幅を持って示すよりも、信頼度を落と

しても評価値の幅を絞り込む観点で評価を実施する。文章中では、各々のデータの信頼度に対

応した文章表現を用いる。評価に用いるだけの信頼度は持たないと判断した調査結果や見解な

どは、“なお書き”で参考情報として記す。 

信頼度   文末表現 

◎ ：高い （信頼度 90%以上と判断） 考えられる。 

○ ：中程度 （信頼度 70－90%以上と判断） 推定される。 

△ ：低い （信頼度 50－70%以上と判断） 可能性がある。 

▲ ：かなり低い （信頼度 30－50%と判断） 可能性もある。 

なお、信頼度の数値は、評価にあたっての共通の目安として定めたものである。 

④ パラメータ（表の特性欄に示されたデータ）のばらつきの大きさや推定の幅を、以下の語句を

パラメータの前に付して表現する。 

幅が大きい 「概ね ＞ 程度 ＞ 約 ＞ 前後」 幅が小さい 

○ 確率に関する表現 

⑤ 地震発生確率の説明で、「ほぼ０％」は 10-3%未満の確率値を、「ほぼ０」は 10-5%未満の数値

を意味する。なお、評価に用いた平均活動間隔の信頼度が低い（△、▲）場合はそのことに留

意する旨を明記する。 

⑥ 確率値は、基本的に有効数字１桁で表記する。ただし、30 年確率については 10%～20%に確

率が収まる場合は、有効数字２桁で表記する。 
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４．今後の活断層評価に必要とされる調査観測 

今後、長期評価を高度化していくにあたっては、評価対象となる地域における活断層など

の詳細な地表位置・形状や地質学的調査、地球物理学的調査に基づく地下構造等の情報が

必要となる。このため、近年開発されている調査手法も取り入れ、新たにデータを取得し

ていく必要がある。 

今回の活断層評価手法高度化の検討においては、地域評価を導入するという点から、陸域

の活断層だけでなく、沿岸海域に分布する活断層も評価対象としたが、海域の活断層に関

する資料はまだ少ない。このため、今後、新たな調査を実施するとともに、その評価手法

に関する検討が必要である。 

また、今後の長期評価では、活断層から発生する地震の規模・頻度をより適切に評価する

ため、長大な活断層を「単位区間」に区分する。これにより、今までは同時に活動し得る

範囲を断層相互の距離に基づいて最大限つなぎ合わせて想定された起震断層に対し、地震

規模が評価されてきたが、今後は、「単位区間」で発生する、それよりも規模は小さいが発

生確率が高い地震に対する評価が実施される。従来の長期評価においては、活動履歴に基

づき、起震断層を活動区間ごとに区分していたが、今回導入される「単位区間」への区分

では、それに加えて活断層の位置・形状に基づく検討が行われる。このため、高精度の活

断層の位置情報が必要とされ、それを抽出するための作業の詳細化ならびに高解像度の解

析技術の導入が必要である。 

さらに、地下における震源断層の位置・形状について精度良く明らかにする。従来の評価

においては、断層面の傾斜角や上端・下端の深さに関しては不明とされることが多かった。

しかし、その一方で、断層運動によって発生する地震動を精度良く予測するためには、断

層面の位置・形状の認定に対する信頼性を向上させる必要がある。このため、とくに社会

への影響が大きい平野部の活断層を対象として、大深度反射法地震探査を中心とした地下

構造探査を実施する必要がある。 

将来に断層で発生する地震の予測精度やその評価の信頼度を向上させるため、地震を起こ

す最小の区間ごとに活動履歴などを明らかにすることが求められる。このため、従来から

用いられている炭素同位体年代測定法のより有効な活用や、この手法を用いることが困難

な地層に対して他の年代測定法を適用することの可能性を検討しておく必要がある。 

この章では、以上に挙げた４つの観点から、今後展開される高度化された活断層評価に必

要なデータの取得に関して、その調査方法や分析方法について整理しておく。なお、ここ

に示す内容の概略については、平成 20 年 6 月に「今後の調査への提案－活断層評価の高度

化のために－」として既にとりまとめられ、地震調査委員会ならびに政策委員会調査観測

計画部会に報告されている。 
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４．１ 全国規模での沿岸海域活断層調査 

今後の活断層長期評価では、陸域だけでなく、沿岸海域に分布する活断層についても調査

し、将来発生する地震の規模や発生確率を評価する必要がある。既に評価された 110 の主

要活断層帯のうち、５つの沿岸海域の活断層が長期評価の対象とされ評価結果が公表され

ている。さらに、陸域の主要活断層帯のうち 28 の断層帯については、活断層が海岸まで達

しており、海域への延長の可能性が指摘されている。海岸線から数 km といったごく沿岸の

海域は、沖合海域と異なり、水深が浅く、通常の海洋調査が困難であるため、地質構造や

活断層の分布に関するデータが欠如していた。 

今後は、陸域活断層から海域への延長部を含め、沿岸海域に分布する活断層調査を進める

必要がある。まずは海底活断層の分布を把握するため、海底地形や音波探査断面などに基

づき、全国の沿岸地域を網羅した海底活断層図を作成する必要がある。次いで、海底活断

層で発生した地震の活動履歴を明らかにし、陸上の活断層の長期評価と同様に、将来にお

ける活動の可能性を評価すべきであろう。さらに、想定される地震規模が大きく、かつ、

将来活動する可能性が高く、活動した際には沿岸地域が大きな被害にみまわれることが予

想される断層については、地下の断層形状を明らかにし、陸上の活断層と同様の詳細な強

震動予測を行うことが望まれる。 

以下では、沿岸海域の活断層調査を実施するにあたって、実施することが必要とされる海

底地形計測、海上音波探査、海上ボーリング及び海陸統合地震波探査と津波発生予測に資

する沿岸海域活断層の調査について、それらの調査の特徴を簡潔に示す。 

 

４．１．１ 海底地形計測 

海底においても、活断層の位置や長さといった基本的な情報は、陸上の場合と同様に地形

図から得ることが可能である。近年は、マルチビームやレーザー測深といった技術を用い

ることにより、高精度・高解像度の海底地形図を作成することが可能となっている。 

完新世に活動した断層で、海底まで変位が達している場合には、詳細な海底地形図により

その連続性を面的に追跡することができる。この情報は、地震の規模を推定する上で基礎

的な情報となる、海底活断層の長さを決定する際に必要である。 

 

４．１．２ 高精度海上音波探査 

海上音波探査は、海底下の地層（反射面）の連続断面を得ることができ、断層の位置と断

層による地層の上下変位の様子を精度良く確認することが可能である。また、反射面の連

続を追跡することにより、広範囲の地層対比が可能である。探査対象とする深度は、震源

（音源）の周波数と規模を調整することにより、数十 cm から数 km まで変えることが可能

である。近年はマルチチャンネル式の探査設備が整い、比較的深部の探査断面を得ること

が可能となっている。解像度数十 cm といった高周波震源を用いた浅部の探査断面では、海

底表層の地層が断層により変形する様子を詳細に観察することができる。 

音波探査は、通常、ある程度の間隔を空けた複数の併走する測線を設定して行われる。断

層の平面位置は、測線が断層を横切る点として認識される。海底活断層の分布は、これら

の点をつないで平面的に追跡され、その長さが推定される。測線間における断層のつなぎ

方の信頼性を向上させるためには、測線間隔を短くするか、海底地形と断層位置との対応

を確認する必要がある。 
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４．１．３ 海底堆積物採取 

海上音波探査により、断層の位置や分布範囲の特定は可能であるが、それだけでは確認さ

れた断層が活断層であるかの判断は難しく、活動時期や平均変位速度に関するデータを得

る必要がある。これらを解明するには、断層によってずれが生じている反射面の堆積年代

を明らかにする必要がある。そのためには、海底下の地層を採取し、そのなかに含まれて

いる有機物の放射性炭素年代を測定したり、地層中に挟まれる火山灰を同定したりする必

要がある。 

海底堆積物採取調査では、断層活動の有無や活動回数について検討するため、断層の両側

で海上ボーリングやピストンコアリングを実施して試料を採取し、対比される地層の分布

高度の差や層厚の変化を明らかにする。浸食作用を受けにくく、連続的な堆積物がある場

所では、詳細な断層活動履歴を得られる可能性があるため、海底堆積物採取調査にあたっ

ては、海底地形計測や高精度海上音波探査結果に基づき、調査地点を注意深く検討する必

要がある。 

 

４．１．４ 海陸を統合した地下構造調査 

海岸にごく近い海域では、水深が浅く、かつ浸食作用が卓越するような場所も存在する。

そのような場所で断層を調査する場合、調査船が調査海域に入れなかったり、堆積物が欠

如していたりするという問題がある。これらの問題を克服し、連続的に同じ質のデータを

取得するためには、海陸を統合した地下構造調査が必要である。また、その活動性を検討

するには、沿岸域での海岸変動（隆起・沈降）の証拠を参照することが考えられる。 

 

４．１．５ 旧汀線指標を用いた活動履歴調査 

沿岸海域の活断層が活動すると、地盤の隆起、沈降により海岸変動が生じることがある。

その際、波食棚やノッチ、固着生物群集といった汀線の指標が離水、沈水する様子が観察

される。過去の海岸変動を記録した旧汀線の指標について、その高度、年代を測ることで、

沿岸海域活断層の活動履歴に関する情報を得ることができる。また、旧汀線の高度分布パ

ターンは、断層の位置、形状の推定において有効な拘束条件となる。ただし、旧汀線の高

度には断層活動以外の広域の変動や海面自体の変動の影響も含まれている可能性があるた

め、注意が必要である。 

 

４．１．６ 津波発生予測に資する調査観測 

沿岸海域の活断層が活動して、海底面に上下方向の食い違いが生じると津波が発生する。

今までの活断層の長期評価では考慮されていなかったが、海底活断層の評価に際しては、

津波の発生も想定しておく必要がある。 

津波の高さや沿岸への到達時間は、波源領域の位置とそこで発生する１回のずれの量、そ

して波源域から沿岸までの海底地形に関する情報を用いて計算することができる。したが

って、沿岸海域の活断層についても、その分布位置を正確に把握するとともに、地震時に

おけるずれ量を精度良く求めることが望まれる。これについては、高分解能の音波探査を

実施することにより、１回のずれの量を求めることが可能である。 

さらに、史料調査や津波堆積物調査等により、海底活断層における過去の津波発生状況に

ついても明らかにし、評価の妥当性について検証することが必要である。 
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４．２ 活断層の詳細位置を評価するための体系的調査 

地震調査委員会では、その活動が社会的、経済的に大きな影響を与えると考えられる主要

活断層帯を対象に、断層で発生する地震の規模及び発生確率の評価や、地震によって生じ

る強い揺れの予測を行ってきたが，その基礎となる活断層の詳細な位置形状に関する評価

が十分行われているとはいえなかった。また、活断層の近傍では、強震動のほか、断層の

ずれによっても被害を生じうるため、活断層やこれに起因する地表面の変形（活構造）の

詳細な位置形状の把握は、災害時の拠点施設の機能確保など地震防災の観点からも重要で

ある。 

現行の評価では、起震断層が予め設定されており、その中を細分する活動区間の認定は、

活動履歴に関する情報のみに基づかざるを得なかった。しかし、変動地形学的視点による

地形判読の高度化によって、新たに把握された活断層の詳細な位置形状なども利用し、同

時に地震を起こす最小の区間（単位区間）を推定する研究が進展している。単位区間の活

動履歴や位置形状などを考慮することにより、同時に活動する範囲（活動範囲）を推定す

ることが可能となる。個別の単位区間が活動する場合、従来想定されているより地震の規

模は小さくなるものの、一般に地震の発生確率は高くなる。このように、活断層の詳細な

位置形状を把握した上で、そこで発生する地震の規模や頻度の評価を向上させることは、

防災上においても非常に重要である。 

今後の長期評価にあたっては、活断層の詳細な地表位置形状や断層に沿うずれの量の空間

分布、地表地質、地下構造等の情報が必要になるが、現状では適切な評価の実施に必要な

情報が不足している活断層も多い。このため、情報が不足している活断層については、変

動地形学的視点による空中写真判読の高度化に加えて、判読が困難な山間部等での航空レ

ーザー測量を実施するとともに、地形情報が不十分な場合の活断層存否の確認や、伏在部

の確認、境界部の確認等を行うための追加的な掘削調査を実施する必要がある。また、調

査により得られた詳細な位置形状やその認定根拠、活動度、活動履歴などについて、それ

らの情報を集約したデータベースを作成する必要がある。 

 

４．２．１ 高精度な空中写真判読 

従来から実施されている空中写真を用いた地形判読は、断層活動によって形成された変位

地形について、地形発達を考慮しながら認定できることから、引き続き有効な手法である

と考えられる。近年出版されている縮尺 2.5 万分 1 程度の活断層図は、縮尺 1 万分の 1 程

度の空中写真を用いた判読により作成されており、今後の活断層評価においても同程度の

精度の地形判読作業が必要である。 

精度良い活断層図を作成するには、大縮尺の空中写真を断層帯全域にわたって判読すると

ともに、撮影時期の異なる写真を用いることが有効である。地形判読には個人差を伴うた

め、評価の精度を高めるためには、複数の判読者によるクロスチェックが必要である。こ

れらの作業を、今まで長期評価の対象としてこなかった短い断層を含め、全ての断層に対

して行うことは、多くの時間と労力を必要とするが、地震が発生する位置および規模を特

定するために必要である。特に、活断層による変位地形であるかどうか判断に迷うような

場所に対しては、都市圏活断層図などの作成で実施されているような、追加の判読作業が

必要となる。 

 

４．２．２ 航空レーザー測量 
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空中写真判読における難点の一つが植生である。植生に覆われた地域では、植生の高さ分

を差し引いた地表面の高さをイメージしながら地形を判読する必要がある。その問題を解

消できる技術の一つとして、近年、航空レーザー測量が注目されている。 

航空レーザー測量は、高精度の位置計測システムを備えた航空機から、地表に向かって１

分当たり数万発のレーザーを発射し、面的に距離を計測するものである。計測データのな

かから、植生の表面で反射したデータを除外し、地表まで到達したデータのみを選出（フ

ィルタリング）することにより、植生下の地形面の標高データを得ることができる。また、

都市部においても、同様の手法により建造物に覆われていない地形面の詳細な標高データ

を作成し、航空写真では確認が困難な都市部の微細な変動地形を判読できる。 

このようにして作成された詳細標高データを用いて図化された画像を活用することによ

って、植生の有無や建造物の多少にかかわらず、比高１～２ｍ程度の崖地形や横ずれ地形

を抽出することが可能となる。 

 

４．２．３ 断層位置確認のための地形・地質調査 

従来の活断層図では、主に地形発達を考慮した空中写真判読に基づいて断層が認定されて

いる。しかし、判読のみでは活断層の存在が確実と言えない場合には、地表下の地質構造

を観察し、断層の存在を確認する必要がある。とくに空中写真判読において判読者によっ

て断層位置の認定が異なる場合には、地形面対比の妥当性の確認や断層構造を確認するた

めの地質調査が必要となる。 

したがって、従来の活断層調査においては活動履歴の解明が重要視されてきたが、今後は

断層位置や活断層であるか否かを確認するための調査も必要となる。 
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４．３ 震源断層の三次元位置・形状評価のための調査 

現行の長期評価では、地表における活断層の長さやそれに基づく地震の規模の評価が主体

であり、地下における震源断層の位置・形状に関する評価は必ずしも十分ではない。この

ため、現状では強震動評価で必要となる震源断層の位置・面積・形状や地震時に大きなず

れを生じる場所の数や位置などに関する情報が不足している。また、近接した断層の震源

断層モデルを考えた場合、断層面の傾斜によってはモデル化された震源断層が地下で互い

に交差してしまうなどの問題も存在している。 

このため、対象地域内の震源断層について、三次元的な位置・形状や地下における相互の

関係を推定するための調査を行う必要がある。具体的には、断層の地下構造に関する情報

を取得するための地震波探査や地震波トモグラフィーなどの地球物理学的調査を実施する

必要がある。また、重力異常分布の解析や断層の運動に関連した褶曲、傾動、隆起、沈降

など地表面の変形を面的に調査することにより、地下に伏在する断層面の形状を検討する

必要がある。 

 

４．３．１ 反射法地震探査 

反射法地震探査は、断層の地下形状を明らかにする上で最も有効な方法の一つとして、従

来の活断層調査においても広く行われており、浅層地震探査と深部地震探査に大別される。 

浅層地震探査は、地表付近における断層の位置や活動性を確認するために行われる。震源

には通常 P 波が用いられるが、地下数十ｍ程度のごく浅層の地質構造を対象とする場合に

は、S波を用いることもある。また近年、ごく浅層の構造をイメージングすることを目的と

して、電磁波を用いた地中レーダー（GPR）探査も行われており、その有効性が検討されて

いる。 

深部地震探査は、震源断層の位置・形状を明らかにすることを主目的として行われる。特

に大深度反射法地震探査では、地下 10km もしくはそれ以深の構造をイメージングすること

が可能である。探査結果の解析により、近接して分布する活断層同士の地下での関係や、

沈み込み帯付近に分布する活断層とプレート境界との関係などが明らかにされてきている。 

 

４．３．２ 重力異常分布データの活用 

地下構造を面的に推定する地球物理学的な手法の一つに重力異常分布を調べる方法があ

る。重力は地下の岩石の密度によって変化するため、断層がくり返し動くことに伴って、

断層の両側の岩質が違ってくることにより重力異常分布に特徴的なパターンが現れる。 

重力異常分布は地下における地質の分布を表しており、活断層の存在を示す直接的な証拠

には必ずしもならないが、重力異常の急変が確認された範囲に伏在断層が存在する可能性

を想定し、反射法地震探査やボーリングデータ解析などを実施すれば、地表では存在を認

めにくい地震の震源断層を効率よく見つけることができる可能性がある。 

布田川・日奈久断層帯での検討例では、布田川断層の西方延長には沖積平野が拡がってお

り地表では変位地形を見出すことはできないが、明瞭な重力異常の境界が存在しているこ

とから、この地域まで断層が延長される可能性があることが想定された。 

 

４．３．３ 地震波トモグラフィーなどによる構造調査 

震源断層の下端付近の構造を推定する場合には、現時点では自然地震を用いた地震波トモ

グラフィーが最も解像度が高いと考えられる。 
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地震調査研究の進展により、大地震の主破壊域は地震波高速度域となっていて、震源断層

の深部延長は逆に低速度域となっているという報告が次第に増えてきている。普段の地震

活動が低調な地域でも、遠地地震を使ったトモグラフィーやレシーバー関数、地震波干渉

法等によって地下構造を推定できる手法が確立されつつある。 

ただし、これらの手法で M7 程度の地震に相当する断層の詳細な情報を得るためには、観

測点間隔を 3km 程度以下にする必要がある。また、地下の構造は地質学的時間における地

殻変動の総和を示しており、必ずしも地殻変動の現状を反映している訳ではない。このた

め、地震学的手法による地下構造推定のみで地下の断層の全体像を明らかにしたり、伏在

活断層の可能性が高い地域を特定したりすることには限界がある。近年、比抵抗構造の推

定により、震源断層が高比抵抗域または高比抵抗と低比抵抗の境界域に位置するという報

告も増えてきており、他の節でも述べた手法と上記の電磁気学的手法もあわせて総合的に

判断することが重要である。 

 

４．３．４ 広域的な変位地形の地形・地質調査 

今後の活断層長期評価においては、断層線のトレースのみにとらわれることなく、地形面

の広域的な変形から地下の断層の存在を推定することとしている。したがって、活断層の

存在が疑われる地域では、明瞭な断層崖の調査のみならず、地形面の異常傾斜や海成段丘

の旧汀線の高度変化などの地形データから、活断層の存在を推定する必要がある。また、

強震動評価に必要な情報を得るため、地表の情報を面的に把握することにより、地下の断

層面の形状を三次元的に推定することが求められる。 

例えば、地形データからの活断層の推定について、2007 年能登半島地震においては、地

震直後に観測された海岸隆起の傾向が、その地域に分布する M1 面（最終間氷期最盛期）の

旧汀線高度分布と傾向が似ていることから、2007 年の地震で破断した断層面の活動の繰り

返しによって、現在の海成段丘の高度パターンを生じたと考えられている。 

 

４．３．５ ボーリングデータの活用 

伏在断層や広域的な変動地形を認定するためには、トレンチ調査のみでは対応ができず、

反射法地震探査のような地下構造探査とボーリングデータとの対比といった調査が必要と

なる。 

反射法地震探査やボーリング掘削には多額の費用がかかるため、当面、重要度の高い断層

以外については、まず既存のボーリングデータを用いた地層対比に基づく地下構造調査を

基本とすべきであろう。また、強震動評価の高度化のため整備が予定される地下地質のデ

ータベースを、活断層の評価においても積極的に活用することが望まれる。ただし、ボー

リングコアの観察結果をまとめた柱状図の記載は観察者により地層の分類や記載内容に差

があるため、これらをまとめる場合には注意が必要である。当該地域に鍵層となる火山灰

層や海成層が存在する場合には、ボーリングデータに基づき、信頼性の高い地下構造断面

を三次元的に解析することが可能である。 
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４．４ 年代測定の精度・信頼度向上のための調査 

過去に発生した断層活動の時期を精度良く特定することは、活断層の長期評価における重

要な課題である。断層活動時期は、トレンチ調査や群列ボーリング調査において観察され

た地層の構造のなかから、断層活動により変位を受けた地層とそれを覆う変位を受けてい

ない地層（もしくは変形量に有意な差が認められる地層同士）の年代を測定することによ

って評価される。 

ここでは、従来から活断層調査で利用されてきた炭素同位体年代と火山灰編年に基づく年

代測定に関して最新の知見を踏まえた精度・信頼度向上の方法について言及するとともに、

それら以外の年代測定法に関して活断層調査への適用の可能性について整理しておく。 

 

４．４．１ 炭素同位体年代 

従来の活断層調査においては、数多くの放射性炭素同位体年代の測定が行われてきた。 

これらの測定結果は、活断層の活動時期を特定するうえで非常に有効なものであった。炭

素同位体年代測定の技術も進歩しており、かつてのガス法に代わって加速器を用いた AMS

法が主流となり、過去の同位体比の変化曲線に基づく暦年較正をすることが標準となって

いる。それに伴い、年代値は計測結果の中央値のような数値ではなく、ある年代幅をもっ

た確率分布として表せるようになっている。 

そうした技術進展の一方で、試料の汚染などによる、年代測定結果と地層層序との矛盾も

しばしばみられる。また、分析試料の種類（木片、泥炭、貝殻片など）によって年代測定

結果に系統的な差がみられるといったことも指摘されている。理想としては、含有される

炭素の由来が明らかな植物の種子や葉などを単体で計測することが望ましいが、条件の良

い試料を得るのは難しいため、ある層準については木片を分析し、別の層準では腐植土で

分析した結果を用いて評価する例も少なくない。 

貝殻片など海生生物由来の試料を分析するときには、海洋リザーバ効果を考慮する必要が

ある。しかし、この値には地域差があり、さらに時代による変化もあるので、各地域、時

代において想定すべき補正値については今後の研究成果を待つ必要がある。 

 

４．４．２ 火山灰編年 

火山灰編年は、炭素同位体年代と並んで地層の堆積年代決定に有効な指標である。特に、

広域に分布する火山灰については、編年の研究が進んでおり、その降下年代の決定精度が

向上している。これまでに実施された活断層の長期評価においても、トレンチ調査などで

確認された姶良丹沢火山灰（AT：約 2.6～2.9 万年前）や鬼界アカホヤ火山灰（K-Ah：約 7300

年前）などが、活動時期の推定に利用されている。 

火山灰に関するカタログはその分野の専門家によって整備されているが、今までの活断層

調査で得られた炭素同位体年代との比較結果等を整理して、火山灰降下年代を精緻に明ら

かにしておくとともに、それらのデータをカタログ化・データベース化しておくことは、

今後の活断層評価に対する大きな貢献になると期待される。 

 

４．４．３ その他の年代測定手法の活用 

地層の年代を測定するその他の手法として今後の利用が期待されるものとしては、ルミネ

ッセンス法や宇宙線測定法などが挙げられる。 

ルミネッセンス法には、熱ルミネッセンス法と光ルミネッセンス法がある。熱ルミネッセ
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ンス法は、一定以上の温度を受けてからの経過時間を計測するものであり、かつては断層

破砕帯を対象とした分析が試みられていた。光ルミネッセンス法は、堆積物が上位層に覆

われて光を遮断されてからの経過時間を計測するものである。海外の断層調査では、既に

いくつかの利用事例が報告されている。 

宇宙線測定法は、セシウムやアルミニウムなど宇宙線被曝による生成物を計測するもので

あり、光ルミネッセンス法とは逆に、堆積物が地表に晒されてからの経過時間を推定する

際に用いられる。 

これらの年代測定法は、炭素同位体年代測定に比べるとまだ分析例が少なく、分析結果の

信頼性について引き続き検証が必要と思われる。しかし、炭素試料が得られない地層の年

代の推定に対して、今後有効に利用されることが期待される。 
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 おわりに 

 

本報告書は約５年間にわたって審議されてきた活断層評価手法の高度化について現状の

到達点をまとめたものである。この間には、新総合基本施策が主として政策委員会でまと

められ、平成 21 年４月に本部決定された。また、新総合基本施策の決定に併せ、今後の活

断層調査の方針を示した報告書「新たな活断層調査について」も同日付で決定されている。

これらの施策や報告書の作成は、本報告書の検討と並行して実施されており、相互に関連

しているものである。 

検討分科会では、従来の長期評価で用いられてきた評価手法を精査・改善するとともに、

各委員がそれぞれの研究分野の最先端の成果を提供する形式で、検討が進められた。また、

分野毎に作業グループを設置し、実際のデータを確認しながら評価手法案を作成してきた。

それらのなかには、まだ定量的な評価手法が確立しておらず、本報告書で提案する評価手

法に反映されていないものもある。一方、評価の高度化を図る上で重要だという理由で、

限られたデータに基づく経験的な判断に従って追加されたものもある。したがって、本報

告書に示されている手法は、今後も、各地域や断層帯の評価を行っていく中で、調査・観

測技術の進歩やデータの増加・蓄積、研究の進展等を踏まえた上で、継続的に見直しを図

るべきものである。 

特に、沿岸海域に分布する活断層や短い活断層については、今後評価の高度化を実施して

いくことが新総合基本施策に唱われているが、その評価方法はこれまで評価を実施してき

た陸域の主要活断層帯とは、特に活動範囲や地震規模の推定等に関して異なる点が多い。

したがって、今後、具体的な評価実績を蓄積しつつ、その評価手法を必要に応じて修正し

ていく必要がある。 

活断層の詳細位置の評価については、新総合基本施策で基本目標に掲げられている活断層

基本図（仮称）の作成とも密接に関わっている。長期評価で用いられる活断層の詳細位置

図は、活断層基本図（仮称）の位置・形状情報と同一であることを想定している。したが

って、今後、活断層基本図（仮称）の検討が進められる際には、本報告書に示された方針

が参照され、かつ、検討において新たな方針が定められた場合にはその内容を長期評価に

も反映させることが望まれる。 

さらに、活断層の長期評価と強震動予測が整合性を持って高度化されることが望ましい。

今回の検討では、強震動予測で既に考慮されている断層面上でのすべりの不均一性に対応

させて、地表で確認される平均変位速度の空間的分布を断層に沿って示すことが取り入れ

られた。その意味では、今回、長期評価を高度化したことで強震動予測の現状に追いつい

たといえよう。その一方、複数の断層が連動して発生する地震や地表の証拠からは活動の

痕跡を認めにくい地震などについては、強震動予測に先駆けて評価に取り入れられている。

今後も長期評価と強震動予測とが、お互いの新知見を持って高度化され将来の地震防災に

役立つ一体的な評価が可能となるよう関係者が努める必要がある。 
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